
令和 7 年 3 月 24 日  

一 宮 市 条 例 第 1 号 か ら 第 25 号 ま で を 別 紙 の と おり 公

布 す る 。  

一 宮 市 長  中  野  正  康  



条 例 番 号 一 覧 表 

条例第1号  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用に関する条例等の一部を改正する条例 

条例第2号  一宮市職員定数条例の一部を改正する条例 

条例第3号  一宮市職員等のハラスメント防止に関する条例 

条例第4号  一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び一宮市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 

条例第5号  公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

条例第6号  一宮市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

条例第7号  一宮市職員旅費額条例の一部を改正する条例 

条例第8号  一宮市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

条例第9号  一宮市手数料条例の一部を改正する条例 

条例第10号  一宮市民生委員定数条例の一部を改正する条例 

条例第11号  一宮市保育所条例等の一部を改正する条例 

条例第12号  一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正

する条例 

条例第13号  一宮市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

条例第14号  一宮市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

条例第15号  一宮市火災被災者用緊急避難所の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

条例第16号  一宮市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 

条例第17号  一宮市歯と口の健康づくり推進条例の一部を改正する条例 

条例第18号  一宮市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

条例第19号  一宮市斎場条例の一部を改正する条例 

条例第20号  展望塔の管理及び運営に関する条例の一部を改正する条例 

条例第21号  一宮市テニス場の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例 

条例第22号  一宮市市民会館条例及び一宮市木曽川文化会館の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例 

条例第23号  アイプラザ一宮の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 



条例第24号  一宮市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

条例第25号  一宮市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例 



条例第1号 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用に関する条例等の一部を改正する条例 

(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用に関する条例の一部改正) 

第1条 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例(平成27年一宮市条例第23号)の一部を次のように改正す

る。 

現行 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第2条 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 特定個人情報 法第2条第8項に規定

する特定個人情報をいう。 

(2) 特定個人情報 法第2条第9項に規定

する特定個人情報をいう。 

(3) 特定個人情報ファイル 法第2条第9

項 に規定する特定個人情報ファイルを

いう。 

(3) 特定個人情報ファイル 法第2条第1

0項に規定する特定個人情報ファイルを

いう。 

(4) 個人番号利用事務実施者 法第2条

第12項に規定する個人番号利用事務実

施者をいう。 

(4) 個人番号利用事務実施者 法第2条

第13項に規定する個人番号利用事務実

施者をいう。 

(5) 情報提供ネットワークシステム 法

第2条第14項に規定する情報提供ネット

ワークシステムをいう。 

(5) 情報提供ネットワークシステム 法

第2条第15項に規定する情報提供ネット

ワークシステムをいう。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市市税条例の一部改正) 

第2条 一宮市市税条例(平成17年一宮市条例第38号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第36条の2 略 第36条の2 略 

2～7 略 2～7 略 

8 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合には、新たに第23条第

1項第3号又は第4号に掲げる者に該当する

こととなった者に、当該該当することとな

った日から30日以内に、その名称、代表者

又は管理人の氏名、主たる事務所又は事業

8 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合には、新たに第23条第

1項第3号又は第4号に掲げる者に該当する

こととなった者に、当該該当することとな

った日から30日以内に、その名称、代表者

又は管理人の氏名、主たる事務所又は事業



所の所在、当該市内に有する事務所、事業

所又は寮等の所在、法人番号(行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律(平成25年法律第27

号)第2条第15項に規定する法人番号をい

う。以下市民税について同じ。)、当該該

当することとなった日その他必要な事項

を申告させることができる。 

所の所在、当該市内に有する事務所、事業

所又は寮等の所在、法人番号(行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律(平成25年法律第27

号)第2条第16項に規定する法人番号をい

う。以下市民税について同じ。)、当該該

当することとなった日その他必要な事項

を申告させることができる。 

(施行規則第15条の3第3項並びに第15条の

3の2第4項及び第5項の規定による補正の方

法の申出) 

(施行規則第15条の3第3項並びに第15条の

3の2第4項及び第5項の規定による補正の方

法の申出) 

第63条の2 施行規則第15条の3第3項並びに

第15条の3の2第4項及び第5項の規定によ

る補正の方法の申出は、当該家屋に係る区

分所有者の代表者が毎年1月31日までに次

に掲げる事項を記載した申出書を市長に

提出して行わなければならない。 

第63条の2 略 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個

人番号(行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する

法律第2条第5項に規定する個人番号を

いい、当該書類を提出する者の同項に規

定する個人番号に限る。以下固定資産税

について同じ。)又は法人番号(同条第1

5項に規定する法人番号をいう。以下固

定資産税について同じ。)(個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称) 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個

人番号(行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する

法律第2条第5項に規定する個人番号を

いい、当該書類を提出する者の同項に規

定する個人番号に限る。以下固定資産税

について同じ。)又は法人番号(同条第1

6項に規定する法人番号をいう。以下固

定資産税について同じ。)(個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称) 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

2 略 2 略 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第139条の3 略 第139条の3 略 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免

を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書にその減

免を受けようとする事由を証明する書類

を添付して市長に提出しなければならな

い。ただし、市長が、当該者が所有し、又

は取得する土地が同項各号のいずれかに

2 略 



該当することが明らかであり、かつ、特別

土地保有税を減免する必要があると認め

る場合は、この限りでない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び法人番号(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関

する法律第2条第15項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ。)

(法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称) 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び法人番号(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関

する法律第2条第16項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ。)

(法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称) 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

3 略 3 略 

(入湯税に係る特別徴収義務者の経営申

告) 

(入湯税に係る特別徴収義務者の経営申

告) 

第149条 鉱泉浴場を経営しようとする者

は、経営開始の日の前日までに、次に掲げ

る事項を市長に申告しなければならない。

申告した事項に異動があった場合におい

ては、直ちにその旨を申告しなければなら

ない。 

第149条 略 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所

在地、氏名又は名称及び個人番号(行政

手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律第2条第

5項に規定する個人番号をいう。以下こ

の号において同じ。)又は法人番号(同条

第15項に規定する法人番号をいう。以下

この号において同じ。)(個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所又

は事務所若しくは事業所の所在地及び

氏名又は名称) 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所

在地、氏名又は名称及び個人番号(行政

手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律第2条第

5項に規定する個人番号をいう。以下こ

の号において同じ。)又は法人番号(同条

第16項に規定する法人番号をいう。以下

この号において同じ。)(個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所又

は事務所若しくは事業所の所在地及び

氏名又は名称) 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市都市計画税条例の一部改正) 

第3条 一宮市都市計画税条例(平成17年一宮市条例第39号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする者

(改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする者



がすべき申告) がすべき申告) 

第5条 法附則第15条の11第1項の改修実演

芸術公演施設について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、同項に規定する利

便性等向上改修工事が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律施行規則(平成18年国土交

通省令第110号)第10条第2項に規定する通

知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の

活性化に関する法律(平成24年法律第49

号)第2条第2項に規定する実演芸術の公演

の用に供する施設である旨を証する書類

を添付して市長に提出しなければならな

い。 

第5条 略 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び個人番号(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関

する法律(平成25年法律第27号)第2条第

5項に規定する個人番号をいい、当該書

類を提出する者の同項に規定する個人

番号に限る。以下この号において同じ。)

又は法人番号(同条第15項に規定する法

人番号をいう。以下この号において同

じ。)(個人番号又は法人番号を有しない

者にあっては、住所及び氏名又は名称)

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び個人番号(行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関

する法律(平成25年法律第27号)第2条第

5項に規定する個人番号をいい、当該書

類を提出する者の同項に規定する個人

番号に限る。以下この号において同じ。)

又は法人番号(同条第16項に規定する法

人番号をいう。以下この号において同

じ。)(個人番号又は法人番号を有しない

者にあっては、住所及び氏名又は名称)

(2)～(6) 略 (2)～(6) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第2号 

一宮市職員定数条例の一部を改正する条例 

一宮市職員定数条例(昭和25年一宮市条例第11号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(職員の定数) (職員の定数) 

第2条 職員の定数は、次の表に掲げるとお

りとする。ただし、選挙管理委員会、監査

委員、農業委員会及び公平委員会の事務部

局の職員は、市長の事務部局の職員におい

てこれを兼ねることができる。 

第2条 略 

【別記 参照】 【別記 参照】 

2 略 2 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

略 

病院事業部の職員 1,261人

略 

消防職員 405人

合計 4,154人

改正案 

略 

病院事業部の職員 1,297人

略 

消防職員 414人

合計 4,199人

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第3号 

一宮市職員等のハラスメント防止に関する条例 

(目的) 

第1条 この条例は、ハラスメントの防止及び排除のための措置、ハラスメントの被害者へ

の配慮並びにハラスメントに起因する問題の適切な対応を行うことにより、全ての職員

及び議員(以下「職員等」という。)が個人としての尊厳を尊重され、快適に働くことが

できる職場環境を確立することを目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 職員 地方公務員法(昭和25年法律第261号)第3条第2項に規定する一般職に属する

職員及び特別職員の給与に関する条例(昭和27年一宮市条例第4号)第1条に規定する

特別職員(市長を除く。)で、本市に勤務するものをいう。 

(2) 職場 職員等がその職務を遂行する場所(出張先その他職員等が通常執務する場所

以外の場所及び親睦会の宴席その他の実質的に職場の延長線上にある場所を含む。)

をいう。 

(3) ハラスメント 次に掲げる行為をいう。 

ア セクシュアル・ハラスメント 性別、性的指向又は性自認にかかわらず、相手の

意に反する性的な言動であって相手に対して不快感を与えるもの又は職場環境を

悪化させるものをすることをいう。 

イ パワー・ハラスメント 職務に関する優越的な関係を背景として行われる業務上

必要かつ相当な範囲を超える言動であって相手に対して精神的若しくは身体的な

苦痛を与え、人格若しくは尊厳を害するもの又は職場環境を悪化させるものをする

ことをいう。 

ウ 妊娠、出産、育児、介護等に関するハラスメント 妊娠、出産、育児、介護等に

関する言動又は職員等の妊娠、出産、育児、介護等に関する制度又は措置の利用に

関する言動であって相手に対して精神的若しくは身体的な苦痛を与えるもの又は

職場環境を悪化させるものをすることをいう。 

エ その他のハラスメント アからウまでに掲げるもののほか、人格と尊厳を傷つけ

る言動であって相手に対して精神的若しくは身体的な苦痛を与えるもの又は職場

環境を悪化させるものをすることをいう。 

(ハラスメントの禁止) 

第3条 市長、職員等その他の本市に勤務する全ての者は、ハラスメントが個人の尊厳を不

当に傷つけ、人権侵害に当たることを理解し、相手に対してハラスメントを行ってはな

らない。 

(市長の責務) 

第4条 市長は、第1条の目的を達成するため、職員に対しハラスメントの防止に関する周

知啓発を行い、ハラスメントに対応する相談、調査、審議等に関する体制を整備すると

ともに、ハラスメントに起因して職員の職場環境が害され、又は職員に不利益が生じた



場合は、必要な措置を迅速かつ適切に講じなければならない。 

(議員の責務) 

第5条 議員は、市民の代表者として、市政に携わる権能及び責務を自覚するとともに、常

に高い倫理観を持ち、ハラスメントの防止に努めなければならない。 

(職員の責務) 

第6条 職員は、自らの発言や行動に対して十分注意し、ハラスメントの被害を防止すると

ともに、職場の構成員として良好な職場の環境の確立に努めなければならない。 

(管理職職員の責務) 

第7条 管理職職員は、ハラスメントの防止及び排除のため次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

(1) 所属職員の職位、役職、雇用形態、性別、年齢等にかかわらず、互いの人格を尊重

し、他の職員を対等なパートナーとして職務を遂行できるように良好な職場の環境を

実現すること。 

(2) 所属職員の言動に留意し、ハラスメント又はこれにつながる言動があった場合は、

注意を喚起すること。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第4号 

一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び一宮市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 

(一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正) 

第1条 一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成17年一宮市条例第14号)の一部を

次のように改正する。 

現行 改正後 

(育児を行う職員の時間外勤務の免除) (育児を行う職員の時間外勤務の免除) 

第8条の3 任命権者は、3歳に満たない子 

       のある職員が、規則で定め

るところにより、当該子を養育するために

請求した場合には、当該請求をした職員の

業務を処理するための措置を講ずること

が著しく困難である場合を除き、第8条第2

項に規定する勤務(災害その他避けること

のできない事由に基づく臨時の勤務を除

く。次条第2項において同じ。)をさせては

ならない。 

第8条の3 任命権者は、小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員が、規則で定め

るところにより、当該子を養育するために

請求した場合には、当該請求をした職員の

業務を処理するための措置を講ずること

が著しく困難である場合を除き、第8条第2

項に規定する勤務(災害その他避けること

のできない事由に基づく臨時の勤務を除

く。次条第2項において同じ。)をさせては

ならない。 

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び

時間外勤務の制限) 

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び

時間外勤務の制限) 

第8条の4 略 第8条の4 略 

2 略 2 略 

3 前条及び前2項の規定は、第15条第1項に

規定する日常生活を営むのに支障がある

者(以下この項において「要介護者」とい

う。)を介護する職員について準用する。

この場合において、前条中「3歳に満たな

い子        のある職員が、規則

で定めるところにより、当該子を養育」と

あり、第1項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員(職員の配偶者で当

該子の親であるものが、深夜(午後10時か

ら翌日の午前5時までの間をいう。以下同

じ。)において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除

く。)が、規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあり、及び前項中「小学校

3 前条及び前2項の規定は、第15条第1項に

規定する日常生活を営むのに支障がある

者(以下この項において「要介護者」とい

う。)を介護する職員について準用する。

この場合において、前条中「小学校就学の

始期に達するまでの子のある職員が、規則

で定めるところにより、当該子を養育」と

あり、第1項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員(職員の配偶者で当

該子の親であるものが、深夜(午後10時か

ら翌日の午前5時までの間をいう。以下同

じ。)において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除

く。)が、規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあり、及び前項中「小学校



就学の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは、「要介護者のある職員

が、規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、前条中「当該請求をした

職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である」とあるのは

「公務の運営に支障がある」と、第1項中

「深夜における」とあるのは「深夜(午後1

0時から翌日の午前5時までの間をいう。)

における」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

就学の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは、「要介護者のある職員

が、規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、前条中「当該請求をした

職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である」とあるのは

「公務の運営に支障がある」と、第1項中

「深夜における」とあるのは「深夜(午後1

0時から翌日の午前5時までの間をいう。)

における」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

4 略 4 略 

(休暇の種類) (休暇の種類) 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気

休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間 

        とする。 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気

休暇、特別休暇、介護休暇、 介護時間及

び子育て部分休暇とする。 

(介護休暇) (介護休暇) 

第15条 介護休暇は、職員が配偶者(届出を

していないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。)、父母、子、配偶者の父母その他規

則で定める者            

           で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものの介護

をするため、任命権者が、規則の定めると

ころにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする1の継続

する状態ごとに、3回を超えず、かつ、通

算して6月を超えない範囲内で指定する期

間(以下「指定期間」という。)内において

勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

第15条 介護休暇は、職員が配偶者(届出を

していないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。)、父母、子、配偶者の父母その他規

則で定める者(第17条の2第1項において

「配偶者等」という。)で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものの介護

をするため、任命権者が、規則の定めると

ころにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする1の継続

する状態ごとに、3回を超えず、かつ、通

算して6月を超えない範囲内で指定する期

間(以下「指定期間」という。)内において

勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

2 略 2 略 

3 介護休暇については、一宮市職員の給与

に関する条例第12条の規定にかかわらず、

その勤務しない1時間につき、同条例 第1

7条に規定する勤務1時間当たりの給与額

を減額する。 

3 介護休暇については、給与条例    

      第12条の規定にかかわらず、

その勤務しない1時間につき、給与条例第1

7条に規定する勤務1時間当たりの給与額

を減額する。 



第15条の2 略 第15条の2 略 

 (子育て部分休暇) 

 第15条の3 子育て部分休暇は、職員が、6歳

に達する日後の最初の4月1日から12歳に

達する日以後の最初の3月31日までの間に

ある子(負傷又は疾病により2週間以上に

わたり日常生活を営むのに支障がある子

に限る。)の通学等の際の送迎をするため、

1日の勤務時間の一部につき勤務しないこ

とが相当であると認められる場合におけ

る休暇とする。 

 2 子育て部分休暇の時間は、1日につき2時

間を超えない範囲内で必要と認められる

時間とする。 

 3 子育て部分休暇については、給与条例第1

2条の規定にかかわらず、その勤務しない1

時間につき、給与条例第17条に規定する勤

務1時間当たりの給与額を減額する。 

(病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護

時間         の承認) 

(病気休暇、特別休暇、介護休暇、 介護

時間及び子育て部分休暇の承認) 

第16条 病気休暇、特別休暇(規則で定める

ものを除く。)、介護休暇及び介護時間 

        については、規則の定め

るところにより、任命権者の承認を受けな

ければならない。 

第16条 病気休暇、特別休暇(規則で定める

ものを除く。)、介護休暇、 介護時間及

び子育て部分休暇については、規則の定め

るところにより、任命権者の承認を受けな

ければならない。 

第17条 略 第17条 略 

 (配偶者等が介護を必要とする状況に至っ

た職員に対する意向確認等) 

 第17条の2 任命権者は、職員が配偶者等が

当該職員の介護を必要とする状況に至っ

たことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は

措置(以下この条及び次条において「介護

両立支援制度等」という。)その他の事項

を知らせるとともに、介護両立支援制度等

の申告、請求又は申出(次条において「請

求等」という。)に係る当該職員の意向を

確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 

 2 任命権者は、職員に対して、当該職員が4



0歳に達した日の属する年度(4月1日から

翌年の3月31日までをいう。)において、前

項に規定する事項を知らせなければなら

ない。 

 (勤務環境の整備に関する措置) 

 第17条の3 任命権者は、介護両立支援制度

等の請求等が円滑に行われるようにする

ため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

 (1) 職員に対する介護両立支援制度等に

係る研修の実施 

 (2) 介護両立支援制度等に関する相談体

制の整備 

 (3) 前2号に掲げるもののほか、介護両立

支援制度等に係る勤務環境の整備に関

する措置 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

第2条 一宮市職員の育児休業等に関する条例(平成4年一宮市条例第20号)の一部を次のよ

うに改正する。 

現行 改正後 

(部分休業の承認) (部分休業の承認) 

第10条 略 第10条 略 

2 勤務時間条例第14条の規定により市長が

規則で定める特別休暇(生後1年に達しな

い子を育てる職員が、その子の保育のため

に必要と認められる授乳等を行う場合に

限る。)又は同条例  第15条の2第1項の

規定による介護時間         

             の承認を受

けて勤務しない職員に対する部分休業の

承認については、1日につき2時間から当該

特別休暇又は当該介護時間      

   の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うもの

とする。 

2 勤務時間条例第14条の規定により市長が

規則で定める特別休暇(生後1年に達しな

い子を育てる職員が、その子の保育のため

に必要と認められる授乳等を行う場合に

限る。)、勤務時間条例第15条の2第1項の

     介護時間又は勤務時間条例第1

5条の3第1項の子育て部分休暇の承認を受

けて勤務しない職員に対する部分休業の

承認については、1日につき2時間から当該

特別休暇、当該介護時間又は当該子育て部

分休暇の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うもの

とする。 

3 非常勤職員に対する部分休業の承認につ

いては、1日につき、当該非常勤職員につ

いて1日につき定められた勤務時間から5

3 非常勤職員に対する部分休業の承認につ

いては、1日につき、当該非常勤職員につ

いて1日につき定められた勤務時間から5



時間45分を減じた時間を超えない範囲内 時間45分を減じた時間を超えない範囲内 

(当該非常勤職員が前項に規定する特別休

暇に相当する休暇又は育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律(平成3年法律第76号)第61条

第32項において読み替えて準用する同条

第29項の規定による介護をするための時

間(以下この項において「介護をするため

の時間」という。)の承認を受けて勤務し

ない場合にあっては、当該時間を超えない

範囲内で、かつ、2時間から当該休暇又は

当該介護をするための時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間を超えな

い範囲内)で行うものとする。 

(当該非常勤職員が前項に規定する特別休

暇に相当する休暇、同項の介護時間に相当

する休暇又は同項の子育て部分休暇に相

当する休暇             

        の承認を受けて勤務し

ない場合にあっては、当該時間を超えない

範囲内で、かつ、2時間からこれらの休暇

            の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間を超えな

い範囲内)で行うものとする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 第1条の規定による改正後の一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第8条の3の規

定による請求は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 



条例第5号 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例(平成14年一宮市条例第5号)の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正後 

(法第2条第1項に規定する公益的法人等の

うち条例で定めるもの等) 

(法第2条第1項に規定する公益的法人等の

うち条例で定めるもの等) 

第2条 法第2条第1項に規定する公益的法人

等のうち条例で定めるものは、次に掲げる

ものとする。 

第2条 略 

(1)～(12) 略 (1)～(12) 略 

 (13) 愛知県尾張水害予防組合 

 (14) 公益財団法人愛知・名古屋アジア・

アジアパラ競技大会組織委員会 

2 略 2 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第6号 

一宮市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

(一宮市職員の給与に関する条例の一部改正) 

第1条 一宮市職員の給与に関する条例(昭和26年一宮市条例第5号)の一部を次のように改

正する。 

現行 改正後 

(給与) (給与) 

第2条 前条の給与とは、給料、管理職手

当、扶養手当、地域手当、住居手当、通

勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手

当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休

日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、特定任期付職員業績手当及び

退職手当をいう。 

第2条 前条の給与とは、給料、管理職手

当、扶養手当、地域手当、住居手当、通

勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手

当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休

日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当            及び

退職手当をいう。 

(昇給の基準) (昇給の基準) 

第5条 略 第5条 略 

2～4 略 2～4 略 

5 前項の規定により職員(次項の規定の適

用を受ける職員を除く。以下この項にお

いて同じ。)を昇給させるか否か及び昇給

させる場合の昇給の号給数は、前項前段

に規定する期間の全部を良好な成績で勤

務し、かつ、同項後段の規定の適用を受

けない職員の昇給の号給数を4号給(行政

職給料表(1)の適用を受ける職員でその職

務の級が6級以上であるもの及び同表以外

の各給料表の適用を受ける職員でその職

務の級がこれに相当するものとして市長

が規則で定める職員にあっては、3号給)

とすることを標準として市長が規則で定

める基準に従い決定するものとする。 

5 前項の規定により職員(次項の規定の適

用を受ける職員を除く。以下この項にお

いて同じ。)を昇給させるか否か及び昇給

させる場合の昇給の号給数は、前項前段

に規定する期間の全部を良好な成績で勤

務し、かつ、同項後段の規定の適用を受

けない職員の昇給の号給数を4号給   

とすることを標準として市長が規則で定

める基準に従い決定するものとする。 

6 55歳(市長が規則で定める職員にあって

は、56歳以上の年齢で市長が規則で定め

るもの)を超える職員の第4項の規定によ

る昇給は、同項前段に規定する期間にお

ける当該職員の勤務成績が特に良好であ

り、かつ、同項後段の規定の適用を受け

6 次に掲げる             

        職員の第4項の規定によ

る昇給は、同項前段に規定する期間にお

ける当該職員の勤務成績が特に良好であ

り、かつ、同項後段の規定の適用を受け



ない場合に限り行うものとし、昇給させ

る場合の昇給の号給数は、勤務成績に応

じて市長が規則で定める基準に従い決定

するものとする。 

ない場合に限り行うものとし、昇給させ

る場合の昇給の号給数は、勤務成績に応

じて市長が規則で定める基準に従い決定

するものとする。 

 (1) 55歳(市長が規則で定める職員にあ

っては、56歳以上の年齢で市長が規則

で定めるもの)を超える職員 

 (2) 行政職給料表(1)の適用を受ける職

員でその職務の級が8級以上であるもの

及び同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の級がこれに相当す

るものとして市長が規則で定める職員 

7～9 略 7～9 略 

(扶養手当) (扶養手当) 

第8条 扶養手当は、扶養親族のある職員に

対して支給する。ただし、次項第1号及び

第3号から第6号までのいずれかに該当す

る扶養親族(以下「扶養親族たる配偶者、

父母等 」という。)に係る扶養手当は、

行政職給料表(1)の適用を受ける職員でそ

の職務の級が9級であるもの及び同表以外

の各給料表の適用を受ける職員でその職

務の級がこれに相当するものとして市長

が規則で定める職員に対しては、支給し

ない。 

第8条 扶養手当は、扶養親族のある職員に

対して支給する。ただし、次項第2号から

第5号まで     のいずれかに該当す

る扶養親族(第3項において「扶養親族た

る父母等」という。)に係る扶養手当は、

行政職給料表(1)の適用を受ける職員でそ

の職務の級が9級であるもの及び同表以外

の各給料表の適用を受ける職員でその職

務の級がこれに相当するものとして市長

が規則で定める職員に対しては、支給し

ない。 

2 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他

に生計の途がなく、主としてその職員の

扶養を受けているものをいう。 

2 略 

(1) 配偶者(届出をしていないが、事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下同じ。) 

(2)～(6) 略 (1)～(5) 略 

3 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶

者、父母等             

            については1人

につき6,500円(行政職給料表(1)の適用を

受ける職員でその職務の級が8級であるも

の及び同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の級がこれに相当する

3 扶養手当の月額は、前項第1号に該当す

る扶養親族(次項において「扶養親族たる

子」という。)については1人につき13,00

0円、扶養親族たる父母等については1人

につき6,500円(行政職給料表(1)の適用を

受ける職員でその職務の級が8級であるも

の及び同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の級がこれに相当する



ものとして市長が規則で定める職員にあ

っては、3,500円)、前項第2号に該当する

扶養親族(以下「扶養親族たる子」とい

う。)については1人につき10,000円)とす

る。 

ものとして市長が規則で定める職員にあ

っては、3,500円)          

                とす

る。 

4 扶養親族たる子のうちに満15歳に達する

日後の最初の4月1日から満22歳に達する

日以後の最初の3月31日までの間(以下

「特定期間」という。)にある子がいる場

合における扶養手当の月額は、前項の規

定にかかわらず、5,000円に特定期間にあ

る当該扶養親族たる子の数を乗じて得た

額を同項の規定による額に加算した額と

する。 

4 扶養親族たる子のうちに満15歳に達する

日後の最初の4月1日から満22歳に達する

日以後の最初の3月31日までの間    

          にある子がいる場

合における扶養手当の月額は、前項の規

定にかかわらず、5,000円に当該期間にあ

る当該扶養親族たる子の数を乗じて得た

額を同項の規定による額に加算した額と

する。 

5 前各項に規定するもののほか、扶養親族

の増減  に伴う支給額の改定その他扶

養手当の支給に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

5 前各項に規定するもののほか、扶養親族

の数の変更に伴う支給額の改定その他扶

養手当の支給に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

(地域手当) (地域手当) 

第9条の2 略 第9条の2 略 

2 前項の地域手当の月額は、給料、管理職

手当及び扶養手当の月額の合計額に100分

の6(規則で定める地域に在勤する職員に

あっては、100分の20を超えない範囲内で

規則で定める割合)を乗じて得た額とす

る。 

2 前項の地域手当の月額は、給料、管理職

手当及び扶養手当の月額の合計額に100分

の7(規則で定める地域に在勤する職員に

あっては、100分の20を超えない範囲内で

規則で定める割合)を乗じて得た額とす

る。 

3 略 3 略 

(住居手当) (住居手当) 

第9条の3 住居手当は、次の各号のいずれ

かに該当する職員に支給する。 

第9条の3 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 第10条の2第1項又は第3項の規定に

より単身赴任手当を支給される職員

で、配偶者            

                が

居住するための住宅(市が設置する公舎

又は借り受けている建物その他市長が

規則で定める住宅を除く。)を借り受

け、月額16,000円を超える家賃を支払

っているもの又はこれらのものとの権

(2) 第10条の2第1項又は第3項の規定に

より単身赴任手当を支給される職員

で、配偶者(届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。)が

居住するための住宅(市が設置する公舎

又は借り受けている建物その他市長が

規則で定める住宅を除く。)を借り受

け、月額16,000円を超える家賃を支払

っているもの又はこれらのものとの権



衡上必要があると認められるものとし

て市長が規則で定めるもの 

衡上必要があると認められるものとし

て市長が規則で定めるもの 

2 略 2 略 

(定年前再任用短時間勤務職員についての

適用除外) 

(定年前再任用短時間勤務職員についての

適用除外) 

第9条の4 第5条、第8条、第9条の2第3項及

び前条の規定は、定年前再任用短時間勤

務職員には適用しない。 

第9条の4 第5条及び第8条       

   の規定は、定年前再任用短時間勤

務職員には適用しない。 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第15条の5 市長は、管理職員が臨時又は緊

急の必要その他の公務の運営の必要によ

り、週休日に勤務した場合(勤務時間条例

第4条及び第5条の規定により、任命権者

が当該週休日以外の勤務日を勤務を要し

ない日に変更し、当該勤務日に割り振ら

れた勤務時間を当該勤務することを命ず

る必要がある当該週休日に割り振った場

合を除く。)又は第14条第2項に規定する

休日(次項において単に「休日」とい

う。)に勤務した場合には、規則で定める

基準により、管理職員特別勤務手当を支

給する。ただし、その勤務したこと に

対し、相応の手当その他の給付が別に支

給される場合は、この限りでない。 

第15条の5 市長は、管理職員が臨時又は緊

急の必要その他の公務の運営の必要によ

り、勤務時間条例第3条第1項、第4条及び

第5条の規定に基づく週休日又は第14条第

2項に規定する休日(次項において「週休

日等」という。)に勤務をした     

       場合には、規則で定める

基準により、管理職員特別勤務手当を支

給する。ただし、その勤務をしたことに

対し、相応の手当その他の給付が別に支

給される場合は、この限りでない。 

2 前項に規定する場合のほか、管理職員が

災害への対処その他の臨時又は緊急の必

要により休日以外の日の午前0時から午前

5時までの間             

   であって正規の勤務時間以外の時

間に勤務した 場合は、当該職員には、

管理職員特別勤務手当を支給する。 

2 前項に規定する場合のほか、管理職員が

災害への対処その他の臨時又は緊急の必

要により午後10時から翌日の    午前

5時までの間(週休日等に含まれる時間を

除く。)であって正規の勤務時間以外の時

間に勤務をした場合は、当該職員には、

管理職員特別勤務手当を支給する。 

3・4 略 3・4 略 

(特定任期付職員業績手当) 

第16条の2 特定任期付職員業績手当は、こ

の条例及び一般職の任期付職員の採用等

に関する条例(平成15年一宮市条例第2号)

第4条第4項及び第5項の定めるところによ

り支給する。 

(退職手当) (退職手当) 

第16条の3 略 第16条の2 略 



(管理職手当等の支給方法) (管理職手当等の支給方法) 

第19条 管理職手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手

当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休

日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当及び特定任期付職員業績手当の

支給方法に関し必要な事項は、市長が定

める。 

第19条 管理職手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手

当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休

日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当、管理職員特別勤務手当、期末手当及

び勤勉手当            の

支給方法に関し必要な事項は、市長が定

める。 

別表第1 行政職給料表(第4条関係) 別表第1 行政職給料表(第4条関係) 

ア 行政職給料表(1) ア 行政職給料表(1) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

備考 略 備考 略 

イ 行政職給料表(2) イ 行政職給料表(2) 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

備考 略 備考 略 

別表第2 医療職給料表(第4条関係) 別表第2 医療職給料表(第4条関係) 

ア 医療職給料表(1) ア 医療職給料表(1) 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

備考 略 備考 略 

イ 医療職給料表(2) イ 医療職給料表(2) 

【別記4 参照】 【別記4 参照】 

備考 略 備考 略 

ウ 医療職給料表(3) ウ 医療職給料表(3) 

【別記5 参照】 【別記5 参照】 

備考 略 備考 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 



　【別記1】
　現行
　　全部改正のため省略

　改正案
　  職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

    の級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

号給 （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円）
1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 458,300 510,200

定 2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 463,800 517,100
年 3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 468,800 522,300
前 4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 473,500 526,600
再 5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 477,500 530,100
任 6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 481,000 533,400
用 7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 484,000 536,400
短 8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 486,500 538,900
時 9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 488,500 540,900
間 10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200
勤 11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700

務 12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200

職 13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700

員 14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000

以 15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300

外 16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500

の 17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700

職 18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000

員 19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300
20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500
21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700
22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500
23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300
24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100
25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700
26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300
27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900
28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500
29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200
30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000
31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400
32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100
33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600
34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000
35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400
36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800
37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200
38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600
39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000
40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300
41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600
42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000
43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300
44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600
45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900
46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700
47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000

職員の
区分



48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300
49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500
50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800
51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100
52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400
53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600
54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900
55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200
56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500
57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700
58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000
59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300
60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500
61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700
62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000
63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300
64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500
65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700
66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000
67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300
68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500
69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700
70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000
71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300
72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500
73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700
74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500
75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800
76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000
77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200
78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500
79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800
80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000
81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200
82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500
83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800
84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000
85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200
86 256,000 297,100 346,000
87 256,300 297,400 346,400
88 256,600 297,700 346,800
89 256,900 298,000 347,000
90 257,200 298,300 347,400
91 257,500 298,600 347,800
92 257,800 299,000 348,200
93 258,100 299,200 348,400
94 299,400 348,800
95 299,700 349,200
96 300,100 349,500
97 300,300 349,800
98 300,600 350,200
99 301,000 350,600
100 301,400 351,000
101 301,600 351,500
102 301,900 351,900
103 302,200 352,300
104 302,500 352,700



105 302,700 353,200
106 303,000 353,600
107 303,300 353,900
108 303,600 354,200
109 303,800 354,700
110 304,200
111 304,600
112 304,900
113 305,100
114 305,300
115 305,600
116 306,000
117 306,200
118 306,400
119 306,700
120 307,000
121 307,400
122 307,600
123 307,900
124 308,200
125 308,500

員短
時
間
勤
務
職

定
年
前
再
任
用

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 396,200 448,000



　【別記2】
　現行
　　全部改正のため省略

　改正案
　　 職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

   　の級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

号給 （円） （円） （円） （円） （円）
1 185,700 227,700 247,600 280,400 308,100

定 2 187,400 228,500 248,700 281,100 309,500
年 3 189,100 229,300 249,700 281,800 310,800
前 4 190,800 230,100 250,700 282,500 312,000
再 5 192,500 230,800 251,700 283,100 313,000
任 6 194,200 231,600 252,900 283,700 314,200
用 7 195,800 232,400 254,000 284,300 315,400
短 8 197,400 233,200 255,000 284,900 316,500
時 9 199,000 234,000 256,100 285,500 317,600
間 10 200,500 234,700 257,100 286,100 318,700
勤 11 202,000 235,400 258,000 286,700 319,800

務 12 203,500 236,100 258,500 287,200 320,900

職 13 205,000 236,800 259,100 287,700 321,900

員 14 206,500 237,400 259,500 288,200 323,000

以 15 208,000 238,000 259,900 288,700 324,100

外 16 209,500 238,600 260,400 289,100 325,200

の 17 211,000 239,200 260,900 289,500 326,200

職 18 212,400 239,800 261,400 289,900 327,300

員 19 213,800 240,400 261,900 290,300 328,400
20 215,200 240,900 262,500 290,700 329,400
21 216,600 241,400 263,300 291,100 330,400
22 217,700 241,900 263,900 291,500 331,400
23 218,800 242,400 264,500 291,900 332,400
24 219,900 242,900 265,300 292,300 333,400
25 220,900 243,400 266,100 292,700 334,400
26 221,800 243,900 266,800 293,100 335,300
27 222,700 244,300 267,400 293,500 336,400
28 223,600 244,800 268,200 293,900 337,400
29 224,500 245,400 269,000 294,300 338,400
30 225,300 245,900 269,700 294,800 339,400
31 226,100 246,400 270,400 295,300 340,400
32 226,900 246,800 271,100 295,800 341,300
33 227,700 247,200 271,800 296,300 342,200
34 228,400 247,700 272,500 296,800 343,100
35 229,100 248,200 273,200 297,300 344,000
36 229,800 248,600 273,900 297,800 344,900
37 230,500 249,000 274,600 298,300 345,800
38 231,100 249,500 275,300 299,000 346,800
39 231,700 250,000 275,900 299,600 347,800
40 232,300 250,400 276,500 300,300 348,700
41 233,000 250,800 277,000 300,900 349,600
42 233,500 251,300 277,500 301,500 350,500
43 234,000 251,800 278,000 302,100 351,400
44 234,500 252,200 278,500 302,600 352,200
45 235,000 252,600 279,000 303,100 353,000
46 235,400 253,000 279,500 303,700 353,800

職員の
区分



47 235,800 253,400 280,000 304,300 354,600
48 236,200 253,800 280,400 304,900 355,300
49 236,600 254,200 280,800 305,500 356,000
50 236,900 254,600 281,300 306,200 356,800
51 237,200 255,000 281,700 306,900 357,600
52 237,500 255,400 282,200 307,600 358,200
53 237,800 255,800 282,600 308,200 358,900
54 238,100 256,200 283,100 308,900 359,500
55 238,400 256,600 283,600 309,600 360,200
56 238,700 257,000 284,100 310,200 360,900
57 238,900 257,300 284,600 310,800 361,500
58 239,200 257,700 285,200 311,500 362,000
59 239,500 258,100 285,800 312,200 362,500
60 239,700 258,400 286,400 312,800 363,000
61 239,900 258,700 287,000 313,300 363,400
62 240,200 259,100 287,600 313,800
63 240,500 259,500 288,200 314,400
64 240,700 259,800 288,800 315,000
65 240,900 260,100 289,300 315,600
66 241,200 260,400 289,800 316,000
67 241,500 260,700 290,300 316,500
68 241,700 260,900 290,800 317,000
69 241,900 261,100 291,300 317,300
70 242,200 261,400 291,800 317,800
71 242,500 261,700 292,200 318,300
72 242,700 261,900 292,600 318,700
73 242,900 262,100 293,000 318,900
74 243,200 262,400 293,400 319,200
75 243,500 262,700 293,800 319,400
76 243,700 262,900 294,200 319,700
77 243,900 263,100 294,600 320,000
78 244,200 263,400 295,000 320,300
79 244,500 263,700 295,400 320,600
80 244,700 263,900 295,900 320,800
81 244,900 264,100 296,200 321,000
82 245,200 264,400 296,700 321,300
83 245,400 264,700 297,200 321,600
84 245,700 264,900 297,700 321,800
85 245,900 265,100 298,000 322,000
86 246,100 265,300 298,500 322,300
87 246,400 265,600 299,000 322,600
88 246,700 265,900 299,300 322,900
89 246,900 266,100 299,700 323,100
90 247,200 266,300 300,200 323,400
91 247,500 266,600 300,700 323,700
92 247,700 266,800 301,200 323,900
93 247,900 267,100 301,500 324,100
94 248,200 267,400 301,900 324,400
95 248,500 267,700 302,400 324,700
96 248,700 267,900 302,900 324,900
97 248,900 268,100 303,300 325,100
98 249,200 268,400 303,700
99 249,500 268,600 304,000
100 249,700 268,900 304,300
101 249,900 269,100 304,600
102 250,200 269,300 305,000



103 250,500 269,600 305,300
104 250,700 269,900 305,700
105 250,900 270,100 306,000
106 270,300 306,400
107 270,600 306,800
108 270,800 307,100
109 271,100 307,300
110 271,400 307,600
111 271,700 307,900
112 271,900 308,100
113 272,100 308,300
114 272,400 308,600
115 272,600 308,900
116 272,800 309,100
117 273,100 309,300
118 273,400 309,600
119 273,700 309,900
120 273,900 310,100
121 274,100 310,300
122 274,300 310,600
123 274,600 310,900
124 274,900 311,100
125 275,100 311,300
126 275,300 311,600
127 275,600 311,900
128 275,900 312,100
129 276,100 312,300
130 276,300
131 276,600
132 276,900
133 277,100
134 277,300
135 277,600
136 277,900
137 278,100

員短
時
間
勤
務
職

定
年
前
再
任
用

197,900 209,000 227,500 248,600 279,800



　【別記3】
　現行
　　全部改正のため省略

　改正案
　　 職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

   　の級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

号給 （円） （円） （円） （円） （円）
1 291,400 400,300 455,100 549,800 596,100

定 2 293,700 403,000 457,100 555,900 602,100
年 3 296,000 405,600 459,000 561,200 607,400
前 4 298,200 408,100 460,900 566,100 611,900
再 5 300,300 410,500 462,300 570,500 615,900
任 6 303,800 412,700 464,100 574,800 619,400
用 7 307,300 414,800 465,900 578,400 622,400
短 8 310,700 416,900 467,700 581,400 625,200
時 9 314,100 419,000 469,500 583,900
間 10 317,600 420,500 471,300 586,200
勤 11 321,000 422,000 473,100

務 12 324,400 423,500 474,900

職 13 327,800 424,900 476,700

員 14 331,300 426,400 478,500

以 15 334,700 427,900 480,300

外 16 338,100 429,300 482,100

の 17 341,500 430,700 483,900

職 18 344,600 432,200 485,800

員 19 347,700 433,700 487,700
20 350,800 435,100 489,600
21 354,000 436,500 491,500
22 357,100 438,000 493,200
23 360,200 439,500 495,000
24 363,200 440,900 496,800
25 366,200 442,300 498,400
26 368,500 443,700 500,200
27 370,800 445,100 502,000
28 373,000 446,500 503,600
29 374,900 447,900 505,000
30 376,600 449,300 506,700
31 378,300 450,700 508,500
32 380,100 452,100 510,200
33 381,900 453,500 511,700
34 383,700 454,900 513,000
35 385,300 456,300 514,300
36 386,700 457,700 515,600
37 388,100 459,100 516,600
38 389,600 460,800 517,900
39 391,100 462,400 519,200
40 392,600 464,000 520,500
41 394,100 465,600 521,500
42 394,800 466,800 522,300
43 395,400 468,000 523,100
44 396,100 469,100 523,900
45 397,000 470,100 524,800
46 397,600 471,100 525,600
47 398,200 472,000 526,400

職員の
区分



48 398,800 472,800 527,100
49 399,400 473,500 527,900
50 399,900 474,200 528,700
51 400,400 474,900 529,400
52 400,900 475,500 530,300
53 401,400 476,200 531,200
54 401,800 476,900 532,000
55 402,200 477,500 532,900
56 402,600 478,100 533,800
57 403,000 478,400 534,600
58 403,400 479,000 535,500
59 403,800 479,700 536,400
60 404,200 480,400 537,100
61 404,600 480,800 537,900
62 405,000 481,400 538,800
63 405,400 482,100 539,700
64 405,800 482,800 540,600
65 406,100 483,200 541,400
66 483,800 542,300
67 484,400 543,200
68 484,900 544,100
69 485,400 544,900
70 485,900 545,800
71 486,400 546,700
72 486,900 547,600
73 487,300 548,400
74 487,800
75 488,200
76 488,700
77 489,200
78 489,800
79 490,400
80 490,800
81 491,300
82 491,900
83 492,500
84 493,000
85 493,500

員短
時
間
勤
務
職

定
年
前
再
任
用

301,700 344,400 399,500 473,300 573,800



　【別記4】
　現行
　　全部改正のため省略

　改正案
　　 職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

   　の級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

号給 （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円）
1 188,600 227,400 263,000 281,800 315,000 360,700 415,000 479,100

定 2 190,700 228,700 263,800 282,600 316,400 362,400 416,900 480,400
年 3 192,800 230,000 264,600 283,400 317,800 364,000 418,800 481,700
前 4 194,900 231,300 265,400 284,100 319,200 365,600 420,600 483,000
再 5 196,900 232,500 266,200 284,800 320,600 367,200 422,400 484,200
任 6 198,900 233,600 267,000 285,500 322,200 368,800 424,000 485,600
用 7 200,900 234,600 267,800 286,200 323,700 370,400 425,600 487,000
短 8 202,700 235,600 268,600 287,000 325,200 372,000 427,100 488,200
時 9 204,500 236,700 269,400 287,800 326,700 373,600 428,600 489,600
間 10 206,400 237,900 270,200 288,600 328,300 375,600 429,900 490,900
勤 11 208,300 239,200 271,000 289,400 329,800 377,600 431,200 492,300

務 12 210,400 240,500 271,800 290,100 331,300 379,600 432,500 493,700

職 13 212,100 241,800 272,600 290,800 332,800 381,000 433,800 495,100

員 14 214,100 243,100 273,400 291,900 334,400 382,700 435,000 496,200

以 15 216,300 244,400 274,200 293,000 335,900 384,400 436,200 497,300

外 16 218,400 245,600 275,000 294,200 337,400 386,100 437,300 498,400

の 17 220,500 246,800 275,800 295,400 338,900 387,800 438,500 499,500

職 18 221,600 248,000 276,600 296,600 340,500 389,300 439,600 500,400

員 19 222,700 249,200 277,400 297,800 342,100 390,800 440,800 501,300
20 223,800 250,400 278,200 299,000 343,600 392,300 442,000 502,200
21 224,900 251,500 279,000 300,200 344,900 393,600 443,100 503,200
22 225,800 252,400 279,900 301,400 346,400 394,900 443,900
23 226,700 253,200 280,800 302,600 347,900 396,200 444,300
24 227,600 254,000 281,600 303,800 349,400 397,300 445,000
25 228,500 254,800 282,400 305,000 350,900 398,400 445,500
26 229,400 255,600 283,300 306,200 352,400 399,500 445,900
27 230,300 256,400 284,200 307,300 353,900 400,600 446,300
28 231,200 257,200 285,000 308,500 355,300 401,700 446,700
29 232,100 258,000 285,800 309,800 356,700 402,500 447,100
30 233,000 258,800 286,900 311,000 358,300 403,300 447,500
31 233,900 259,600 287,900 312,200 359,800 404,100 447,900
32 234,800 260,400 288,900 313,400 361,300 404,900 448,200
33 235,600 261,200 289,900 314,600 362,500 405,300 448,500
34 236,400 262,000 291,000 315,700 363,600 405,900 448,900
35 237,200 262,700 292,000 316,900 364,800 406,400 449,200
36 238,000 263,500 293,000 318,100 365,900 406,800 449,500
37 238,800 264,400 294,000 319,300 366,900 407,200 449,800
38 239,600 265,200 295,000 320,600 367,700 407,400
39 240,400 266,000 296,000 321,900 368,700 407,700
40 241,200 266,800 297,000 323,100 369,800 408,000
41 241,800 267,600 298,000 324,000 370,800 408,300
42 242,400 268,400 299,200 325,200 371,800 408,600
43 243,000 269,200 300,300 326,400 372,800 408,900
44 243,500 270,000 301,400 327,600 373,700 409,200
45 244,000 270,700 302,500 328,700 374,500 409,400
46 244,600 271,500 303,600 329,700 375,300 409,700
47 245,100 272,300 304,700 330,700 376,200 410,000
48 245,500 273,100 305,800 331,600 377,000 410,300
49 245,900 273,800 306,900 332,500 377,500 410,500
50 246,400 274,600 308,000 333,500 378,300 410,800

職員の
区分



51 246,900 275,300 309,100 334,500 379,100 411,100
52 247,400 276,000 310,200 335,400 379,900 411,400
53 247,700 276,700 311,200 335,900 380,300 411,600
54 248,000 277,400 312,200 336,800 381,000
55 248,300 278,100 313,200 337,500 381,700
56 248,600 278,800 314,200 338,400 382,300
57 248,900 279,500 315,200 339,100 382,700
58 249,200 280,200 316,200 339,400 383,200
59 249,500 280,900 317,200 339,900 383,800
60 249,800 281,500 318,100 340,500 384,400
61 250,100 282,100 319,000 341,100 384,800
62 250,400 282,800 319,800 341,800 385,300
63 250,700 283,500 320,500 342,500 385,800
64 251,000 284,100 321,200 343,100 386,300
65 251,300 284,700 321,800 343,800 386,900
66 251,600 285,400 322,500 344,300 387,400
67 251,900 286,100 323,100 344,900 388,000
68 252,200 286,700 323,700 345,500 388,600
69 252,500 287,300 324,300 345,800 389,100
70 252,800 288,000 324,500 346,400 389,600
71 253,100 288,700 325,000 346,900 390,100
72 253,300 289,300 325,500 347,400 390,600
73 253,500 289,900 326,100 347,900 390,900
74 253,800 290,400 326,600 348,400 391,400
75 254,100 290,800 327,100 348,900 391,800
76 254,300 291,200 327,500 349,300 392,200
77 254,500 291,600 328,100 349,600 392,600
78 254,800 291,900 328,600 349,900
79 255,100 292,200 329,000 350,100
80 255,300 292,500 329,500 350,400
81 255,500 292,800 330,000 350,900
82 255,800 293,100 330,400 351,200
83 256,100 293,400 330,600 351,500
84 256,300 293,700 330,900 351,800
85 256,500 293,900 331,300 352,200
86 294,100 331,700 352,500
87 294,300 332,000 352,800
88 294,500 332,300 353,100
89 294,900 332,600 353,500
90 295,100 332,800 353,800
91 295,300 333,200 354,100
92 295,500 333,500 354,400
93 295,900 333,700 354,700
94 296,100 334,000 355,100
95 296,300 334,300 355,500
96 296,600 334,600 355,900
97 296,900 334,800 356,400
98 297,100 335,100 356,800
99 297,300 335,400 357,200
100 297,600 335,600 357,600
101 297,900 335,800 358,100
102 298,100 336,000
103 298,300 336,400
104 298,600 336,600
105 298,900 336,800
106 337,200
107 337,600
108 338,000
109 338,200



員短
時
間
勤
務
職

定
年
前
再
任
用

193,000 219,600 248,100 261,700 287,300 328,400 371,000 433,400



　【別記5】
　現行
　　全部改正のため省略

　改正案
　　 職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

   　の級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

号給 （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円）
1 207,700 240,600 281,800 295,200 319,300 362,000 416,300

定 2 209,600 242,800 282,300 295,800 320,300 363,700 418,500
年 3 211,400 245,000 282,800 296,400 321,300 365,400 420,700
前 4 213,100 247,200 283,300 296,900 322,300 367,100 422,800
再 5 214,800 249,400 283,800 297,400 323,300 368,900 424,700
任 6 216,700 250,400 284,300 298,000 324,500 370,900 426,600
用 7 218,500 251,300 284,800 298,600 325,700 372,900 428,400
短 8 220,200 252,200 285,300 299,100 326,900 374,900 430,300
時 9 221,900 253,100 285,800 299,600 328,000 376,600 432,000
間 10 223,900 254,300 286,300 300,200 329,200 378,700 433,600
勤 11 225,800 255,400 286,800 300,800 330,300 380,800 435,300

務 12 227,700 256,300 287,300 301,300 331,400 382,800 436,900

職 13 229,600 257,100 287,800 301,800 332,500 384,700 438,200

員 14 231,600 257,800 288,300 302,500 333,700 386,300 439,500

以 15 233,600 258,500 288,800 303,200 334,800 388,100 441,100

外 16 235,600 259,400 289,300 303,900 335,900 389,900 442,600

の 17 237,600 260,500 289,800 304,600 337,000 391,600 444,300

職 18 239,600 261,600 290,300 305,500 338,200 393,300 445,900

員 19 241,700 262,700 290,800 306,400 339,300 395,200 447,300
20 243,700 263,800 291,300 307,300 340,400 396,900 448,700
21 245,600 264,900 291,800 308,100 341,500 398,600 449,800
22 246,800 266,000 292,300 309,000 342,700 400,300 451,100
23 248,000 267,100 292,800 309,900 343,800 402,100 452,400
24 249,100 268,200 293,300 310,800 344,900 403,800 453,800
25 250,200 269,200 293,800 311,600 346,000 405,400 454,800
26 251,100 270,300 294,400 312,500 347,300 407,100 455,500
27 252,000 271,400 295,200 313,400 348,600 408,900 456,300
28 252,900 272,400 296,000 314,300 349,900 410,700 456,900
29 253,700 273,400 296,700 315,100 351,100 412,200 457,800
30 254,500 274,100 297,500 316,200 352,600 413,700 458,500
31 255,200 274,800 298,300 317,300 354,100 415,200 459,300
32 255,900 275,500 299,100 318,400 355,600 416,500 460,100
33 256,700 276,200 299,800 319,500 356,800 417,600 460,800
34 257,500 276,800 300,600 320,600 358,300 418,700 461,500
35 258,300 277,300 301,400 321,700 359,700 419,800 462,200
36 259,000 277,800 302,100 322,800 361,100 421,000 463,000
37 259,700 278,300 302,900 323,900 362,500 422,300 463,800
38 260,600 278,900 303,700 325,100 363,500 423,400 464,600
39 261,500 279,400 304,500 326,200 364,900 424,600 465,300
40 262,300 279,900 305,300 327,300 366,200 425,700 466,000
41 263,100 280,300 306,000 328,100 367,500 426,900 466,800
42 264,000 280,800 307,000 329,200 368,900 427,900
43 264,800 281,300 308,000 330,300 370,200 429,000
44 265,600 281,800 308,900 331,300 371,500 430,100
45 266,400 282,300 309,800 332,300 373,000 431,100
46 267,100 282,800 310,800 333,300 374,200 431,600

職員の
区分



47 267,800 283,300 311,800 334,300 375,300 432,200
48 268,400 283,800 312,700 335,300 376,500 432,600
49 269,000 284,300 313,600 336,500 377,600 433,200
50 269,500 284,800 314,600 337,800 378,500 433,700
51 270,000 285,300 315,600 339,000 379,500 434,100
52 270,400 285,800 316,600 340,200 380,400 434,600
53 270,800 286,300 317,400 341,100 381,000 435,100
54 271,300 286,800 318,400 342,300 381,800 435,500
55 271,800 287,300 319,400 343,400 382,600 435,800
56 272,200 287,800 320,300 344,700 383,400 436,100
57 272,600 288,300 321,200 345,700 384,100 436,500
58 273,000 289,100 322,200 346,600 384,800
59 273,400 289,900 323,200 347,700 385,500
60 273,800 290,600 324,100 348,900 386,100
61 274,200 291,300 325,000 350,000 386,700
62 274,600 292,200 326,200 351,200 387,300
63 275,000 293,100 327,400 352,400 388,000
64 275,400 293,900 328,600 353,400 388,600
65 275,800 294,700 329,300 354,400 389,300
66 276,200 295,600 330,400 355,400 389,800
67 276,600 296,400 331,500 356,500 390,400
68 277,000 297,200 332,400 357,600 390,900
69 277,400 298,000 333,500 358,400 391,300
70 277,900 298,900 334,200 359,500 391,900
71 278,400 299,800 335,300 360,600 392,400
72 278,800 300,700 336,400 361,600 392,700
73 279,200 301,600 337,500 362,300 393,000
74 279,800 302,500 338,700 363,100 393,500
75 280,400 303,400 339,800 363,900 393,900
76 280,900 304,300 340,900 364,600 394,200
77 281,400 305,100 342,000 365,200 394,500
78 282,000 306,100 343,100 365,700 395,000
79 282,600 307,100 344,100 366,200 395,500
80 283,100 308,000 345,200 366,700 395,900
81 283,600 308,500 346,100 367,300 396,200
82 284,100 309,400 347,100 367,800 396,600
83 284,600 310,300 348,000 368,300 397,100
84 285,100 311,100 349,000 368,800 397,500
85 285,600 311,900 349,900 369,200 397,900
86 286,100 312,900 350,700 369,600
87 286,600 313,900 351,500 370,200
88 287,100 314,900 352,300 370,700
89 287,600 315,800 352,900 371,000
90 288,100 316,900 353,500 371,500
91 288,600 317,900 354,100 371,900
92 289,100 318,900 354,700 372,200
93 289,600 319,700 355,100 372,800
94 290,200 320,400 355,500 373,300
95 290,800 321,100 356,000 373,800
96 291,400 321,700 356,400 374,300
97 292,000 322,200 356,900 374,900
98 292,500 322,500 357,300 375,400
99 293,000 323,100 357,800 375,900
100 293,500 323,700 358,200 376,300
101 294,000 324,100 358,500 376,900
102 294,500 324,700 359,000 377,400



103 295,000 325,300 359,400 377,900
104 295,400 325,800 359,700 378,400
105 295,800 326,200 360,100 379,000
106 296,300 326,700 360,600 379,400
107 296,800 327,200 361,100 379,900
108 297,100 327,700 361,600 380,400
109 297,300 328,100 362,100 381,000
110 297,600 328,500 362,600
111 297,800 328,800 363,100
112 298,100 329,100 363,500
113 298,400 329,400 363,900
114 298,600 329,800 364,300
115 298,900 330,100 364,800
116 299,100 330,400 365,300
117 299,400 330,600 365,700
118 299,700 330,900 366,200
119 300,000 331,200 366,700
120 300,300 331,400 367,200
121 300,600 331,600 367,500
122 301,000 331,900
123 301,300 332,200
124 301,600 332,500
125 301,800 332,700
126 302,000 333,000
127 302,300 333,400
128 302,700 333,600
129 302,900 333,800
130 303,200 334,000
131 303,600 334,400
132 304,000 334,600
133 304,200 334,900
134 304,500 335,300
135 304,800 335,700
136 305,100 336,100
137 305,300 336,400
138 305,600 336,800
139 305,900 337,200
140 306,200 337,600
141 306,400 337,900
142 306,800 338,300
143 307,200 338,600
144 307,500 339,000
145 307,700 339,300
146 307,900 339,700
147 308,200 340,100
148 308,600 340,500
149 308,800 340,800
150 309,000 341,200
151 309,300 341,600
152 309,600 342,000
153 310,000 342,300
154 310,200
155 310,400
156 310,700
157 311,000
158 311,300



159 311,600
160 311,900
161 312,300
162 312,600
163 312,900
164 313,200
165 313,600
166 313,900
167 314,200
168 314,500
169 314,900

員短
時
間
勤
務
職

定
年
前
再
任
用

239,700 260,200 267,500 277,900 294,300 331,900 376,600



(地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の一部

改正) 

第2条 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例(令

和4年一宮市条例第33号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(給与に関する経過措置) (給与に関する経過措置) 

第12条 略 第12条 略 

2～5 略 2～5 略 

6 一宮市職員の給与に関する条例第5条第2

項、第3項、第5項及び第7項から第9項ま

で、第8条、第9条の2第3項並びに第9条の

3並びに新給与条例第5条第4項及び第6項

の規定は、暫定再任用職員には適用しな

い。 

6 一宮市職員の給与に関する条例第5条第2

項、第3項、第5項及び第7項から第9項ま

で並びに第8条並びに         

    新給与条例第5条第4項及び第6項

の規定は、暫定再任用職員には適用しな

い。 

7 略 7 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正) 

第3条 一般職の任期付職員の採用等に関する条例(平成15年一宮市条例第2号)の一部を次

のように改正する。 

現行 改正後 

(特定任期付職員の給与に関する特例) (特定任期付職員の給与に関する特例) 

第4条 略 第4条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 任命権者は、特定任期付職員のうち特に

顕著な業績を挙げたと認められる職員に

は、市長が規則で定めるところにより、

その給料月額に相当する額を特定任期付

職員業績手当として支給することができ

る。 

5 第2項の規定による号給の決定、第3項の

 規定による給料月額の決定及び前項の

規定による特定任期付職員業績手当の支

給は、予算の範囲内で行わなければなら

ない。 

4 第2項の規定による号給の決定及び第3項

の規定による給料月額の決定     

 は、予算の範囲内で行わなければなら

ない。 

(給与条例の適用除外等) (給与条例の適用除外等) 

第5条 一宮市職員の給与に関する条例(昭

和26年一宮市条例第5号。以下「給与条

例」という。)第4条、第5条、第5条の2、

第5条 一宮市職員の給与に関する条例(昭

和26年一宮市条例第5号。以下「給与条

例」という。)第4条、第5条、第5条の2、



第7条の2、第8条、第9条の3及び第16条の

規定は、特定任期付職員には、適用しな

い。 

第7条の2、第8条及び第9条の3    の

規定は、特定任期付職員には、適用しな

い。 

2 特定任期付職員に対する給与条例第15条

の4、第15条の5第1項及び第15条の6第2項

      の規定の適用については、

給与条例第15条の4中「管理職員」とある

のは「管理職員及び一般職の任期付職員

の採用等に関する条例(平成15年一宮市条

例第2号)第4条第1項に規定する特定任期

付職員(以下「特定任期付職員」とい

う。)」と、給与条例第15条の5第1項中

「管理職員」とあるのは「管理職員及び

特定任期付職員」と、給与条例第15条の6

第2項中「100分の127.5」とあるのは「10

0分の175」             

とする。 

2 特定任期付職員に対する給与条例第15条

の4、第15条の5第1項、第15条の6第2項及

び第16条第2項の規定の適用については、

給与条例第15条の4中「管理職員」とある

のは「管理職員及び一般職の任期付職員

の採用等に関する条例(平成15年一宮市条

例第2号)第4条第1項に規定する特定任期

付職員(以下「特定任期付職員」とい

う。)」と、給与条例第15条の5第1項中

「管理職員」とあるのは「管理職員及び

特定任期付職員」と、給与条例第15条の6

第2項中「100分の125 」とあるのは「10

0分の95」と、給与条例第16条第2項中「1

00分の125」とあるのは「100分の87.5」

とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

第4条 一宮市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例(令和元年

一宮市条例第6号)の一部を次のように改正する。

現行 改正後 

(地域手当に係る報酬) (地域手当に係る報酬) 

第6条 略 第6条 略 

2 地域手当相当額は、基準額に100分の6を

乗じて得た額とする。 

2 地域手当相当額は、基準額に100分の7を

乗じて得た額とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市フルタイム会計年度任用職員の給与に関する条例の一部改正) 

第5条 一宮市フルタイム会計年度任用職員の給与に関する条例(令和元年一宮市条例第7

号)の一部を次のように改正する。

現行 改正後 

(地域手当) (地域手当) 

第7条 略 第7条 略 

2 地域手当の月額は、給料の月額に100分

の6を乗じて得た額とする。 

2 地域手当の月額は、給料の月額に100分

の7を乗じて得た額とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 



(施行期日) 

第1条 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(令和8年3月31日までの間における扶養手当に関する経過措置) 

第2条 令和7年4月1日(以下「切替日」という。)から令和8年3月31日までの間における第

1条の規定による改正後の一宮市職員の給与に関する条例(以下「改正後の給与条例」と

いう。)第8条の規定の適用については、同条第1項ただし書中「対しては」とあるのは

「対しては、支給せず、次項第6号に該当する扶養親族に係る扶養手当は、行政職給料

表(1)の適用を受ける職員でその職務の級が8級以上であるもの及び同表以外の各給料表

の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして市長が規則で定める職

員に対しては」と、同条第2項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは、 

「(5) 重度心身障害者 

(6) 配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。)」と、 

同条第3項中「13,000円」とあるのは「11,500円」と、「とする」とあるのは「、前項第

6号に該当する扶養親族については3,000円とする」とする。 

(号給の切替え) 

第3条 切替日の前日において第1条の規定による改正前の一宮市職員の給与に関する条例

(以下「改正前の給与条例」という。)別表第1及び別表第2の給料表の適用を受けていた

職員の切替日における号給(以下「新号給」という。)は、次条に規定する職員を除き、

切替日の前日においてその者が属していた職務の号給(以下「旧号給」という。)に応じ

て付則別表に定める号給とする。 

(職務の級における最高の号給を超える給料月額等の切替え) 

第4条 切替日の前日において改正前の給与条例別表第1及び別表第2の給料表に定める職

務の級における最高の号給を超える給料月額を受けていた職員の切替日における号給又

は給料月額は、市長が定める。 

(切替日前の異動者の号給の調整) 

第5条 切替日前に職務の級を異にして異動した職員及び市長の定めるこれに準ずる職員

の新号給については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものと

した場合との権衡上必要と認められる限度において、市長の定めるところにより、必要

な調整を行うことができる。 

(号給の切替えに伴う経過措置) 

第6条 切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける

給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなるものには、給料月額

のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。 

2 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員(前項に規定する職員を除く。)

について、同項の規定により給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる

ときは、当該職員には、市長が定めるところにより、同項の規定に準じて給料を支給す

る。 

(委任) 

第7条 付則第2条から前条までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が規則で定める。 



ア　行政職給料(1)の適用を受ける職員

3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級

1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1 1

4 1 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1 1

6 2 1 1 1 1 1 1

7 3 1 1 1 1 1 1

8 4 1 1 1 1 1 1

9 5 1 1 1 1 1 1

10 6 2 2 1 1 1 1

11 7 3 3 1 1 1 1

12 8 4 4 1 1 1 1

13 9 5 5 1 1 1 1

14 10 6 6 2 1 1 1

15 11 7 7 3 1 1 1

16 12 8 8 4 1 1 1

17 13 9 9 5 1 1 1

18 14 10 10 6 2 1 2

19 15 11 11 7 3 1 2

20 16 12 12 8 4 1 2

21 17 13 13 9 5 1 2

22 18 14 14 10 6 1 2

23 19 15 15 11 7 1 3

24 20 16 16 12 8 2 3

25 21 17 17 13 9 2 3

26 22 18 18 14 10 2 3

27 23 19 19 15 11 2 4

28 24 20 20 16 12 3 4

29 25 21 21 17 13 3 4

30 26 22 22 18 14 3 4

31 27 23 23 19 15 3 5

32 28 24 24 20 16 3 5

33 29 25 25 21 17 3 5

34 30 26 26 22 18 4 5

35 31 27 27 23 19 4 6

36 32 28 28 24 20 4 6

37 33 29 29 25 21 4 6

38 34 30 30 26 22 4 6

39 35 31 31 27 23 4 6

40 36 32 32 28 24 4 7

41 37 33 33 29 25 4 7

42 38 34 34 30 26 5

43 39 35 35 31 27 5

44 40 36 36 32 28 5

45 41 37 37 33 29 5

46 42 38 38 34 30

47 43 39 39 35 31

48 44 40 40 36 32

49 45 41 41 37 33

50 46 42 42 38 34

51 47 43 43 39 35

52 48 44 44 40 36

53 49 45 45 41 37

付則別表　号給の切替表

旧号給
新　　　号　　　給



54 50 46 46 42 38

55 51 47 47 43 39

56 52 48 48 44 40

57 53 49 49 45 41

58 54 50 50 46 42

59 55 51 51 47 43

60 56 52 52 48 44

61 57 53 53 49 45

62 58 54 54 50

63 59 55 55 51

64 60 56 56 52

65 61 57 57 53

66 62 58 58 54

67 63 59 59 55

68 64 60 60 56

69 65 61 61 57

70 66 62 62 58

71 67 63 63 59

72 68 64 64 60

73 69 65 65 61

74 70 66 66 62

75 71 67 67 63

76 72 68 68 64

77 73 69 69 65

78 74 70 70 66

79 75 71 71 67

80 76 72 72 68

81 77 73 73 69

82 78 74 74 70

83 79 75 75 71

84 80 76 76 72

85 81 77 77 73

86 82 78 78

87 83 79 79

88 84 80 80

89 85 81 81

90 86 82 82

91 87 83 83

92 88 84 84

93 89 85 85

94 90

95 91

96 92

97 93

98 94

99 95

100 96

101 97

102 98

103 99

104 100

105 101

106 102

107 103

108 104

109 105

110 106



111 107

112 108

113 109



イ　行政職給料表(2)の適用を受ける職員

1級 3級 4級 5級

1 1 1 1 1

2 1 1 1 1

3 1 1 1 1

4 1 1 1 1

5 1 1 1 1

6 1 2 2 1

7 1 3 3 1

8 1 4 4 1

9 1 5 5 1

10 1 6 6 2

11 1 7 7 3

12 1 8 8 4

13 1 9 9 5

14 1 10 10 6

15 1 11 11 7

16 1 12 12 8

17 1 13 13 9

18 2 14 14 10

19 3 15 15 11

20 4 16 16 12

21 5 17 17 13

22 6 18 18 14

23 7 19 19 15

24 8 20 20 16

25 9 21 21 17

26 10 22 22 18

27 11 23 23 19

28 12 24 24 20

29 13 25 25 21

30 14 26 26 22

31 15 27 27 23

32 16 28 28 24

33 17 29 29 25

34 18 30 30 26

35 19 31 31 27

36 20 32 32 28

37 21 33 33 29

38 22 34 34 30

39 23 35 35 31

40 24 36 36 32

41 25 37 37 33

42 26 38 38 34

43 27 39 39 35

44 28 40 40 36

45 29 41 41 37

46 30 42 42 38

47 31 43 43 39

48 32 44 44 40

49 33 45 45 41

50 34 46 46 42

51 35 47 47 43

52 36 48 48 44

53 37 49 49 45

新　　　号　　　給
旧号給



54 38 50 50 46

55 39 51 51 47

56 40 52 52 48

57 41 53 53 49

58 42 54 54 50

59 43 55 55 51

60 44 56 56 52

61 45 57 57 53

62 46 58 58 54

63 47 59 59 55

64 48 60 60 56

65 49 61 61 57

66 50 62 62 58

67 51 63 63 59

68 52 64 64 60

69 53 65 65 61

70 54 66 66

71 55 67 67

72 56 68 68

73 57 69 69

74 58 70 70

75 59 71 71

76 60 72 72

77 61 73 73

78 62 74 74

79 63 75 75

80 64 76 76

81 65 77 77

82 66 78 78

83 67 79 79

84 68 80 80

85 69 81 81

86 70 82 82

87 71 83 83

88 72 84 84

89 73 85 85

90 74 86 86

91 75 87 87

92 76 88 88

93 77 89 89

94 78 90 90

95 79 91 91

96 80 92 92

97 81 93 93

98 82 94 94

99 83 95 95

100 84 96 96

101 85 97 97

102 86 98

103 87 99

104 88 100

105 89 101

106 90 102

107 91 103

108 92 104

109 93 105

110 94 106



111 95 107

112 96 108

113 97 109

114 98 110

115 99 111

116 100 112

117 101 113

118 102 114

119 103 115

120 104 116

121 105 117

122 118

123 119

124 120

125 121

126 122

127 123

128 124

129 125

130 126

131 127

132 128

133 129



ウ　医療職給料表(1)の適用を受ける職員

2級 3級 4級 5級

1 1 1 1 1

2 1 1 1 1

3 1 1 1 1

4 1 1 1 1

5 1 1 1 1

6 1 1 1 1

7 1 1 1 1

8 1 1 1 1

9 1 1 1 1

10 1 1 1 2

11 1 1 1 2

12 1 1 1 2

13 1 1 1 2

14 2 1 1 3

15 3 1 1 3

16 4 1 1 3

17 5 1 1 3

18 6 2 1 3

19 7 3 1 4

20 8 4 1 4

21 9 5 1 4

22 10 6 1

23 11 7 1

24 12 8 1

25 13 9 1

26 14 10 1

27 15 11 1

28 16 12 1

29 17 13 1

30 18 14 1

31 19 15 1

32 20 16 1

33 21 17 1

34 22 18 1

35 23 19 1

36 24 20 1

37 25 21 1

38 26 22 2

39 27 23 2

40 28 24 2

41 29 25 2

42 30 26 3

43 31 27 3

44 32 28 3

45 33 29 3

46 34 30 4

47 35 31 4

48 36 32 4

49 37 33 4

50 38 34 4

51 39 35 5

52 40 36 5

旧号給
新　　　号　　　給



53 41 37 5

54 42 38 5

55 43 39 5

56 44 40 6

57 45 41 6

58 46 42 6

59 47 43 6

60 48 44 6

61 49 45 7

62 50 46 7

63 51 47 7

64 52 48 7

65 53 49 8

66 54 50

67 55 51

68 56 52

69 57 53

70 58 54

71 59 55

72 60 56

73 61 57

74 62 58

75 63 59

76 64 60

77 65 61

78 66 62

79 67 63

80 68 64

81 69 65

82 70 66

83 71 67

84 72 68

85 73 69

86 74 70

87 75 71

88 76 72

89 77 73

90 78

91 79

92 80

93 81

94 82

95 83

96 84

97 85



エ　医療職給料表(2)の適用を受ける職員

3級 4級 5級 6級 7級 8級

1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1

4 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1

6 2 2 1 1 1 1

7 3 3 1 1 1 1

8 4 4 1 1 1 1

9 5 5 1 1 1 1

10 6 6 2 1 1 1

11 7 7 3 1 1 1

12 8 8 4 1 1 1

13 9 9 5 1 1 1

14 10 10 6 2 1 1

15 11 11 7 3 1 1

16 12 12 8 4 1 1

17 13 13 9 5 1 1

18 14 14 10 6 2 2

19 15 15 11 7 3 3

20 16 16 12 8 4 4

21 17 17 13 9 5 5

22 18 18 14 10 6 6

23 19 19 15 11 7 7

24 20 20 16 12 8 8

25 21 21 17 13 9 9

26 22 22 18 14 10 10

27 23 23 19 15 11 11

28 24 24 20 16 12 12

29 25 25 21 17 13 13

30 26 26 22 18 14 14

31 27 27 23 19 15 15

32 28 28 24 20 16 16

33 29 29 25 21 17 17

34 30 30 26 22 18 18

35 31 31 27 23 19 19

36 32 32 28 24 20 20

37 33 33 29 25 21 21

38 34 34 30 26 22

39 35 35 31 27 23

40 36 36 32 28 24

41 37 37 33 29 25

42 38 38 34 30 26

43 39 39 35 31 27

44 40 40 36 32 28

45 41 41 37 33 29

46 42 42 38 34 30

47 43 43 39 35 31

48 44 44 40 36 32

49 45 45 41 37 33

50 46 46 42 38 34

51 47 47 43 39 35

52 48 48 44 40 36

53 49 49 45 41 37

旧号給
新　　　号　　　給



54 50 50 46 42

55 51 51 47 43

56 52 52 48 44

57 53 53 49 45

58 54 54 50 46

59 55 55 51 47

60 56 56 52 48

61 57 57 53 49

62 58 58 54 50

63 59 59 55 51

64 60 60 56 52

65 61 61 57 53

66 62 62 58

67 63 63 59

68 64 64 60

69 65 65 61

70 66 66 62

71 67 67 63

72 68 68 64

73 69 69 65

74 70 70 66

75 71 71 67

76 72 72 68

77 73 73 69

78 74 74 70

79 75 75 71

80 76 76 72

81 77 77 73

82 78 78 74

83 79 79 75

84 80 80 76

85 81 81 77

86 82 82

87 83 83

88 84 84

89 85 85

90 86 86

91 87 87

92 88 88

93 89 89

94 90 90

95 91 91

96 92 92

97 93 93

98 94 94

99 95 95

100 96 96

101 97 97

102 98 98

103 99 99

104 100 100

105 101 101

106 102

107 103

108 104

109 105

110 106



111 107

112 108

113 109



オ　医療職給料表(3)の適用を受ける職員

3級 4級 5級 6級 7級

1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1

4 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1

6 2 2 1 1 1

7 3 3 1 1 1

8 4 4 1 1 1

9 5 5 1 1 1

10 6 6 2 1 1

11 7 7 3 1 1

12 8 8 4 1 1

13 9 9 5 1 1

14 10 10 6 2 1

15 11 11 7 3 1

16 12 12 8 4 1

17 13 13 9 5 1

18 14 14 10 6 2

19 15 15 11 7 3

20 16 16 12 8 4

21 17 17 13 9 5

22 18 18 14 10 6

23 19 19 15 11 7

24 20 20 16 12 8

25 21 21 17 13 9

26 22 22 18 14 10

27 23 23 19 15 11

28 24 24 20 16 12

29 25 25 21 17 13

30 26 26 22 18 14

31 27 27 23 19 15

32 28 28 24 20 16

33 29 29 25 21 17

34 30 30 26 22 18

35 31 31 27 23 19

36 32 32 28 24 20

37 33 33 29 25 21

38 34 34 30 26 22

39 35 35 31 27 23

40 36 36 32 28 24

41 37 37 33 29 25

42 38 38 34 30 26

43 39 39 35 31 27

44 40 40 36 32 28

45 41 41 37 33 29

46 42 42 38 34 30

47 43 43 39 35 31

48 44 44 40 36 32

49 45 45 41 37 33

50 46 46 42 38 34

51 47 47 43 39 35

52 48 48 44 40 36

53 49 49 45 41 37

旧号給
新　　　号　　　給



54 50 50 46 42 38

55 51 51 47 43 39

56 52 52 48 44 40

57 53 53 49 45 41

58 54 54 50 46

59 55 55 51 47

60 56 56 52 48

61 57 57 53 49

62 58 58 54 50

63 59 59 55 51

64 60 60 56 52

65 61 61 57 53

66 62 62 58 54

67 63 63 59 55

68 64 64 60 56

69 65 65 61 57

70 66 66 62

71 67 67 63

72 68 68 64

73 69 69 65

74 70 70 66

75 71 71 67

76 72 72 68

77 73 73 69

78 74 74 70

79 75 75 71

80 76 76 72

81 77 77 73

82 78 78 74

83 79 79 75

84 80 80 76

85 81 81 77

86 82 82 78

87 83 83 79

88 84 84 80

89 85 85 81

90 86 86 82

91 87 87 83

92 88 88 84

93 89 89 85

94 90 90

95 91 91

96 92 92

97 93 93

98 94 94

99 95 95

100 96 96

101 97 97

102 98 98

103 99 99

104 100 100

105 101 101

106 102 102

107 103 103

108 104 104

109 105 105

110 106 106



111 107 107

112 108 108

113 109 109

114 110

115 111

116 112

117 113

118 114

119 115

120 116

121 117

122 118

123 119

124 120

125 121



条例第7号 

一宮市職員旅費額条例の一部を改正する条例 

一宮市職員旅費額条例(昭和23年一宮市条例第65号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

一宮市職員旅費額条例 一宮市職員旅費条例 

 (趣旨) 

第1条 一宮市職員に係る旅費額 及びその

支給方法は、この条例の定めるところによ

る。 

第1条 一宮市職員に係る旅費の額及びその

支給方法は、この条例の定めるところによ

る。 

 (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第2条 略 

(1) 旅費額 鉄道賃、車賃、船賃、航空

賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、扶

養親族移転料等   の額をいう。 

(2) 略 (1) 略 

(3) 出張 職員が公務のため、一時その

在勤庁          を離れて

旅行することをいう。 

(2) 出張 職員が公務のため、一時その

在勤庁又は市長が認める場所を離れて

旅行することをいう。 

(4) 略 (3) 略 

(5) 扶養親族 職員の配偶者(届出をし

ていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。)、子、

父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で主とし

て職員の収入によって生計を維持して

いるものをいう。 

(4) 家族   職員の配偶者(届出をし

ていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。)、子、

父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と

生計を一にする          

  ものをいう。 

(6) 略 (5) 略 

 (6) 旅行役務提供者 国家公務員等の旅

費に関する法律(昭和25年法律第114号。

以下「法」という。)第2条第8号に規定

する旅行業者等(以下この号において

「旅行業者等」という。)であり、かつ、

一宮市と旅行役務提供契約(旅行業者等

が一宮市に対して旅行に係る役務及び

カード等(国家公務員等の旅費に関する

法律施行令(令和6年政令第306号)第2条

第1項第9号に規定する「カード等」をい



う。)を旅行者に提供することを約し、

かつ、一宮市が当該旅行業者等に対して

当該旅行に係る旅費に相当する金額を

支払うことを約する契約をいう。第10

条において同じ。)を締結したものをい

う。 

 (旅費の支給) 

第3条 職員が出張し、又は赴任したときは、

別表第1又は別表第1の2に定める旅費額を

支給する。 

第3条 職員が出張し、又は赴任したときは、

当該職員に旅費          を

支給する。 

2 旅費額の計算は、最も経済的な通常の経

路及び方法による          

      。ただし、公務上の必要等や

むを得ない場合には、この限りでない。 

2 旅費    は、最も経済的な通常の経

路及び方法により旅行した場合の旅費に

より計算する。ただし、公務上の必要等や

むを得ない場合には、この限りでない。 

3 鉄道旅行には鉄道賃、陸路(鉄道を除く。

以下同じ。)旅行には車賃、水路旅行には

船賃、航空旅行には航空賃       

              を支給す

る。 

3 鉄道旅行には鉄道賃         

            、水路旅行には

船賃、航空旅行には航空賃、鉄道旅行、水

路旅行及び航空旅行以外の移動で市長が

定めるものにはその他交通費(第7項にお

いて「その他交通費」という。)を支給し、

その額は、別表第1に定めるとおりとする。

4 宿泊料 は夜数、食卓料は水路、航空旅

行及び夜行列車の夜数、日当は日数に応じ

て支給する             

     。 

4 宿泊手当は夜数           

               に応じ

て支給し、その額は、別表第1に定めると

おりとする。 

 5 宿泊費は旅行中の宿泊に要する実費と

し、その上限額は、別表第2に定めるとお

りとする。ただし、当該宿泊に係る特別な

事情がある場合の宿泊費の額は、当該宿泊

に要する実費の額とする。 

5 移転料は、赴任に伴い、住所又は居所が

移転する職員(市長が定める職員に限る。)

に対して行程に応じて支給する    

            。 

6 転居費は、赴任に伴い、転居する   

    職員(市長が定める職員に限る。)

に対して      支給し、その額は、

当該転居に要する実費(市長が定める期間

内に家族が転居する場合の当該転居に要

する費用を含む。)とする。 

6 扶養親族移転料は、赴任に伴い、扶養親

族                 

      が移転する職員(市長が定め

る職員に限る            。)

7 家族移転費  は、赴任に伴い、家族(職

員と同居している者に限る。以下この項に

おいて同じ。)が移転する職員(市長が定め

る職員に限る。以下この項において同じ。)



に対して支給する          

   。 

に対して支給し、その額は、次に掲げる額

とする。 

 (1) 職員の赴任の際、家族が新居住地に

移転する場合には、家族1人ごとに、職

員がその移転をするものとして算定し

た鉄道費、船賃、航空賃、その他交通費、

宿泊費、宿泊手当の合計額に相当する額

 (2) 前号に規定する場合に該当せず、か

つ、赴任を命ぜられた日の翌日から1年

以内に家族が職員の居住地(赴任後家族

が移転するまでの間に、更に別の場所へ

の赴任があった場合には、当該赴任後に

おける職員の新居住地)に移転する場合

は、同号の規定に準じて算定した額 

 8 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一

体の対価として支払われる費用とし、その

上限額は第3項及び第5項に定める額の合

計額とする。 

第4条 1日の行程がすべて公用車のみによ

る旅行については、前条第1項の規定にか

かわらず、日当は、支給しない。 

2 別表第2に定める地への旅行については、

前条第1項の規定にかかわらず、日当は、

支給しない。 

第5条 100キロメートル未満の公用車以外

による旅行に係る日当の額は、別表第1の

規定にかかわらず、同表に定める日当の額

の2分の1の額とする。 

2 1日の行程に公用車による部分と公用車

以外による部分とが双方ある旅行に係る

日当の額は、公用車以外による部分のみに

係る距離をもって計算する。 

第6条 1列車の乗車距離が100キロメートル

以上の鉄道旅行又は特に命ぜられた鉄道

旅行の場合は、特別急行列車(座席指定車

両を含む。)又は普通急行列車(座席指定車

両を含む。)を利用することができる。 

 (随行職員の旅費) 

第6条の2 略 第4条  略 

2 市長等又は行政委員会委員若しくは委員 2 市長等又は行政委員会委員若しくは委員



(地方自治法(昭和22年法律第67号)第180

条の5第1項及び第3項に定めるものをい

う。)に随行する場合の宿泊料及び食卓料

(以下「宿泊料等」という。)は、別表第1

 の規定にかかわらず、当該被随行者に支

給される宿泊料等と同額とすることがで

きる。 

(地方自治法(昭和22年法律第67号)第180

条の5第1項及び第3項に定めるものをい

う。)に随行する場合の宿泊費     

             は、前条第5

項の規定にかかわらず、当該被随行者に支

給される宿泊費 と同額とすることがで

きる。 

第7条 その日において帰庁できる700キロ

メートル以上の鉄道旅行については、日当

の額は、別表第1の規定にかかわらず、3,

600円とする。 

第7条の2 移転料の額は、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める額とする。

(1) 赴任の際、扶養親族を移転する場合

 旧在勤庁から新在勤庁までの行程に

応じた別表第1の2の定額による額 

(2) 赴任の際、扶養親族を移転しない場

合 前号に規定する額の2分の1に相当

する額。 

(3) 赴任の際、扶養親族を移転しないが、

赴任を命ぜられた日の翌日から1年以内

に扶養親族を移転する場合 前号に規

定する額に相当する額 

2 前項第3号の場合において、扶養親族を移

転した際における移転料の定額が職員が

赴任した際の移転料の定額と異なるとき

における同号の額は、扶養親族を移転した

際における移転料の定額を基礎として計

算する。 

3 旅行命令権者(職員に対し、旅行の命令を

発する権限を有する者をいう。)は、公務

上の必要又は天災その他やむを得ない事

情がある場合には、第1項第3号に規定する

期間を延長することができる。 

第7条の3 扶養親族移転料の額は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

(1) 赴任の際、扶養親族を旧在勤庁から

新在勤庁まで随伴する場合 赴任を命

ぜられた日における扶養親族1人ごと



に、その移転の際における年齢に従い、

次に掲げる額の合計額 

ア 12歳以上の者については、その移転

の際における職員相当の鉄道賃、船賃

及び航空賃の全額並びに日当、宿泊料

及び食卓料の3分の2に相当する額 

イ 6歳以上12歳未満の者については、

アに規定する額の2分の1に相当する

額 

ウ 6歳未満の者については、その移転

の際における職員相当の日当、宿泊料

及び食卓料の3分の1に相当する額。た

だし、6歳未満の者を3人以上随伴する

ときは、2人を超える者ごとにその移

転の際における職員相当の鉄道賃及

び船賃の2分の1に相当する金額とす

る。 

(2) 前条第1項第1号又は第3号の規定に

該当する場合(前号の規定に該当する場

合を除く。) 扶養親族の旧居住地から

新居住地までの旅行について、同号の規

定に準じて計算した額。ただし、同号の

規定により支給することができる額に

相当する額を超えることができない。 

2 前項の規定により日当、宿泊料及び食卓

料の額を計算する場合において、当該旅費

の額に1円未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

3 職員が赴任を命ぜられた日において、胎

児であった子を移転する場合における扶

養親族移転料の額の計算については、その

子を赴任を命ぜられた日における扶養親

族とみなして、第1項の規定を適用する。

 (退職者等の旅費) 

第8条 旅行中退職した者には、旅行先から

帰庁するまでの間、前職相当の旅費額を支

給する。ただし、刑事裁判に基づき、又は

懲戒処分によって退職した者については、

この限りでない。 

第5条 旅行中退職した者には、旅行先から

帰庁するまでの間、前職相当の旅費 を支

給する。ただし、刑事裁判に基づき、又は

懲戒処分によって退職した者については、

この限りでない。 

2 旅行中死亡した者には、前項の規定に準 2 旅行中死亡した者には、前項の規定に準



じて旅費額に相当する金額を遺族に支給

する。 

じて旅費 に相当する金額を遺族に支給

する。 

 (旅費の支給の特例) 

第9条 第3条第1項の規定により、旅費額の

支給を受けることができる者が、その出発

前に公務上の必要又は天災その他やむを

得ない事情により、旅行の命令等を取り消

され、又は死亡した場合において、当該旅

行のため、既に支出した金額があるときは

当該金額のうち、その者の損失となった金

額で、市長が定めるものを旅費額として支

給することができる。 

第6条 第3条第1項の規定により、旅費 の

支給を受けることができる者が、その出発

前に公務上の必要又は天災その他やむを

得ない事情により、旅行の命令等を取り消

され、又は死亡した場合において、当該旅

行のため、既に支出した金額があるときは

当該金額のうち、その者の損失となった金

額で、市長が定めるものを旅費 として支

給することができる。 

 (事務引継等の旅費) 

第10条 事務引継又は残務整理のため退職

者に旅行を命じたときは、前職相当の旅費

額を支給する。 

第7条  事務引継又は残務整理のため退職

者に旅行を命じたときは、前職相当の旅費

 を支給する。 

 (旅費の減額等) 

第11条 視察、講習等のため旅行するとき、

その他必要と認めるときは、旅費額の定額

を減じて、支給することができる。 

第8条  市長が            

   必要と認めるときは、旅費    

を減じて、支給することができる。 

2 旅行者がこの条例の規定による旅費額に

より旅行することが当該旅行における特

別の事情により又は当該旅行の性質上困

難である場合には、市長に協議して定める

旅費額を支給することができる。 

2 旅行者がこの条例の規定による旅費 に

より旅行することが当該旅行における特

別の事情により又は当該旅行の性質上困

難である場合には、市長に協議して定める

旅費 を支給することができる。 

 (外国旅行の旅費) 

第12条 外国旅行の旅費額の支給について

は、国家公務員等の旅費に関する法律(昭

和25年法律第114号)に準じて市長がその

都度定める。 

第9条  外国旅行の旅費 の支給について

は、法                

         に準じて市長がその

都度定める。 

 (旅行役務提供者に対する支払) 

 第10条 第3条及び第5条から前条までに規

定する場合において、市が旅行役務提供契

約に基づき旅行役務提供者に支払うべき

金額があるときは、職員に対する旅費の支

給に代えて、当該旅行役務提供者に対し、

当該金額を旅費に相当するものとして支

払うことができる。 

 (委任) 

第13条 この条例の実施に関し、     第11条 この条例に定めるもののほか、この



        必要な事項は、規則で定

める。 

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

別表第1(第3条―第5条、第6条の2、第7条関

係) 

別表第1(第3条、第4条関係) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

別表第1の2(第3条、第7条の2関係) 別表第2(第3条関係) 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

別表第2(第4条関係) 

表略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

職名等 鉄道賃 車賃 船賃 航空賃 日当 

(1日につ

き) 

宿泊料 

(1夜につ

き) 

食卓料 

(1夜につ

き) 

市長及び副市長 実費 実費 実費 実費 2,800 15,500 3,100 

教育長、水道事業等管理

者、病院事業管理者、常

勤の監査委員、消防長、

院長、副院長並びに部長、

次長及びこれらに相当す

る職 

実費 実費 実費 実費 2,500 14,500 2,900 

課長、専任課長及びこれ

らに相当する職並びに医

師 

実費 実費 実費 実費 2,200 13,500 2,700 

上記以外の職員(以下「一

般職員」という。) 

実費 実費 実費 実費 2,000 13,500 2,700 

備考 市長及び副市長が特別車両を利用した場合には、特別車両料金を支給する。 

改正案 

旅費の種類 旅費の金額 

鉄道賃 実費 

船賃 実費 

航空賃 実費 

その他交通費 実費 

宿泊手当 2,400円 

備考 市長及び副市長が特別車両を利用した場合には、特別車両料金を支給する。 



【別記2】 

現行 

区分 移転料 

鉄道50キ

ロメート

ル未満 

鉄道50キ

ロメート

ル以上

100キロ

メートル

未満 

鉄道100

キロメー

トル以上

300キロ

メートル

未満 

鉄道300

キロメー

トル以上

500キロ

メートル

未満 

鉄道500

キロメー

トル以上

1,000キ

ロメート

ル未満 

鉄道1,00

0キロメ

ートル以

上1,500

キロメー

トル未満

鉄道1,50

0キロメ

ートル以

上2,000

キロメー

トル未満

鉄道2,00

0キロメ

ートル以

上 

副市長、教

育長、水道

事業等管

理者、病院

事業管理

者及び常

勤の監査

委員 

126,000 144,000 178,000 220,000 292,000 306,000 328,000 381,000 

消防長、院

長、副院

長、部長、

次長、課

長、専任課

長及びこ

れらに相

当する職

並びに医

師 

107,000 123,000 152,000 187,000 248,000 261,000 279,000 324,000 

一般職員 93,000 107,000 132,000 163,000 216,000 227,000 243,000 282,000 

備考 行程に係る距離の計算については、水路及び陸路4分の1キロメートルをもって、鉄

道1キロメートルとみなす。 

改正案 

区分 宿泊費の上限額(1夜につき) 

市長、副市長、教育長、水道

事業等管理者、病院事業管理

者及び常勤の監査委員(以下

「市長、副市長等」という。)

市長、副市長等以外の職員 

東京都、埼玉県、京都府 27,000円 19,000円 

福岡県 25,000円 18,000円 



千葉県 24,000円 17,000円 

神奈川県、新潟県 22,000円 16,000円 

香川県 21,000円 15,000円 

熊本県 20,000円 14,000円 

北海道、岐阜県、大阪府、広

島県 

18,000円 13,000円 

山梨県、兵庫県、宮崎県、鹿

児島県 

17,000円 12,000円 

青森県、秋田県、茨城県、富

山県、長野県、愛知県、滋賀

県、奈良県、和歌山県、高知

県、佐賀県、長崎県、大分県、

沖縄県 

15,000円 11,000円 

宮城県、山形県、栃木県、群

馬県、福井県、岡山県、徳島

県、愛媛県 

14,000円 10,000円 

岩手県、石川県、静岡県、三

重県、島根県 

13,000円 9,000円 

福島県、鳥取県、山口県 11,000円 8,000円 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の一宮市職員旅費条例(以下「新条例」という。)の規定は、この条例の施行の日

(以下「施行日」という。)以後に出張し、又は赴任する職員のする旅行に適用し、同日

前に出張し、又は赴任した職員のした旅行については、なお従前の例による。 

3 新条例第5条の規定は、施行日以後に退職し、又は死亡した場合について適用し、施行

日前に退職し、又は死亡した場合については、なお従前の例による。 

(外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の職員の処遇等に関する条例の一部

改正) 

4 外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の職員の処遇等に関する条例(平成11

年一宮市条例第13号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(一般の派遣職員に対する旅費の支給) (一般の派遣職員に対する旅費の支給) 

第8条 一般の派遣職員には、特に必要があ

ると認められるときは、一宮市職員旅費額

条例(昭和23年一宮市条例第65号)に定め

る赴任の例に準じ、旅費を支給することが

第8条 一般の派遣職員には、特に必要があ

ると認められるときは、一宮市職員旅費条

例 (昭和23年一宮市条例第65号)に定め

る赴任の例に準じ、旅費を支給することが



できる。 できる。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正) 

5 一宮市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例(昭和31年一宮市条例第33号)

の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(費用弁償) (費用弁償) 

第3条 略 第3条 略 

2 前項の規定により支給する旅費の額は、

別表  のとおりとする。 

2 前項の規定により支給する旅費の額は、

別表第1のとおりとする。 

 3 宿泊費は旅行中の宿泊に要する実費と

し、その上限額は、別表第2に定めるとお

りとする。ただし、当該宿泊に係る特別な

事情がある場合の宿泊費の額は、当該宿泊

に要する実費の額とする。 

別表(第3条関係) 別表第1(第3条関係) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

備考 1列車の乗車距離が100キロメート

ル以上である場合において、特別車両を

利用したときに限り、特別車両料金を支

給する。 

備考 特別車両を利用した場合には 、特

別車両料金を支給する。 

 別表第2(第3条関係) 

 【別記2 参照】 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

鉄道賃 車賃 船賃 航空賃 日当 

(1日につき)

宿泊料 

(1夜につき)

食卓料 

(1夜につき)

実費 実費 実費 実費 2,800円 15,500円 3,100円 

改正案 

鉄道賃 船賃 航空賃 その他交通費 宿泊手当 

(1夜につき) 

実費 実費 実費 実費 2,400円 

【別記2】 

改正案 

区分 宿泊費の上限額(1夜につき) 



東京都、埼玉県、京都府 27,000円 

福岡県 25,000円 

千葉県 24,000円 

神奈川県、新潟県 22,000円 

香川県 21,000円 

熊本県 20,000円 

北海道、岐阜県、大阪府、広島県 18,000円 

山梨県、兵庫県、宮崎県、鹿児島県 17,000円 

青森県、秋田県、茨城県、富山県、長野県、愛知県、滋

賀県、奈良県、和歌山県、高知県、佐賀県、長崎県、大

分県、沖縄県 

15,000円 

宮城県、山形県、栃木県、群馬県、福井県、岡山県、徳

島県、愛媛県 

14,000円 

岩手県、石川県、静岡県、三重県、島根県 13,000円 

福島県、鳥取県、山口県 11,000円 

(一宮市報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

6 一宮市報酬及び費用弁償に関する条例(昭和31年一宮市条例第32号)の一部を次のよう

に改正する。 

現行 改正後 

(報酬) (報酬) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号。以

下「法」という。)第203条の2に定める特

別職の職員で非常勤のもの(以下「特別職

の職員」という。)の報酬は、別表第1の規

定により支給する。 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号。以

下「法」という。)第203条の2に定める特

別職の職員で非常勤のもの(以下「特別職

の職員」という。)の報酬は、別表  の規

定により支給する。 

(費用弁償) (費用弁償) 

第2条 略 第2条 略 

2 前項の規定により支給する旅費の額は、

別表第2のとおりとする。 

3 前項に定めるもののほか、特別職の職員

に支給する旅費については、一宮市職員旅

費額条例(昭和23年一宮市条例第65号)の

規定を準用する。 

2             特別職の職員

に支給する旅費については、一宮市職員旅

費条例 (昭和23年一宮市条例第65号)の

規定を準用する。 

4 略 3 略 

5 前項の費用弁償の額は、第1項の旅費の

例により算定した旅費相当額(日当を除

く。)とする。 

4 前項の費用弁償の額は、第1項の旅費の

例により算定した旅費相当額     

   とする。 

(実費弁償) (実費弁償) 



第3条 略 第3条 略 

2 証人等に支給する旅費の額は、別表第3

のとおりとする。 

3 前項に定めるもののほか、証人等に支給

する旅費については、一宮市職員旅費額条

例(第4条及び第5条を除く。)の規定を準用

する。 

2             証人等に支給

する旅費については、一宮市職員旅費条例

             の規定を準用

する。 

別表第1(第1条関係) 別表(第1条関係) 

表略 表略 

別表第2(第2条関係) 

表略 

別表第3(第3条関係) 

表略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

7 一宮市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例(令和元年一宮

市条例第6号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(公務のための旅費に係る費用弁償) (公務のための旅費に係る費用弁償) 

第10条 略 第10条 略 

2 旅行に係る費用弁償の額は、一宮市職員

旅費額条例(昭和23年一宮市条例第65号)

の例による。 

2 旅行に係る費用弁償の額は、一宮市職員

旅費条例 (昭和23年一宮市条例第65号)

の例による。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市消防団条例の一部改正) 

8 一宮市消防団条例(昭和25年一宮市条例第41号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(給与) (給与) 

第14条 略 第14条 略 

2～4 略 2～4 略 

5 前項の旅費の支給については、一宮市職

員旅費額条例(昭和23年一宮市条例第65

号)及びこれに基づく規則の規定を準用す

る。この場合において、同条例中「課長、

専任課長及びこれらに相当する職並びに

医師」とあるのは「団長及び副団長」と、

「上記以外の職員」とあるのは「団長及び

副団長以外の団員」と読み替えるものとす

る。 

5 前項の旅費の支給については、一宮市職

員旅費条例 (昭和23年一宮市条例第65

号)及びこれに基づく規則の規定を準用す

る。この場合において、同条例中「課長、

専任課長及びこれらに相当する職並びに

医師」とあるのは「団長及び副団長」と、

「上記以外の職員」とあるのは「団長及び

副団長以外の団員」と読み替えるものとす

る。 



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

9 付則第5項の規定による改正後の一宮市議会議員の報酬及び費用弁償等に関する条例の

規定は、施行日以後に出発する旅行について適用し、施行日前に出発した旅行について

は、なお従前の例による。 



条例第8号 

一宮市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市職員の退職手当に関する条例(昭和31年一宮市条例第34号)の一部を次のように改

正する。 

現行 改正後 

(失業者の退職手当) (失業者の退職手当) 

第10条 略 第10条 略 

2～10 略 2～10 略 

11 第1項、第3項及び第5項から前項までに

定めるもののほか、第1項又は第3項の規定

による退職手当の支給を受けることがで

きる者で次の各号の規定に該当するもの

に対しては、それぞれ当該各号に掲げる金

額を、退職手当として、雇用保険法の規定

による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、

就業促進手当、移転費又は求職活動支援費

の支給の条件に従い支給する。 

11 略 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 職業    に就いたもの 雇用保

険法第56条の3第3項に規定する就業促

進手当の額に相当する金額 

(4) 安定した職業に就いた者  雇用保

険法第56条の3第3項に規定する就業促

進手当の額に相当する金額 

(5)・(6) 略 (5)・(6) 略 

12・13 略 12・13 略 

14 第11項第4号に掲げる退職手当の支給が

あったときは、第1項、第3項又は第11項の

規定の適用については、次の各号に掲げる

退職手当ごとに、当該各号に定める   

      日数分の第1項又は第3項の

規定による退職手当の支給があったもの

とみなす。 

14 第11項第4号に掲げる退職手当の支給が

あったときは、第1項、第3項又は第11項の

規定の適用については、雇用保険法第56

条の3第1項第1号に該当する者に係る就業

促進手当について同条第4項の規定により

基本手当を支給したものとみなされる日

数に相当する日数分の第1項又は第3項の

規定による退職手当の支給があったもの

とみなす。 

(1) 雇用保険法第56条の3第1項第1号イ

に該当する者に係る就業促進手当に相

当する退職手当 当該退職手当の支給

を受けた日数に相当する日数 

(2) 雇用保険法第56条の3第1項第1号ロ

に該当する者に係る就業促進手当に相



当する退職手当 当該就業促進手当に

ついて同条第5項の規定により基本手当

を支給したものとみなされる日数に相

当する日数 

15～17 略 15～17 略 

付 則 付 則 

1～6 略 1～6 略 

7 令和7年3月31日以前に退職した職員に対

する第10条第10項の規定の適用について

は、同項中「第28条まで」とあるのは「第

28条まで及び附則第5条」と、同項第2号中

「イ 雇用保険法第22条第2項に規定する

厚生労働省令で定める理由により就職が

困難な者であって、同法第24条の2第1項第

2号に掲げる者に相当する者として市長が

規則で定める者に該当し、かつ、市長が同

項に規定する指導基準に照らして再就職

を促進するために必要な職業安定法第4条

第4項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの」とあるのは「 

7 令和9年3月31日以前に退職した職員に対

する第10条第10項の規定の適用について

は、同項中「第28条まで」とあるのは「第

28条まで及び附則第5条」と、同項第2号中

「イ 雇用保険法第22条第2項に規定する

厚生労働省令で定める理由により就職が

困難な者であって、同法第24条の2第1項第

2号に掲げる者に相当する者として市長が

規則で定める者に該当し、かつ、市長が同

項に規定する指導基準に照らして再就職

を促進するために必要な職業安定法第4条

第4項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの」とあるのは「 

イ 雇用保険法第22条第2項に規定する厚生

労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第24条の2第1項第2号

に掲げる者に相当する者として市長が規

則で定める者に該当し、かつ、市長が同項

に規定する指導基準に照らして再就職を

促進するために必要な職業安定法第4条第

4項に規定する職業指導を行うことが適当

であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第

5条第1項に規定する地域内に居住し、か

つ、市長が同法第24条の2第1項に規定する

指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第4条第4項に規定

する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの(アに掲げる者を除く。) 

イ 雇用保険法第22条第2項に規定する厚生

労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第24条の2第1項第2号

に掲げる者に相当する者として市長が規

則で定める者に該当し、かつ、市長が同項

に規定する指導基準に照らして再就職を

促進するために必要な職業安定法第4条第

4項に規定する職業指導を行うことが適当

であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第

5条第1項に規定する地域内に居住し、か

つ、市長が同法第24条の2第1項に規定する

指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第4条第4項に規定

する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの(アに掲げる者を除く。) 

」とする。 」とする。 

8～16 略 8～16 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 



付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の一宮市職員の退職手当に関する条例(以下「退職手当条例」という。)第10条第

11項(第4号に係る部分に限り、同条第15項において準用する場合を含む。)の規定は、退

職職員(退職した退職手当条例第2条第1項に規定する職員(同条第2項の規定により職員

とみなされる者を含む。)をいう。以下同じ。)であってこの条例の施行の日(以下「施行

日」という。)以後に安定した職業に就いた者について適用し、退職職員であって施行日

前に職業に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお

従前の例による。 



条例第9号 

一宮市手数料条例の一部を改正する条例 

一宮市手数料条例(平成12年一宮市条例第12号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(手数料の種類、金額等) (手数料の種類、金額等) 

第3条 手数料の種類及び金額は、次のとお

りとする。 

第3条 略 

(1)～(32) 略 (1)～(32) 略 

(33) 確認申請又は計画通知手数料 1件

につき次に掲げる区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

(33) 略 

ア 建築基準法(昭和25年法律第201号)

第6条第1項又は第18条第2項(これら

の規定を同法第87条第1項において準

用する場合を含む。)に規定するもの

である場合 次の表に掲げる床面積

の合計(規則で定めるところにより算

定した床面積の合計をいう。以下この

号アにおいて同じ。)の区分に応じ、

同表に定める額 

ア 略 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

イ・ウ 略 イ・ウ 略 

(34) 完了検査申請又は完了通知手数料

 1件につき次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

(34) 略 

ア 建築基準法第7条第1項又は第18条

第16項に規定するものである場合 

次の表に掲げる床面積の合計(規則で

定めるところにより算定した床面積

の合計をいう。以下この号において同

じ。)の区分に応じ、同表に定める額

ア 建築基準法第7条第1項又は第18条

第20項に規定するものである場合 

次の表に掲げる床面積の合計(規則で

定めるところにより算定した床面積

の合計をいう。以下この号において同

じ。)の区分に応じ、同表に定める額

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

イ 建築基準法第87条の4において準用

する同法第7条第1項又は第18条第16

項に規定するものである場合 41,00

0円(小荷物専用昇降機については、2

3,000円) 

イ 建築基準法第87条の4において準用

する同法第7条第1項又は第18条第20

項に規定するものである場合 41,00

0円(小荷物専用昇降機については、2

3,000円) 

ウ 建築基準法第88条第1項又は第2項 ウ 建築基準法第88条第1項又は第2項



において準用する同法第87条の4にお

いて準用する同法第7条第1項又は第1

8条第16項に規定するものである場合

 29,000円 

において準用する同法第87条の4にお

いて準用する同法第7条第1項又は第1

8条第20項に規定するものである場合

 29,000円 

(35) 建築基準法第7条の3第1項又は第18

条第19項の規定に基づく特定工程に係

る建築物に関する完了検査申請又は完

了通知手数料 1件につき次の表に掲げ

る床面積の合計(規則で定めるところに

より算定した床面積の合計をいう。以下

この号において同じ。)の区分に応じ、

同表に定める額 

(35) 建築基準法第7条の3第1項又は第18

条第28項の規定に基づく特定工程に係

る建築物に関する完了検査申請又は完

了通知手数料 1件につき次の表に掲げ

る床面積の合計(規則で定めるところに

より算定した床面積の合計をいう。以下

この号において同じ。)の区分に応じ、

同表に定める額 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

(36) 建築基準法第7条の3第1項又は第18

条第19項の規定に基づく中間検査申請

又は特定工程終了通知手数料 1件につ

き次の表に掲げる中間検査を行う部分

の床面積の合計の区分に応じ、同表に定

める額 

(36) 建築基準法第7条の3第1項又は第18

条第28項の規定に基づく中間検査申請

又は特定工程終了通知手数料 1件につ

き次の表に掲げる中間検査を行う部分

の床面積の合計の区分に応じ、同表に定

める額 

【別記4 参照】 【別記4 参照】 

(37) 建築基準法第7条の6第1項第1号又

は第18条第24項第1号若しくは第2号(こ

れらの規定を同法第87条の4又は第88条

第1項若しくは第2項において準用する

場合を含む。)の規定に基づく検査済証

の交付を受ける前における建築物等の

仮使用承認申請手数料 1件につき120,

000円 

(37) 建築基準法第7条の6第1項第1号又

は第18条第38項第1号若しくは第2号(こ

れらの規定を同法第87条の4又は第88条

第1項若しくは第2項において準用する

場合を含む。)の規定に基づく検査済証

の交付を受ける前における建築物等の

仮使用承認申請手数料 1件につき120,

000円 

(38)～(70)の3 略 (38)～(70)の3 略 

 (70)の4 宅地造成及び特定盛土等規制法

(昭和36年法律第191号。以下「盛土規制

法」という。)第12条第1項の規定に基づ

く宅地造成工事許可申請手数料 1件に

つき次の表に掲げる土地の面積の区分

に応じ、同表に定める額 

 【別記5 参照】 

 (70)の5 盛土規制法第16条第1項の規定

に基づく宅地造成工事に関する変更許

可申請手数料 1件につき次に掲げる額



を合算した額(当該合算した額が660,00

0円を超えるときは、660,000円) 

 ア 設計の変更(イのみに該当する場合

を除く。)である場合 土地の面積(イ

に規定する変更を伴う場合にあって

は変更前の土地の面積、土地の面積の

縮小を伴う場合にあっては縮小後の

土地の面積)に応じ、前号に規定する

額に10分の1を乗じて得た額 

 イ 新たな土地の追加に係る変更であ

る場合 新たに追加される土地の面

積に応じ、前号に規定する額 

 ウ ア及びイ以外の変更である場合 1

2,000円 

 (70)の6 盛土規制法第12条第1項の規定

に基づく土石の堆積工事許可申請手数

料 1件につき次の表に掲げる土地の面

積の区分に応じ、同表に定める額 

 【別記6 参照】 

 (70)の7 盛土規制法第16条第1項の規定

に基づく土石の堆積工事に関する変更

許可申請手数料 1件につき次に掲げる

額を合算した額(当該合算した額が132,

000円を超えるときは、132,000円) 

 ア 設計の変更(イのみに該当する場合

を除く。)である場合 土地の面積(イ

に規定する変更を伴う場合にあって

は変更前の土地の面積、土地の面積の

縮小を伴う場合にあっては縮小後の

土地の面積)に応じ、前号に規定する

額に10分の1を乗じて得た額 

 イ 新たな土地の追加に係る変更であ

る場合 新たに追加される土地の面

積に応じ、前号に規定する額 

 ウ ア及びイ以外の変更である場合 1

2,000円 

 (70)の8 盛土規制法第18条第1項の規定

（盛土規制法第15条第2項の規定に基づ

き、都市計画法第29条第1項の許可を受



けた宅地造成工事を含む。）に基づく中

間検査申請手数料 1件につき次の表に

掲げる土地の面積の区分に応じ、同表に

定める額 

 【別記7 参照】 

(71)～(72)の3の2 略 (71)～(72)の3の2 略 

(72)の4 都市の低炭素化の促進に関する

法律(平成24年法律第84号。以下この号

及び次号において「低炭素化促進法」と

いう。)第53条第1項の規定に基づく低炭

素建築物新築等計画の認定申請手数料

(以下この号において「低炭素建築物新

築等計画認定申請手数料」という。)1

件につき次の表に掲げる区分に応じ、同

表に定める額 

(72)の4 略 

【別記8 参照】 【別記8 参照】 

(72)の5 低炭素化促進法第55条第1項の

規定に基づく低炭素建築物新築等計画

の変更認定申請手数料(以下この号にお

いて「低炭素建築物新築等計画変更認定

申請手数料」という。)1件につき次の表

に掲げる区分に応じ、同表に定める額 

(72)の5 略 

【別記9 参照】 【別記9 参照】 

 (72)の5の2 低炭素建築物新築等計画の

軽微な変更に関する証明書交付手数料

(以下この号において「手数料」という。)

 1件につき次に掲げる額を合算した額

(手数料のうち、適合性確認機関が認め

た場合等並びに適合性確認機関が認め

た場合等以外の場合における一戸建て

住宅及び共同住宅等(建築物全体、建築

物全体及び住戸又は複合建築物の住宅

部分に係るものに限る。)に係る申請に

係るものを除くものについて、非住宅部

分の全部の用途が工場等である場合に

あっては、前号の表に掲げる建築物の区

分に応じた手数料の額の欄の規定にか

かわらず、同表備考第3項の規定により

計算して得た額の2分の1に相当する額



(その額に100円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てて得た額)

 ア 前号の表に掲げる建築物の区分に

応じ、同表に掲げる手数料の額の2分

の1に相当する額(その額に100円未満

の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てて得た額) 

 イ 手数料のうち、適合性確認機関が認

めた場合等における共同住宅等の建

築物全体、建築物全体及び住戸又は複

合建築物の住宅部分に係る申請に係

るものについて、共用部分がある場合

(申請に係る設計一次エネルギー消費

量の算出の基礎に共用部分が含まれ

ている場合に限る。) 当該共用部分

の床面積の合計についての次に掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

3,100円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 5,300円

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 8,700

円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 26,200

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 41,40

0円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 52,3

00円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 65,400円 

 ウ 手数料のうち、適合性確認機関が認

めた場合等における共同住宅等の建

築物全体、建築物全体及び住戸に係る



申請に係るものについて、非住宅部分

がある場合 当該非住宅部分の床面

積の合計についてのイ(ア)から(キ)

までに掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれイ(ア)から(キ)までに定める額 

 エ 手数料のうち、適合性確認機関が認

めた場合等以外の場合における共同

住宅等の建築物全体、建築物全体及び

住戸又は複合建築物の住宅部分に係

る申請に係るものについて、共用部分

がある場合(申請に係る設計一次エネ

ルギー消費量の算出の基礎に共用部

分が含まれている場合に限る。) 当

該共用部分の床面積の合計について

の次に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

30,100円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 38,300

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 50,300

円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 80,500

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 104,6

00円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 125,

500円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 146,900円 

 オ 手数料のうち、適合性確認機関が認

めた場合等以外の場合における共同

住宅等の建築物全体、建築物全体及び

住戸に係る申請に係るものについて、



非住宅部分がある場合(非住宅部分の

全部の用途が工場等である場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

12,100円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 15,500

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 20,600

円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 34,400

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 45,50

0円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 54,9

00円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 64,800円 

 カ 手数料のうち、適合性確認機関が認

めた場合等以外の場合における共同

住宅等の建築物全体、建築物全体及び

住戸に係る申請に係るものについて、

非住宅部分がある場合(オに規定する

場合を除き、非住宅部分の全部が建築

物省エネ法基準省令第10条第1号イ

(2)及びロ(2)に定める基準に係るも

のである場合に限る。) 当該非住宅

部分の床面積の合計についての次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

24,300円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000



平方メートル以内の場合 31,100

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 41,300

円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 68,800

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 91,10

0円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 109,

900円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 129,600円 

 キ 手数料のうち、適合性確認機関が認

めた場合等以外の場合における共同

住宅等の建築物全体、建築物全体及び

住戸に係る申請に係るものについて、

非住宅部分がある場合(オ及びカに規

定する場合を除く。) 当該非住宅部

分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

62,600円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 78,700

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 101,90

0円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 147,70

0円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 183,5

00円 



 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 217,

500円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 249,100円 

(72)の6 略 (72)の6 略 

(72)の7 建築物省エネ法       

第35条第1項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画の認定申請手

数料(以下この号において「建築物エネ

ルギー消費性能向上計画認定申請手数

料」という。) 1の建築物につき次の表

に掲げる区分に応じ、同表に定める額 

(72)の7 建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律(平成27年法律第53

号。以下この号から第72号の10の2まで

において「建築物省エネ法」という。)

第35条第1項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画の認定申請手

数料(以下この号において「建築物エネ

ルギー消費性能向上計画認定申請手数

料」という。) 1の建築物につき次の表

に掲げる区分に応じ、同表に定める額 

【別記10 参照】 【別記10 参照】 

(72)の8 建築物省エネ法第36条第1項の

規定に基づく建築物エネルギー消費性

能向上計画の変更認定申請手数料(以下

この号において「建築物エネルギー消費

性能向上計画変更認定申請手数料」とい

う。) 1の建築物につき次の表に掲げる

区分に応じ、同表に定める額 

(72)の8 略 

【別記11 参照】 【別記11 参照】 

 (72)の8の2 建築物エネルギー消費性能

向上計画の軽微な変更に関する証明書

交付手数料(以下この号において「手数

料」という。) 1件につき次に掲げる額

を合算した額(手数料のうち、計画適合

性確認機関が認めた場合等並びに計画

適合性確認機関が認めた場合等以外の

場合における一戸建て住宅及び共同住

宅等(建築物全体、建築物全体及び住戸

又は複合建築物の住宅部分に係るもの

に限る。)に係る申請に係るものを除く

ものについて、非住宅部分の全部の用途

が工場等である場合にあっては前号の

表に掲げる建築物の区分に応じた同表



に掲げる手数料の額の欄の規定にかか

わらず、同表備考第3項の規定により計

算して得た額の2分の1に相当する額(そ

の額に100円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てて得た額)、建

築物エネルギー消費性能向上計画に建

築物省エネ法第29条第3項各号に掲げる

事項が記載されている場合にあっては

当該建築物エネルギー消費性能向上計

画に係る同項に規定する申請建築物及

び他の建築物の各建築物(軽微な変更が

あるものに限る。)についてそれぞれ別

の申請があったものとみなしてこの号

の規定により算出した建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の軽微な変更に関

する証明書交付手数料の額に相当する

額を合算した額) 

 ア 前号の表に掲げる建築物の区分に

応じ、同表に掲げる手数料の額の2分

の1に相当する額(その額に100円未満

の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てて得た額) 

 イ 手数料のうち、計画適合性確認機関

が認めた場合等における共同住宅等

の建築物全体、建築物全体及び住戸又

は複合建築物の住宅部分に係る申請

に係るものについて、共用部分がある

場合(申請に係る設計一次エネルギー

消費量の算出の基礎に共用部分が含

まれている場合に限る。) 当該共用

部分の床面積の合計についての次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

3,100円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 5,300円

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 8,700



円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 26,200

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 41,40

0円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 52,3

00円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 65,400円 

 ウ 手数料のうち、計画適合性確認機関

が認めた場合等における共同住宅等

の建築物全体、建築物全体及び住戸に

係る申請に係るものについて、非住宅

部分がある場合 当該非住宅部分の

床面積の合計についてのイ(ア)から

(キ)までに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれイ(ア)から(キ)までに定め

る額 

 エ 手数料のうち、計画適合性確認機関

が認めた場合等以外の場合における

共同住宅等の建築物全体、建築物全体

及び住戸又は複合建築物の住宅部分

に係る申請に係るものについて、共用

部分がある場合(申請に係る設計一次

エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。)

 当該共用部分の床面積の合計につ

いての次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

30,100円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 38,300

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 50,300



円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 80,500

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 104,6

00円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 125,

500円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 146,900円 

 オ 手数料のうち、計画適合性確認機関

が認めた場合等以外の場合における

共同住宅等の建築物全体、建築物全体

及び住戸に係る申請に係るものにつ

いて、非住宅部分がある場合(非住宅

部分の全部の用途が工場等である場

合に限る。) 当該非住宅部分の床面

積の合計についての次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める額

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

12,100円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 15,500

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 20,600

円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 34,400

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 45,50

0円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 54,9

00円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える



場合 64,800円 

 カ 手数料のうち、計画適合性確認機関

が認めた場合等以外の場合における

共同住宅等の建築物全体、建築物全体

及び住戸に係る申請に係るものにつ

いて、非住宅部分がある場合(オに規

定する場合を除き、非住宅部分の全部

が建築物省エネ法基準省令第10条第1

号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係

るものである場合に限る。) 当該非

住宅部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

24,300円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 31,100

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 41,300

円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 68,800

円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 91,10

0円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 109,

900円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 129,600円 

 キ 手数料のうち、計画適合性確認機関

が認めた場合等以外の場合における

共同住宅等の建築物全体、建築物全体

及び住戸に係る申請に係るものにつ

いて、非住宅部分がある場合(オ及び

カに規定する場合を除く。) 当該非

住宅部分の床面積の合計についての



次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

 (ア) 300平方メートル以内の場合 

62,600円 

 (イ) 300平方メートルを超え1,000

平方メートル以内の場合 78,700

円 

 (ウ) 1,000平方メートルを超え2,00

0平方メートル以内の場合 101,90

0円 

 (エ) 2,000平方メートルを超え5,00

0平方メートル以内の場合 147,70

0円 

 (オ) 5,000平方メートルを超え10,0

00平方メートル以内の場合 183,5

00円 

 (カ) 10,000平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の場合 217,

500円 

 (キ) 25,000平方メートルを超える

場合 249,100円 

(72)の9 建築物省エネ法第41条第2項の

規定に基づく建築物エネルギー消費性

能基準適合の認定申請手数料(以下この

号において「建築物エネルギー消費性能

基準適合認定申請手数料という。) 1

件につき次の表に掲げる区分に応じ、同

表に定める額 

(72)の9 削除 

【別記12 参照】  

(72)の10 建築物省エネ法第12条第1項の

規定に基づく建築物エネルギー消費性

能基準の適合判定申請手数料 (以下こ

の号において「建築物エネルギー消費性

能適合判定手数料 」という。) 1件に

つき次の表に掲げる区分に応じ、同表に

定める額 

(72)の10 建築物省エネ法第12条第1項の

規定に基づく建築物エネルギー消費性

能基準の適合性判定申請手数料(以下こ

の号において「建築物エネルギー消費性

能適合性判定手数料」という。) 1件に

つき次の表に掲げる区分に応じ、同表に

定める額 

【別記13 参照】 【別記13 参照】 

 (72)の10の2 建築物エネルギー消費性能

確保計画の軽微な変更に関する証明書



交付手数料 1件につき次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める額(共同住

宅等の住戸に係るもの、共用部分に係る

もの又は非住宅部分に係るものの証明

書の交付を一の申請書により受けよう

とする場合においては、当該共同住宅等

の住戸に係るもの、共用部分に係るもの

又は非住宅部分に係るものについてそ

れぞれ別の申請があったものとみなし

てこの号の規定により算出した建築物

エネルギー消費性能確保計画の軽微な

変更に関する証明書交付手数料の額に

相当する額を合算した額) 

 ア イ及びウ以外の場合 前号の表に

掲げる建築物の区分に応じ、同表に掲

げる手数料の額の2分の1に相当する

額(その額に100円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てて得

た額) 

 イ 非住宅の全部の用途が工場等であ

る場合 前号の表に掲げる建築物の

区分に応じた手数料の額の欄の規定

にかかわらず、同表備考第1項の規定

により計算して得た計画の変更に係

る場合の額の2分の1に相当する額(そ

の額に100円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てて得た

額) 

 ウ 建築物(増築又は改築をする場合に

あっては、当該増築又は改築に係る部

分をいう。)が設計一次エネルギー消

費量の算出の基礎に含まれていない

場合又は建築物省エネ法第29条第3項

各号に掲げる事項が記載されている

建築物省エネ法第32条に規定する認

定建築物エネルギー消費性能向上計

画に係る建築物省エネ法第29条第3項

に規定する他の建築物につき当該認

定建築物エネルギー消費性能向上計



画に係る建築物省エネ法第30条第1項

若しくは第31条第1項の認定における

評価の方法と同様の評価の方法によ

り建築物エネルギー消費性能適合性

判定を行うこととなる場合 前号の

表に掲げる建築物の区分に応じた手

数料の額の欄の規定にかかわらず、同

表備考第3項の規定により計算して得

た額の2分の1に相当する額(その額に

100円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てて得た額) 

(72)の11～(77) 略 (72)の11～(77) 略 

付 則 付 則 

1～4 略 1～4 略 

(令和4年12月21日から令和7年3月31日ま

での間における自動交付サービスによる戸

籍の謄本等に係る交付手数料の額の特例) 

(令和4年12月21日から令和8年3月31日ま

での間における自動交付サービスによる戸

籍の謄本等に係る交付手数料の額の特例) 

5 令和4年12月21日から令和7年3月31日ま

での間における第3条第1項第11号、第19

号、第21号及び第23号の規定の適用につい

ては、同項第11号中「350円」とあるのは

「250円」と、同項第19号、第21号及び第2

3号中「200円」とあるのは「100円」とす

る。 

5 令和4年12月21日から令和8年3月31日ま

での間における第3条第1項第11号、第19

号、第21号及び第23号の規定の適用につい

ては、同項第11号中「350円」とあるのは

「250円」と、同項第19号、第21号及び第2

3号中「200円」とあるのは「100円」とす

る。 

(令和5年4月1日から令和7年3月31日まで

の間における自動交付サービスによる納税、

所得その他課税内容等に関する証明手数料

の額の特例) 

(令和5年4月1日から令和8年3月31日まで

の間における自動交付サービスによる納税、

所得その他課税内容等に関する証明手数料

の額の特例) 

6 令和5年4月1日から令和7年3月31日まで

の間における第3条第1項第2号の規定の適

用については、同号中「200円」とあるの

は「100円」とする。 

6 令和5年4月1日から令和8年3月31日まで

の間における第3条第1項第2号の規定の適

用については、同号中「200円」とあるの

は「100円」とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 6,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 19,000円



100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 41,000円

200平方メートルを超え500平方メートル以内のもの 68,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 107,000円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの 155,000円

2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの 231,000円

10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内のもの 341,000円

50,000平方メートルを超えるもの 610,000円

改正案 

床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 10,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 28,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 59,000円

200平方メートルを超え300平方メートル以内のもの 101,000円

300平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 141,000円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの 207,000円

2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの 313,000円

10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内のもの 466,000円

50,000平方メートルを超えるもの 836,000円

【別記2】 

現行 

床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 17,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 22,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 36,000円

200平方メートルを超え500平方メートル以内のもの 51,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 略 

略 

改正案 

床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 23,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 28,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 41,000円

200平方メートルを超え300平方メートル以内のもの 55,000円

300平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 略 

略 



【別記3】 

現行 

床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 16,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 21,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 35,000円

200平方メートルを超え500平方メートル以内のもの 50,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 略 

略 

改正案 

床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 22,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 27,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 40,000円

200平方メートルを超え300平方メートル以内のもの 53,000円

300平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 略 

略 

【別記4】 

現行 

中間検査を行う部分の床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 16,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 21,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 33,000円

200平方メートルを超え500平方メートル以内のもの 47,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 略 

略 

改正案 

中間検査を行う部分の床面積の合計 手数料の額 

30平方メートル以内のもの 20,000円

30平方メートルを超え100平方メートル以内のもの 25,000円

100平方メートルを超え200平方メートル以内のもの 36,000円

200平方メートルを超え300平方メートル以内のもの 48,000円

300平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 略 

略 

【別記5】 



改正案 

土地の面積 手数料の額 

500平方メートル以内のもの 17,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 28,000円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの 40,000円

2,000平方メートルを超え3,000平方メートル以内のもの 58,000円

3,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内のもの 69,000円

5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの 94,000円

10,000平方メートルを超え20,000平方メートル以内のもの 149,000円

20,000平方メートルを超え40,000平方メートル以内のもの 226,000円

40,000平方メートルを超え70,000平方メートル以内のもの 360,000円

70,000平方メートルを超え100,000平方メートル以内のもの 510,000円

100,000平方メートルを超えるもの 660,000円

【別記6】 

改正案 

土地の面積 手数料の額 

500平方メートル以内のもの 12,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 14,000円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの 17,000円

2,000平方メートルを超え3,000平方メートル以内のもの 20,000円

3,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内のもの 29,000円

5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの 32,000円

10,000平方メートルを超え20,000平方メートル以内のもの 39,000円

20,000平方メートルを超え40,000平方メートル以内のもの 53,000円

40,000平方メートルを超え70,000平方メートル以内のもの 74,000円

70,000平方メートルを超え100,000平方メートル以内のもの 102,000円

100,000平方メートルを超えるもの 132,000円

【別記7】 

改正案 

土地の面積 手数料の額 

500平方メートル以内のもの 4,000円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 4,000円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの 4,000円

2,000平方メートルを超え3,000平方メートル以内のもの 5,000円

3,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内のもの 7,000円

5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの 7,000円

10,000平方メートルを超え20,000平方メートル以内のもの 7,000円



20,000平方メートルを超え40,000平方メートル以内のもの 11,000円

40,000平方メートルを超え70,000平方メートル以内のもの 19,000円

70,000平方メートルを超え100,000平方メートル以内のもの 31,000円

100,000平方メートルを超えるもの 44,000円

【別記8】 

現行 

区分 手数料の額 

低炭素化促

進法第54条

第1項各号

に掲げる基

準に適合す

ると愛知県

知事が定め

る機関が認

めた場合又

は当該基準

に適合する

ことを証す

る書類とし

て愛知県知

事が定める

ものが添付

されている

場合(以下

この表及び

次号の表 

   にお

いて「適合

性確認機関

が認めた場

合等」とい

う。) 

略 

共同住宅等建築物全体又は複合

建築物(建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上等に関する法律

(平成27年法律第53

号。(72)の7から(72)

の10までにおいて

「建築物省エネ法」

という。)第11条第1

項に規定する非住宅

部分(以下この号、次

号及び第72号の7か

ら第72号の9までに

おいて「非住宅部分」

という。)及び同項に

規定する住宅部分

(以下この号、次号、

第72号の7及び第72

号の8において「住宅

部分」という。)を有

する建築物をいう。

以下この号、次号、

第72号の7及び第72

号の8において同

じ。)の住宅部分に係

るもの 

申請に係る戸数が1のもの 略 

申請に係る戸数が2以上5

以下のもの 

略 

申請に係る戸数が6以上10

以下のもの 

略 

申請に係る戸数が11以上2

5以下のもの 

略 

申請に係る戸数が26以上5

0以下のもの 

略 

申請に係る戸数が51以上1

00以下のもの 

略 

申請に係る戸数が101以上

200以下のもの 

略 

申請に係る戸数が201以上

300以下のもの 

略 

申請に係る戸数が301以上

のもの 

略 

略 

略 

その他の場

合 

一戸建ての

住宅 

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令

(平成28年経済産業省、国土交通省令第1号。以下

19,100円



この号、次号及び第72号の7から第72号の10まで

において「建築物省エネ法基準省令」という。)

第10条第2号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係る

ものであるもの 

略 

共同住宅等建築物全

体又は複

合建築物

の住宅部

分に係る

もの 

全住戸が

建築物省

エネ法基

準省令第1

0条第2号

イ(2)及び

ロ(2)に定

める基準

に係るも

のである

もの 

1棟の戸数が1のもの 19,100円

1棟の総戸数が2以上5以下

のもの 

35,900円

1棟の総戸数が6以上10以

下のもの 

51,900円

1棟の総戸数が11以上25以

下のもの 

74,600円

1棟の総戸数が26以上50以

下のもの 

112,600円

1棟の総戸数が51以上100

以下のもの 

170,300円

1棟の総戸数が101以上200

以下のもの 

242,600円

1棟の総戸数が201以上300

以下のもの 

313,400円

1棟の総戸数が301以上の

もの 

356,500円

略 

略 

その他の建

築物 

建築物全体が建築物

省エネ法基準省令第

10条第1号イ(2)及び

ロ(2)に定める基準

に係るものであるも

の 

略 

建築物の延べ面積が300平

方メートルを超え1,000平

方メートル以内のもの 

121,300円

略 

略 

備考 

1 略 

2 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料(その他の場合における共同住宅等の建築物

全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。)について、次に掲げる

場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、(1)に掲げる場合に限る。)には、

それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(             非住宅部分の全部が建築物省



エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(3) 非住宅部分がある場合(2)    に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

改正案 

区分 手数料の額 

低炭素化促

進法第54条

第1項各号

に掲げる基

準に適合す

ると愛知県

知事が定め

る機関が認

めた場合又

は当該基準

に適合する

ことを証す

る書類とし

て愛知県知

事が定める

ものが添付

されている

場合(以下

この表及び

次号の表並

びに第72号

の5の2にお

いて「適合

性確認機関

が認めた場

合等」とい

う。) 

略 

共同住宅等建築物全体又は複合

建築物(建築物エネ

ルギー消費性能基準

等を定める省令（平

成28年経済産業省・

国土交通省令第1号。

以下この号から第72

号の10までにおいて

「建築物省エネ法基

準省令」という。)第

1条第1項第1号に規

定する非住宅部分

(以下この号から第

72号の5の2まで、第

72号の7から第72号

の8の2まで、第72号

の10及び第72号の10

の2において「非住宅

部分」という。)及び

同条第2項に規定す

る住宅部分(以下こ

の号から第72号の5

の2まで及び第72号

の7から第72号の8の

2までにおいて「住宅

部分」という。)を有

する建築物をいう。

以下この号から第72

1棟の戸数が1のもの 略 

1棟の総戸数が2以上5以下

のもの 

略 

1棟の総戸数が6以上10以

下のもの 

略 

1棟の総戸数が11以上25以

下のもの 

略 

1棟の総戸数が26以上50以

下のもの 

略 

1棟の総戸数が51以上100

以下のもの 

略 

1棟の総戸数が101以上200

以下のもの 

略 

1棟の総戸数が201以上300

以下のもの 

略 

1棟の総戸数が301以上の

もの 

略 



号の5の2まで及び第

72号の7から第72号

の8の2までにおいて

同じ。)の住宅部分に

係るもの 

略 

略 

その他の場

合 

一戸建ての

住宅 

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(1)及び

ロ(2)又はイ(2)及びロ(1)に定める基準に係るも

のであるもの 

27,000円

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(2)及び

ロ(2)に定める基準に係るものであるもの 

19,100円

略 

共同住宅等建築物全

体又は複

合建築物

の住宅部

分に係る

もの 

全住戸が

建築物省

エネ法基

準省令第

10条第2号

イ(1)及び

ロ(2)又は

イ(2)及び

ロ(1)に定

める基準

に係るも

のである

もの 

1棟の戸数が1のもの 27,000円

1棟の総戸数が2以上5以下

のもの 

53,900円

1棟の総戸数が6以上10以

下のもの 

75,800円

1棟の総戸数が11以上25以

下のもの 

108,300円

1棟の総戸数が26以上50以

下のもの 

157,900円

1棟の総戸数が51以上100

以下のもの 

230,700円

1棟の総戸数が101以上200

以下のもの 

318,500円

1棟の総戸数が201以上300

以下のもの 

415,400円

1棟の総戸数が301以上の

もの 

481,900円

全住戸が

建築物省

エネ法基

準省令第

10条第2号

イ(2)及び

ロ(2)に定

める基準

に係るも

1棟の戸数が1のもの 19,100円

1棟の総戸数が2以上5以下

のもの 

35,900円

1棟の総戸数が6以上10以

下のもの 

51,900円

1棟の総戸数が11以上25以

下のもの 

74,600円

1棟の総戸数が26以上50以

下のもの 

112,600円



のである

もの 

1棟の総戸数が51以上100

以下のもの 

170,300円

1棟の総戸数が101以上200

以下のもの 

242,600円

1棟の総戸数が201以上300

以下のもの 

313,400円

1棟の総戸数が301以上の

もの 

356,500円

略 

略 

その他の建

築物 

建築物全体が建築物

省エネ法基準省令第

10条第1号イ(2)及び

ロ(2)に定める基準

に係るものであるも

の 

略 

建築物の延べ面積が300平

方メートルを超え1,000平

方メートル以内のもの 

121,000円

略 

略 

備考 

1 略 

2 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料(その他の場合における共同住宅等の建築物

全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。)について、次に掲げる

場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、(1)に掲げる場合に限る。)には、

それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(非住宅部分の全部の用途が建築物省エネ法基準省令第10

条第1号に規定する工場等(以下「工場等」という。)である場合に限る。) 当該非住

宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

ア 300平方メートル以内の場合 47,500円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 60,500円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 79,600円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 128,900円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 168,400円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 202,300円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 237,400円 

(3) 非住宅部分がある場合((2)に規定する場合を除き、非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 



ア～キ 略 

(4) 非住宅部分がある場合((2)及び(3)に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

3 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料(その他の場合における共同住宅等(複合建築

物の非住宅部分に係るものに限る。)又はその他の建築物に係る申請に係るものに限

る。)について、非住宅部分の全部の用途が工場等である場合における当該手数料の額

は、当該手数料に係る建築物の区分にかかわらず、建築物省エネ法基準省令第10条第1

号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係る建築物の区分によるものとし、当該手数料に係る

床面積の合計又は延べ面積の区分に応じ、当該手数料に係る手数料の額の欄に掲げる額

の2分の1に相当する額(その額に100円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てて得た額)とする。 

【別記9】 

現行 

区分 手数料の額 

略 

その他の場

合 

一戸建ての

住宅 

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ

(2)及びロ(2)に定める基準に係るもので

あるもの 

10,100円

略 

共同住宅等 略 

建築物

全体、建

築物全

体及び

住戸又

は複合

建築物

の住宅

部分に

係るも

の 

全住戸

が建築

物省エ

ネ法基

準省令

第10条

第2号イ

(2)及び

ロ(2)に

定める

基準に

係るも

のであ

るもの 

1棟の戸数が1のもの 10,100円

1棟の総戸数が2以上5以

下のもの 

19,000円

1棟の総戸数が6以上10

以下のもの 

27,700円

1棟の総戸数が11以上25

以下のもの 

40,200円

1棟の総戸数が26以上50

以下のもの 

61,300円

1棟の総戸数が51以上10

0以下のもの 

93,900円

1棟の総戸数が101以上2

00以下のもの 

135,200円

1棟の総戸数が201以上3

00以下のもの 

174,200円

1棟の総戸数が301以上

のもの 

197,000円



略 

略 

略 

備考 

1 略 

2 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料(その他の場合における共同住宅等の建

築物全体、建築物全体及び住戸又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限

る。)について、次に掲げる場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、(1)に

掲げる場合に限る。)には、それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(              非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(3) 非住宅部分がある場合((2)     に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

改正案 

区分 手数料の額 

略 

その他の場

合 

一戸建ての

住宅 

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ

(1)及びロ(2)又はイ(2)及びロ(1)に定め

る基準に係るものであるもの 

14,100円

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ

(2)及びロ(2)に定める基準に係るもので

あるもの 

10,100円

略 

共同住宅等 略 

建築物

全体、建

築物全

体及び

住戸又

は複合

建築物

の住宅

部分に

全住戸

が建築

物省エ

ネ法基

準省令

第10条

第2号イ

(1)及び

ロ(2)又

1棟の戸数が1のもの 14,100円

1棟の総戸数が2以上5以

下のもの 

27,900円

1棟の総戸数が6以上10

以下のもの 

39,600円

1棟の総戸数が11以上25

以下のもの 

57,000円

1棟の総戸数が26以上50

以下のもの 

83,800円



係るも

の 

はイ(2)

及びロ

(1)に定

める基

準に係

るもの

である

もの 

1棟の総戸数が51以上10

0以下のもの 

123,900円

1棟の総戸数が101以上2

00以下のもの 

172,700円

1棟の総戸数が201以上3

00以下のもの 

224,700円

1棟の総戸数が301以上

のもの 

259,100円

全住戸

が建築

物省エ

ネ法基

準省令

第10条

第2号イ

(2)及び

ロ(2)に

定める

基準に

係るも

のであ

るもの 

1棟の戸数が1のもの 10,100円

1棟の総戸数が2以上5以

下のもの 

19,000円

1棟の総戸数が6以上10

以下のもの 

27,700円

1棟の総戸数が11以上25

以下のもの 

40,200円

1棟の総戸数が26以上50

以下のもの 

61,300円

1棟の総戸数が51以上10

0以下のもの 

93,900円

1棟の総戸数が101以上2

00以下のもの 

135,200円

1棟の総戸数が201以上3

00以下のもの 

174,200円

1棟の総戸数が301以上

のもの 

197,000円

略 

略 

略 

備考 

1 略 

2 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料(その他の場合における共同住宅等の建

築物全体、建築物全体及び住戸又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限

る。)について、次に掲げる場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、(1)に

掲げる場合に限る。)には、それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(非住宅部分の全部の用途が工場等である場合に限る。) 

当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ア 300平方メートル以内の場合 24,300円 



イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 31,100円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 41,300円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 68,800円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 91,100円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 109,900円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 129,600円 

(3) 非住宅部分がある場合((2)に規定する場合を除き、非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(4) 非住宅部分がある場合((2)及び(3)に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

3 低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料(その他の場合における共同住宅等(複合

建築物の非住宅部分に係るものに限る。)又はその他の建築物に係る申請に係るものに

限る。)について、非住宅部分の全部の用途が工場等である場合における当該手数料の

額は、当該手数料に係る建築物の区分にかかわらず、建築物省エネ法基準省令第10条第

1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係る建築物の区分によるものとし、当該手数料に係

る床面積の合計又は延べ面積の区分に応じ、当該手数料に係る手数料の額の欄に掲げる

額の2分の1に相当する額(その額に100円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てて得た額)とする。 

【別記10】 

現行 

区分 手数料の額 

建築物省

エネ法第3

5条第1項

各号に掲

げる基準

に適合す

ると愛知

県知事が

定める機

関が認め

た場合又

は当該基

準に適合

略 



すること

を証する

書類とし

て愛知県

知事が定

めるもの

が添付さ

れている

場合(以下

この表及

び次号の

表   

において

「計画適

合性確認

機関が認

めた場合

等」とい

う。) 

その他の

場合 

一戸建ての住宅 建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(2)及

びロ(2)に定める基準に係るものであるもの 

19,100円

略 

共同住宅等 建築

物全

体又

は複

合建

築物

の住

宅部

分に

係る

もの 

全住戸が

建築物省

エネ法基

準省令第1

0条第2号

イ(2)及び

ロ(2)に定

める基準

に係るも

のである

もの 

1棟の戸数が1のもの 19,100円

1棟の総戸数が2以上5以下の

もの 

35,900円

1棟の総戸数が6以上10以下

のもの 

51,900円

1棟の総戸数が11以上25以下

のもの 

74,600円

1棟の総戸数が26以上50以下

のもの 

112,600円

1棟の総戸数が51以上100以

下のもの 

170,300円

1棟の総戸数が101以上200以

下のもの 

242,600円

1棟の総戸数が201以上300以 313,400円



下のもの 

1棟の総戸数が301以上のも

の 

356,500円

略 

略 

そ

の

他

の

建

築

物 

建築物全体

が建築物省

エネ法基準

省令第10条

第1号イ(2)

及びロ(2)に

定める基準

に係るもの

であるもの 

略 

建築物の延べ面積が300平方メートルを超え1,

000平方メートル以内のもの 

121,300円

略 

略 

備考 

1 略 

2 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料(その他の場合における共同住宅

等の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。)について、

次に掲げる場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、(1)に掲げる場合に限

る。)には、それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(              非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(3) 非住宅部分がある場合((2)     に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

改正案 

区分 手数料の額 

建築物省

エネ法第3

0条第1項

各号に掲

げる基準

に適合す

略 



ると愛知

県知事が

定める機

関が認め

た場合又

は当該基

準に適合

すること

を証する

書類とし

て愛知県

知事が定

めるもの

が添付さ

れている

場合(以下

この表、次

号の表及

び第72号

の10の表

並びに第7

2号の8の2

において

「計画適

合性確認

機関が認

めた場合

等」とい

う。) 

その他の

場合 

一戸建ての住宅 建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(1)及

びロ(2)又はイ(2)及びロ(1)に定める基準に係

るものであるもの 

27,000円

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(2)及

びロ(2)に定める基準に係るものであるもの 

19,100円

略 

共同住宅等 建築

物全

体又

は複

全住戸が

建築物省

エネ法基

準省令第1

1棟の戸数が1のもの 27,000円

1棟の総戸数が2以上5以下の

もの 

53,900円

1棟の総戸数が6以上10以下 75,800円



合建

築物

の住

宅部

分に

係る

もの 

0条第2号

イ(1)及び

ロ(2)又は

イ(2)及び

ロ(1)に定

める基準

に係るも

のである

もの 

のもの 

1棟の総戸数が11以上25以下

のもの 

108,300円

1棟の総戸数が26以上50以下

のもの 

157,900円

1棟の総戸数が51以上100以

下のもの 

230,700円

1棟の総戸数が101以上200以

下のもの 

318,500円

1棟の総戸数が201以上300以

下のもの 

415,400円

1棟の総戸数が301以上のも

の 

481,900円

全住戸が

建築物省

エネ法基

準省令第1

0条第2号

イ(2)及び

ロ(2)に定

める基準

に係るも

のである

もの 

1棟の戸数が1のもの 19,100円

1棟の総戸数が2以上5以下の

もの 

35,900円

1棟の総戸数が6以上10以下

のもの 

51,900円

1棟の総戸数が11以上25以下

のもの 

74,600円

1棟の総戸数が26以上50以下

のもの 

112,600円

1棟の総戸数が51以上100以

下のもの 

170,300円

1棟の総戸数が101以上200以

下のもの 

242,600円

1棟の総戸数が201以上300以

下のもの 

313,400円

1棟の総戸数が301以上のも

の 

356,500円

略 

略 

そ

の

他

の

建

築

物 

建築物全体

が建築物省

エネ法基準

省令第10条

第1号イ(2)

及びロ(2)に

定める基準

略 

建築物の延べ面積が300平方メートルを超え1,

000平方メートル以内のもの 

121,000円

略 



に係るもの

であるもの 

略 

備考 

1 略 

2 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料(その他の場合における共同住宅

等の建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係るものに限る。)について、

次に掲げる場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、(1)に掲げる場合に限

る。)には、それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(非住宅部分の全部の用途が工場等で場合に限る。)当該非

住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ア 300平方メートル以内の場合 47,500円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 60,500円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 79,600円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 128,900円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 168,400円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 202,300円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 237,400円 

(3) 非住宅部分がある場合(((2)に規定する場合を除き、非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(4) 非住宅部分がある場合((2)及び(3)に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

3 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料(その他の場合における共同住宅

等(複合建築物の非住宅部分に係るものに限る。)又はその他の建築物に係るものに限

る。)について、非住宅部分の全部の用途が工場等である場合における当該手数料の額

は、当該手数料に係る建築物の区分にかかわらず、建築物省エネ法基準省令第10条第1

号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係る建築物の区分によるものとし、当該手数料に係る

床面積の合計又は延べ面積の区分に応じ、当該手数料に係る手数料の額の欄に掲げる額

の2分の1に相当する額(その額に100円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てて得た額)とする。 

4 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料について、建築物省エネ法第29条

第1項の規定による認定の申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画に同条第3項

各号に掲げる事項が記載されている場合における当該手数料の額は、当該建築物エネル



ギー消費性能向上計画に係る同項に規定する申請建築物及び他の建築物の各建築物に

ついてそれぞれ別の申請があったものとみなしてこの表により算出した建築物エネル

ギー消費性能向上計画認定申請手数料の額に相当する額を合算した額とする。 

【別記11】 

現行 

区分 手数料の額

略 

その他の場

合 

一戸

建て

の住

宅 

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(2)及びロ(2)に定

める基準に係るものであるもの 

10,100円

略 

共同

住宅

等 

略 

建築物全体、

建築物全体

及び住戸又

は複合建築

物の住宅部

分に係るも

の 

全住戸が建

築物省エネ

法基準省令

第10条第2号

イ(2)及びロ

(2)に定める

基準に係る

ものである

もの 

1棟の戸数が1のもの 10,100円

1棟の総戸数が2以上5以下のも

の 

19,000円

1棟の総戸数が6以上10以下の

もの 

27,700円

1棟の総戸数が11以上25以下の

もの 

40,200円

1棟の総戸数が26以上50以下の

もの 

61,300円

1棟の総戸数が51以上100以下

のもの 

93,900円

1棟の総戸数が101以上200以下

のもの 

135,200円

1棟の総戸数が201以上300以下

のもの 

174,200円

1棟の総戸数が301以上のもの 197,000円

略 

略 

略 

備考 

1 略 

2 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料(その他の場合における共同

住宅等の建築物全体及び住戸又は複合建築物の住宅部分     に係る申請に係る

ものに限る。)について、次に掲げる場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、

(1)に掲げる場合に限る。)には、それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 



(2) 非住宅部分がある場合(              非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(3) 非住宅部分がある場合((2)     に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

改正案 

区分 手数料の額

略 

その他の場

合 

一戸

建て

の住

宅 

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(1)及びロ(2)又は

イ(2)及びロ(1)に定める基準に係るものであるもの 

14,100円

建築物省エネ法基準省令第10条第2号イ(2)及びロ(2)に定

める基準に係るものであるもの 

10,100円

略 

共同

住宅

等 

略 

建築物全体、

建築物全体

及び住戸又

は複合建築

物の住宅部

分に係るも

の 

全住戸が建

築物省エネ

法基準省令

第10条第2号

イ(1)及びロ

(2)又はイ

(2)及びロ

(1)に定める

基準に係る

ものである

もの 

1棟の戸数が1のもの 14,100円

1棟の総戸数が2以上5以下のも

の 

27,900円

1棟の総戸数が6以上10以下の

もの 

39,600円

1棟の総戸数が11以上25以下の

もの 

57,000円

1棟の総戸数が26以上50以下の

もの 

83,800円

1棟の総戸数が51以上100以下

のもの 

123,900円

1棟の総戸数が101以上200以下

のもの 

172,700円

1棟の総戸数が201以上300以下

のもの 

224,700円

1棟の総戸数が301以上のもの 259,100円

全住戸が建

築物省エネ

法基準省令

第10条第2号

イ(2)及びロ

1棟の戸数が1のもの 10,100円

1棟の総戸数が2以上5以下のも

の 

19,000円

1棟の総戸数が6以上10以下の

もの 

27,700円



(2)に定める

基準に係る

ものである

もの 

1棟の総戸数が11以上25以下の

もの 

40,200円

1棟の総戸数が26以上50以下の

もの 

61,300円

1棟の総戸数が51以上100以下

のもの 

93,900円

1棟の総戸数が101以上200以下

のもの 

135,200円

1棟の総戸数が201以上300以下

のもの 

174,200円

1棟の総戸数が301以上のもの 197,000円

略 

略 

略 

備考 

1 略 

2 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料(その他の場合における共同

住宅等の建築物全体、建築物全体及び住戸又は複合建築物の住宅部分に係る申請に係る

ものに限る。)について、次に掲げる場合(複合建築物の住宅部分に係る申請にあっては、

(1)に掲げる場合に限る。)には、それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 略 

(2) 非住宅部分がある場合(非住宅部分の全部の用途が工場等である場合に限る。) 

当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ア 300平方メートル以内の場合 24,300円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 31,100円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 41,300円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 68,800円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 91,100円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 109,900円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 129,600円 

(3) 非住宅部分がある場合((2)に規定する場合を除き、非住宅部分の全部が建築物省

エネ法基準省令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係るものである場合に限

る。) 当該非住宅部分の床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

ア～キ 略 

(4) 非住宅部分がある場合((2)及び(3)に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア～キ 略 



3 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料(その他の場合における共同

住宅等(複合建築物の非住宅部分に係るものに限る。)又はその他の建築物に係る申請に

係るものに限る。)について、非住宅部分の全部の用途が工場等である場合における当

該手数料の額は、当該手数料に係る建築物の区分にかかわらず、建築物省エネ法基準省

令第10条第1号イ(2)及びロ(2)に定める基準に係る建築物の区分によるものとし、当該

手数料に係る床面積の合計又は延べ面積の区分に応じ、当該手数料に係る手数料の額の

欄に掲げる額の2分の1に相当する額(その額に100円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てて得た額)とする。 

4 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料について、建築物省エネ法第3

1条第1項の変更の認定の申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物省エ

ネ法第29条第3項各号に掲げる事項が記載されている場合における当該手数料の額は、

当該変更後の建築物エネルギー消費性能向上計画に係る同項に規定する申請建築物及

び他の建築物の各建築物(変更がないものを除く。)についてそれぞれ別の申請があった

ものとみなしてこの表により算出した建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申

請手数料の額(当該変更により建築物エネルギー消費性能向上計画に新たに記載される

建築物については、建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料の額)に相当す

る額を合算した額とする。 

【別記12】 

現行 

区分 手数料の額 

建築物省エ

ネ法第2条

第3項に規

定する建築

物エネルギ

ー消費性能

基準に適合

していると

愛知県知事

が定める機

関が認めた

場合又は当

該基準に適

合している

ことを証す

る書類とし

て愛知県知

事が定める

一戸建ての住宅 5,200円

共同住宅等 1棟の戸数が1のもの 5,200円

1棟の総戸数が2以上5以下のもの 10,300円

1棟の総戸数が6以上10以下のもの 17,500円

1棟の総戸数が11以上25以下のもの 29,100円

1棟の総戸数が26以上50以下のもの 48,800円

1棟の総戸数が51以上100以下のもの 87,300円

1棟の総戸数が101以上200以下のもの 138,100円

1棟の総戸数が201以上300以下のもの 174,400円

1棟の総戸数が301以上のもの 186,100円

その他の建築物 建築物の延べ面積が300平方メートル以内

のもの 

10,300円

建築物の延べ面積が300平方メートルを超

え1,000平方メートル以内のもの 

17,900円

建築物の延べ面積が1,000平方メートルを

超え2,000平方メートル以内のもの 

29,100円

建築物の延べ面積が2,000平方メートルを

超え5,000平方メートル以内のもの 

87,300円



ものが添付

されている

場合(以下

この表にお

いて「基準

適合性確認

機関が認め

た場合等」

という。) 

建築物の延べ面積が5,000平方メートルを

超え10,000平方メートル以内のもの 

138,100円

建築物の延べ面積が10,000平方メートルを

超え25,000平方メートル以内のもの 

174,400円

建築物の延べ面積が25,000平方メートルを

超えるもの 

218,000円

その他の場

合 

一戸建ての住宅 建築物省エネ法基準省令第1条第1項第2号

イ(2)及びロ(2)又はイ(3)及びロ(3)に定め

る基準に係るもの 

19,100円

その他のもの 37,100円

共同住宅等 全住戸が建

築物省エネ

法基準省令

第1条第1項

第2号イ(2)

及びロ(2)

又はイ(3)

及びロ(3)

に定める基

準に係るも

のであるも

の 

1棟の戸数が1のもの 19,100円

1棟の総戸数が2以上5以下のも

の 

35,900円

1棟の総戸数が6以上10以下の

もの 

51,900円

1棟の総戸数が11以上25以下の

もの 

74,600円

1棟の総戸数が26以上50以下の

もの 

112,600円

1棟の総戸数が51以上100以下

のもの 

170,300円

1棟の総戸数が101以上200以下

のもの 

242,600円

1棟の総戸数が201以上300以下

のもの 

313,400円

1棟の総戸数が301以上のもの 356,500円

その他のも

の 

1棟の戸数が1のもの 37,100円

1棟の総戸数が2以上5以下のも

の 

74,900円

1棟の総戸数が6以上10以下の

もの 

105,400円

1棟の総戸数が11以上25以下の

もの 

148,300円

1棟の総戸数が26以上50以下の

もの 

213,000円

1棟の総戸数が51以上100以下 305,200円



のもの 

1棟の総戸数が101以上200以下

のもの 

413,500円

1棟の総戸数が201以上300以下

のもの 

542,100円

1棟の総戸数が301以上のもの 636,500円

その他の建築物 建築物全体

が建築物省

エネ法基準

省令第1条

第1項第1号

ロに定める

基準に係る

ものである

もの 

建築物の延べ面積が300平方メ

ートル以内のもの 

95,000円

建築物の延べ面積が300平方メ

ートルを超え1,000平方メート

ル以内のもの 

121,000円

建築物の延べ面積が1,000平方

メートルを超え2,000平方メー

トル以内のもの 

159,300円

建築物の延べ面積が2,000平方

メートルを超え5,000平方メー

トル以内のもの 

257,900円

建築物の延べ面積が5,000平方

メートルを超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

336,800円

建築物の延べ面積が10,000平

方メートルを超え25,000平方

メートル以内のもの 

404,700円

建築物の延べ面積が25,000平

方メートルを超えるもの 

474,800円

その他のも

の 

建築物の延べ面積が300平方メ

ートル以内のもの 

248,400円

建築物の延べ面積が300平方メ

ートルを超え1,000平方メート

ル以内のもの 

311,200円

建築物の延べ面積が1,000平方

メートルを超え2,000平方メー

トル以内のもの 

401,800円

建築物の延べ面積が2,000平方

メートルを超え5,000平方メー

トル以内のもの 

573,400円

建築物の延べ面積が5,000平方

メートルを超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

706,300円



建築物の延べ面積が10,000平

方メートルを超え25,000平方

メートル以内のもの 

834,900円

建築物の延べ面積が25,000平

方メートルを超えるもの 

952,400円

備考 

1 建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料(基準適合性確認機関が認めた場

合等における共同住宅等の申請に係るものに限る。)について、次に掲げる場合には、

それぞれ次に定める額を加算する。 

(1) 共用部分がある場合(申請に係る設計一次エネルギー消費量の算出の基礎に共用

部分が含まれている場合に限る。) 当該共用部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 300平方メートル以内の場合 10,300円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 17,900円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 29,100円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 87,300円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 138,100円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 174,400円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 218,000円 

(2) 非住宅部分がある場合 当該非住宅部分の床面積の合計についての前号アからキ

までに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ同号アからキまでに定める額 

2 建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料(その他の場合における共同住宅

等の申請に係るものに限る。)について、次に掲げる場合には、それぞれ次に定める額

を加算する。 

(1) 共用部分がある場合(申請に係る設計一次エネルギー消費量の算出の基礎に共用

部分が含まれている場合に限る。) 当該共用部分の床面積の合計についての次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 300平方メートル以内の場合 118,500円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 149,700円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 195,500円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 304,500円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 390,900円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 467,200円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 544,200円 

(2) 非住宅部分がある場合(非住宅部分の全部が建築物省エネ法基準省令第1条第1項

第1号ロに定める基準に係るものである場合に限る。) 当該非住宅部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 300平方メートル以内の場合 95,000円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 121,000円 



ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 159,300円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 257,900円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 336,800円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 404,700円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 474,800円 

(3) 非住宅部分がある場合((2)に規定する場合を除く。) 当該非住宅部分の床面積の

合計についての次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 300平方メートル以内の場合 248,400円 

イ 300平方メートルを超え1,000平方メートル以内の場合 311,200円 

ウ 1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内の場合 401,800円 

エ 2,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内の場合 573,400円 

オ 5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内の場合 706,300円 

カ 10,000平方メートルを超え25,000平方メートル以内の場合 834,900円 

キ 25,000平方メートルを超える場合 952,400円 

【別記13】 

現行 

区分 手数料の額 

建築物省エネ法基

準省令第1条第1項

第1号ロに定める基

準に係る建築物 

床面積(特定建築行為に

係る床面積(建築物のエ

ネルギー消費性能の向

上等に関する法律施行

令(平成28年政令第8号)

第4条第1項に規定する

床面積をいう。)をいう。

以下この表において同

じ。)の合計が300平方メ

ートル以上1,000平方メ

ートル以内のもの 

121,000円(計画(建築物省エネ法第12条第1項

に規定する建築物エネルギー消費性能確保計

画をいう。以下この表において同じ。)の変更

に係る場合にあっては、62,300円(軽微な変更

にあっては、31,100円)) 

床面積の合計が1,000平

方メートルを超え2,000

平方メートル以内のも

の 

159,300円(計画の変更に係る場合にあって

は、82,600円(軽微な変更にあっては、41,300

円)) 

床面積の合計が2,000平

方メートルを超え5,000

平方メートル以内のも

の 

257,900円(計画の変更に係る場合にあって

は、137,700円(軽微な変更にあっては、68,80

0円)) 

床面積の合計が5,000平

方メートルを超え10,00

336,800円(計画の変更に係る場合にあって

は、182,300円(軽微な変更にあっては、91,10



0平方メートル以内のも

の 

0円)) 

床面積の合計が10,000

平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の

もの 

404,700円(計画の変更に係る場合にあって

は、219,900円(軽微な変更にあっては、109,9

00円)) 

床面積の合計が25,000

平方メートルを超える

もの 

474,800円(計画の変更に係る場合にあって

は、259,300円(軽微な変更にあっては、129,6

00円)) 

その他の建築物 床面積の合計が300平方

メートル以上1,000平方

メートル以内のもの 

311,200円(計画の変更に係る場合にあって

は、157,400円(軽微な変更にあっては、78,70

0円)) 

床面積の合計が1,000平

方メートルを超え2,000

平方メートル以内のも

の 

401,800円(計画の変更に係る場合にあって

は、203,800円(軽微な変更にあっては、101,9

00円)) 

床面積の合計が2,000平

方メートルを超え5,000

平方メートル以内のも

の 

573,400円(計画の変更に係る場合にあって

は、295,500円(軽微な変更にあっては、147,7

00円)) 

床面積の合計が5,000平

方メートルを超え10,00

0平方メートル以内のも

の 

706,300円(計画の変更に係る場合にあって

は、367,100円(軽微な変更にあっては、183,5

00円)) 

床面積の合計が10,000

平方メートルを超え25,

000平方メートル以内の

もの 

834,900円(計画の変更に係る場合にあって

は、435,000円(軽微な変更にあっては、217,5

00円)) 

床面積の合計が25,000

平方メートルを超える

もの 

952,400円(計画の変更に係る場合にあって

は、498,200円(軽微な変更にあっては、249,1

00円)) 

備考 

1 建築物の用途が工場、危険物の貯蔵又は処理に供するもの、水産物の増殖場又は養殖

場、倉庫、卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他これらに類する

用途に供する建築物である場合における手数料の額は、当該手数料に係る建築物の区分

にかかわらず、建築物省エネ法基準省令第1条第1項第1号ロに定める基準に係る建築物

の区分によるものとし、当該手数料に係る床面積の合計の区分に応じ、当該手数料に係

る手数料の額の欄に掲げる額の2分の1に相当する額(その額に100円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てて得た額)とする。 



2 建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物省エネ法第34条第3項各号に掲げる事項

が記載されている場合の他の建築物における建築物エネルギー消費性能適合性判定手

数料について、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の認定及び当該他の建築物にお

ける建築物エネルギー消費性能適合性判定を同様の評価の方法により行う場合の手数

料の額は、第72号の7の表建築物省エネ法第30条第1項各号に掲げる基準に適合すると愛

知県知事が定める機関が認めた場合又は当該基準に適合することを証する書類として

愛知県知事が定めるものが添付されている場合(以下この表及び次号の表において「計

画適合性確認機関が認めた場合等」という。)の項の規定により算出した額とする。 

3 建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物省エネ法第34条第3項各号に掲げる事項

が記載されている場合の当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更に係る他の建

築物における建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費

性能適合性判定手数料について、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の認定及び当

該他の建築物における建築物エネルギー消費性能適合性判定を同様の評価の方法によ

り行った場合の手数料の額は、第72号の8の表計画適合性確認機関が認めた場合等の項

の規定により算出した額とする。 

改正案 

区分 手数料の額 

一戸建て

の住宅 

建築物省エネ法基準省令第

1条第1項第2号イ(1)及びロ

(2)又はイ(2)及びロ(1)に

定める基準に係るものであ

るもの 

27,000円(建築物エネルギー消費性能確保計画(以下

この表において「計画」という。）の変更に係る場合

にあっては、14,100円) 

建築物省エネ法基準省令第

1条第1項第2号イ(2)及びロ

(2)に定める基準に係るも

のであるもの 

19,100円(計画の変更に係る場合にあっては、10,100

円) 

その他のもの 37,100円(計画の変更に係る場合にあっては、19,200

円) 

共同住宅

等 

住戸に係る

もの 

全住戸が建築

物省エネ法基

準省令第1条

第1項第2号イ

(1)及びロ(2)

又はイ(2)及

びロ(1)に定

める基準に係

るものである

もの 

住戸の数(増築又は

改築をする場合にあ

っては、当該増築又

は改築に係る住戸の

数をいう。以下この

表において同じ。）が

1のもの 

27,000円(計画の変更に係る場

合にあっては、14,100円) 

住戸の数が2以上5以

下のもの 

53,900円(計画の変更に係る場

合にあっては、27,900円) 

住戸の数が6以上10 75,800円(計画の変更に係る場



以下のもの 合にあっては、39,600円) 

住戸の数が11以上25

以下のもの 

108,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、57,000円) 

住戸の数が26以上50

以下のもの 

157,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、83,800円) 

住戸の数が51以上

100以下のもの 

230,700円(計画の変更に係る

場合にあっては、123,900円) 

住戸の数が101以上

200以下のもの 

318,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、172,700円) 

住戸の数が201以上

300以下のもの 

415,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、224,700円) 

住戸の数が301以上

以下のもの 

481,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、259,100円) 

全住戸が建築

物省エネ法基

準省令第1条

第1項第2号イ

(2)及びロ(2)

に定める基準

に係るもので

あるもの 

住戸の数が1のもの 19,100円(計画の変更に係る場

合にあっては、10,100円) 

住戸の数が2以上5以

下のもの 

35,900円(計画の変更に係る場

合にあっては、19,000円) 

住戸の数が6以上10

以下のもの 

51,900円(計画の変更に係る場

合にあっては、27,700円) 

住戸の数が11以上25

以下のもの 

74,600円(計画の変更に係る場

合にあっては、40,200円) 

住戸の数が26以上50

以下のもの 

112,600円(計画の変更に係る

場合にあっては、61,300円) 

住戸の数が51以上

100以下のもの 

170,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、93,900円) 

住戸の数が101以上

200以下のもの 

242,600円(計画の変更に係る

場合にあっては、135,200円) 

住戸の数が201以上

300以下のもの 

313,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、174,200円) 

住戸の数が301以上

のもの 

356,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、197,000円) 

その他のもの住戸の数が1のもの 37,100円(計画の変更に係る場

合にあっては、19,200円) 

住戸の数が2以上5以

下のもの 

74,900円(計画の変更に係る場

合にあっては、38,500円) 

住戸の数が6以上10

以下のもの 

105,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、54,500円) 

住戸の数が11以上25

以下のもの 

148,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、77,100円) 



住戸の数が26以上50

以下のもの 

213,000円(計画の変更に係る

場合にあっては、111,400円) 

住戸の数が51以上

100以下のもの 

305,200円(計画の変更に係る

場合にあっては、161,300円) 

住戸の数が101以上

200以下のもの 

413,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、220,600円) 

住戸の数が201以上

300以下のもの 

542,100円(計画の変更に係る

場合にあっては、288,500円) 

住戸の数が301以上

のもの 

636,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、336,900円) 

共用部分に

係るもの 

床面積(増築又は改築をする場合に

あっては、当該増築又は改築に係る

部分の床面積をいう。以下この表に

おいて同じ。)の合計が300平方メー

トル以内のもの 

118,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、60,300円) 

床面積の合計が300平方メートルを

超え1,000平方メートル以内のもの

149,700円(計画の変更に係る

場合にあっては、76,600円) 

床面積の合計が1,000平方メートル

を超え2,000平方メートル以内のも

の 

195,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、100,700円) 

床面積の合計が2,000平方メートル

を超え5,000平方メートル以内のも

の 

304,500円(計画の変更に係る

場合にあっては、161,000円) 

床面積の合計が5,000平方メートル

を超え10,000平方メートル以内の

もの 

390,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、209,300円) 

床面積の合計が10,000平方メート

ルを超え25,000平方メートル以内

のもの 

467,200円(計画の変更に係る

場合にあっては、251,100円) 

床面積の合計が25,000平方メート

ルを超えるもの 

544,200円(計画の変更に係る

場合にあっては、293,900円) 

非住宅部分

に係るもの 

非住宅部分の

全部が建築物

省エネ法基準

省令第1条第1

項第1号ロに

定める基準に

係るものであ

床面積の合計が300

平方メートル以内の

もの 

95,000円(計画の変更に係る場

合にあっては、48,600円) 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

1,000平方メートル

以内のもの 

121,000円(計画の変更に係る

場合にあっては、62,300円) 



るもの 床面積の合計が

1,000平方メートル

を超え2,000平方メ

ートル以内のもの 

159,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、82,600円) 

床面積の合計が

2,000平方メートル

を超え5,000平方メ

ートル以内のもの 

257,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、137,700円) 

床面積の合計が

5,000平方メートル

を超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

336,800円(計画の変更に係る

場合にあっては、182,300円) 

床面積の合計が

10,000平方メートル

を超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

404,700円(計画の変更に係る

場合にあっては、219,900円) 

床面積の合計が

25,000平方メートル

を超えるのもの 

474,800円(計画の変更に係る

場合にあっては、259,300円) 

その他のもの床面積の合計が300

平方メートル以内の

もの 

248,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、125,200円) 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

1,000平方メートル

以内のもの 

311,200円(計画の変更に係る

場合にあっては、157,400円) 

床面積の合計が

1,000平方メートル

を超え2,000平方メ

ートル以内のもの 

401,800円(計画の変更に係る

場合にあっては、203,800円) 

床面積の合計が

2,000平方メートル

を超え5,000平方メ

ートル以内のもの 

573,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、295,500円) 

床面積の合計が

5,000平方メートル

を超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

706,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、367,100円) 



床面積の合計が

10,000平方メートル

を超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

834,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、435,000円) 

床面積の合計が

25,000平方メートル

を超えるのもの 

952,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、498,200円) 

その他の

建築物 

全部が建築物省エネ法基準

省令第1条第1項第1号ロに

定める基準に係るものであ

るもの 

床面積の合計が300

平方メートル以内の

もの 

95,000円(計画の変更に係る場

合にあっては、48,600円) 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

1,000平方メートル

以内のもの 

121,000円(計画の変更に係る

場合にあっては、62,300円) 

床面積の合計が

1,000平方メートル

を超え2,000平方メ

ートル以内のもの 

159,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、82,600円) 

床面積の合計が

2,000平方メートル

を超え5,000平方メ

ートル以内のもの 

257,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、137,700円) 

床面積の合計が

5,000平方メートル

を超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

336,800円(計画の変更に係る

場合にあっては、182,300円) 

床面積の合計が

10,000平方メートル

を超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

404,700円(計画の変更に係る

場合にあっては、219,900円) 

床面積の合計が

25,000平方メートル

を超えるのもの 

474,800円(計画の変更に係る

場合にあっては、259,300円) 

その他のもの 床面積の合計が300

平方メートル以内の

もの 

248,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、125,200円) 

床面積の合計が300

平方メートルを超え

1,000平方メートル

311,200円(計画の変更に係る

場合にあっては、157,400円) 



以内のもの 

床面積の合計が

1,000平方メートル

を超え2,000平方メ

ートル以内のもの 

401,800円(計画の変更に係る

場合にあっては、203,800円) 

床面積の合計が

2,000平方メートル

を超え5,000平方メ

ートル以内のもの 

573,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、295,500円) 

床面積の合計が

5,000平方メートル

を超え10,000平方メ

ートル以内のもの 

706,300円(計画の変更に係る

場合にあっては、367,100円) 

床面積の合計が

10,000平方メートル

を超え25,000平方メ

ートル以内のもの 

834,900円(計画の変更に係る

場合にあっては、435,000円) 

床面積の合計が

25,000平方メートル

を超えるのもの 

952,400円(計画の変更に係る

場合にあっては、498,200円) 

備考 

1 非住宅部分の全部の用途が工場等である場合における手数料の額は、当該手数料に係

る建築物の区分にかかわらず、建築物省エネ法基準省令第1条第1項第1号ロに定める基

準に係る建築物の区分によるものとし、当該手数料に係る床面積の合計の区分に応じ、

当該手数料に係る手数料の額の欄に掲げる額の2分の1に相当する額(その額に100円未

満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てて得た額)とする。 

2 手数料に係る建築物(増築又は改築をする場合にあっては、当該増築又は改築に係る部

分をいう。)が設計一次エネルギー消費量の算出の基礎に含まれていない場合又は建築

物省エネ法第29条第3項各号に掲げる事項が記載されている建築物省エネ法第32条に規

定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る同項に規定する他の建築物につ

き当該認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物省エネ法第30条第1項若し

くは第31条第1項の認定における評価の方法と同様の評価の方法により建築物エネルギ

ー消費性能適合性判定を行うこととなる場合における当該手数料の額は、当該手数料に

係る手数料の額の欄及び前項の規定にかかわらず、第72号の7の表(建築物エネルギー消

費性能確保計画の変更に係る場合にあっては、第72号の8の表)に係る計画適合性確認機

関が認めた場合等の区分に係る手数料の額の欄に掲げる額に相当する額とする。 

3 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料について、当該手数料に係る共同住宅等

の住戸に係るもの、共用部分に係るもの又は非住宅部分に係るものの判定を一の申請書

により受けようとする場合における当該判定に係る手数料の額は、当該共同住宅等の住



戸に係るもの、共用部分に係るもの又は非住宅部分に係るものについてそれぞれ別の申

請があったものとみなしてこの表により算出した建築物エネルギー消費性能適合性判

定手数料の額に相当する額を合算した額とする。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。ただし、第3条第1項第72号の10の表以外の部

分の改正規定は公布の日から、同項第70号の4から第70号の6までの改正規定は令和7年5月9

日から施行する。 



条例第10号 

一宮市民生委員定数条例の一部を改正する条例 

一宮市民生委員定数条例(令和2年一宮市条例第53号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

民生委員法(昭和23年法律第198号)第4条

第1項に規定する民生委員の定数は、525人と

する。 

民生委員法(昭和23年法律第198号)第4条

第1項に規定する民生委員の定数は、528人と

する。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年12月1日から施行する。 



条例第11号 

一宮市保育所条例等の一部を改正する条例 

(一宮市保育所条例の一部改正) 

第1条 一宮市保育所条例(昭和39年一宮市条例第9号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

別表(第2条、第3条関係) 別表(第2条、第3条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

名称 位置 定員 

略 

一宮市立貴船保育園 略 160名

略 

一宮市立葉栗保育園 略 70名

略 

一宮市立丹陽保育園 略 130名

一宮市立丹陽西保育園 略 250名

略 

一宮市立大和東保育園 略 160名

一宮市立大和北保育園 略 60名

略 

一宮市立奥町東保育園 略 150名

略 

一宮市立西御堂保育園 略 90名

略 

一宮市立千秋南保育園 略 150名

略 

一宮市立朝日西保育園 略 60名

一宮市立開明西保育園 略 130名

略 

一宮市立朝日東保育園 略 60名

一宮市立門間保育園 略 150名

略 

改正案 

名称 位置 定員 



略 

一宮市立貴船保育園 略 150名

略 

一宮市立葉栗保育園 略 60名

略 

一宮市立丹陽保育園 略 120名

一宮市立丹陽西保育園 略 240名

略 

一宮市立大和東保育園 略 170名

一宮市立大和北保育園 略 70名

略 

一宮市立奥町東保育園 略 130名

略 

一宮市立西御堂保育園 略 80名

略 

一宮市立千秋南保育園 略 140名

略 

一宮市立朝日西保育園 略 50名

一宮市立開明西保育園 略 120名

略 

一宮市立朝日東保育園 略 50名

一宮市立門間保育園 略 140名

略 

(一宮市保育所条例の一部を改正する条例の一部改正) 

第2条 一宮市保育所条例の一部を改正する条例(令和6年一宮市条例第36号)の一部を次の

ように改正する。 

本則の別記中 

「 

現行 

名称 位置 定員 

略 

一宮市立葉栗保育園 略 

一宮市立光明寺保育園 一宮市光明寺字大条戸135番地 130名

略 

一宮市立浅井保育園 略 

一宮市立浅井中保育園 一宮市浅井町大日比野字東屋敷2415番地 60名

略 

一宮市立玉ノ井保育園 略 



一宮市立里小牧保育園 一宮市木曽川町里小牧字神明東5番地1 70名

」を 

「 

現行 

名称 位置 定員 

略 

一宮市立葉栗保育園 略 

一宮市立光明寺保育園 一宮市光明寺字大条戸135番地 130名

略 

一宮市立浅井保育園 略 

一宮市立浅井中保育園 一宮市浅井町大日比野字東屋敷2415番地 60名

略 

一宮市立玉ノ井保育園 略 

一宮市立里小牧保育園 一宮市木曽川町里小牧字神明東5番地1 60名

」に改める。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第12号 

一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正

する条例 

(一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正) 

第1条 一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年一宮

市条例第29号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(食事の提供の特例) (食事の提供の特例) 

第16条 次の各号に掲げる要件を満たす家

庭的保育事業者等は、前条第1項の規定に

かかわらず、当該家庭的保育事業者等の利

用乳幼児に対する食事の提供について、次

項に規定する施設(以下「搬入施設」とい

う。)において調理し家庭的保育事業所等

に搬入する方法により行うことができる。

この場合において、当該家庭的保育事業者

等は、当該食事の提供について当該方法に

よることとしてもなお当該家庭的保育事

業所等において行うことが必要な調理の

ための加熱、保存等の調理機能を有する設

備を備えなければならない。 

第16条 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 当該家庭的保育事業所等又はその他

の施設、保健所、市町村(特別区を含む。

第21条第2項において同じ。)等の栄養士

       により、献立等について

栄養の観点からの指導が受けられる体

制にある等、栄養士       によ

る必要な配慮が行われること。 

(2) 当該家庭的保育事業所等又はその他

の施設、保健所、市町村(特別区を含む。

第21条第2項において同じ。)等の栄養士

又は管理栄養士により、献立等について

栄養の観点からの指導が受けられる体

制にある等、栄養士又は管理栄養士によ

る必要な配慮が行われること。 

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略 

2 略 2 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正) 

第2条 一宮市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例(令和2年一宮市条例第59

号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(保育所の設備の基準の特例) (保育所の設備の基準の特例) 

第35条 次の各号に掲げる要件を満たす保 第35条 略 



育所は、第15条第1項の規定にかかわらず、

当該保育所の満3歳以上の幼児に対する食

事の提供について、当該保育所外で調理し

搬入する方法により行うことができる。こ

の場合において、当該保育所は、当該食事

の提供について当該方法によることとし

てもなお当該保育所において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機

能を有する設備を備えるものとする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 当該保育所又は他の施設、市、保健

所等の栄養士       により、献

立等について栄養の観点からの指導が

受けられる体制にある等、栄養士   

    による必要な配慮が行われて

いること。 

(2) 当該保育所又は他の施設、市、保健

所等の栄養士又は管理栄養士により、献

立等について栄養の観点からの指導が

受けられる体制にある等、栄養士又は管

理栄養士による必要な配慮が行われて

いること。 

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部

改正) 

第3条 一宮市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例(令

和2年一宮市条例第61号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(施設、設備等) (施設、設備等) 

第6条 略 第6条 略 

2～7 略 2～7 略 

8 次に掲げる要件の全てを満たす認定こど

も園は、前項の規定にかかわらず、満3歳

以上の子どもに対する食事の提供につい

て、当該認定こども園外で調理し、及び搬

入する方法により行うことができる。この

場合において、満3歳未満の子どもの保育

を行わない場合であって、当該食事の提供

について当該方法によることとしてもな

お当該認定こども園において行うことが

必要な調理のための加熱、保存等の調理機

能を有する設備を備えているときは、第3

項の規定にかかわらず、調理室を設けない

ことができる。 

8 略 



(1) 略 (1) 略 

(2) 当該認定こども園又は他の施設、市、

保健所等の栄養士       によ

り、献立等について栄養の観点からの指

導が受けられる体制にある等、栄養士 

      による必要な配慮が行わ

れること。 

(2) 当該認定こども園又は他の施設、市、

保健所等の栄養士又は管理栄養士によ

り、献立等について栄養の観点からの指

導が受けられる体制にある等、栄養士又

は管理栄養士による必要な配慮が行わ

れること。 

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略 

9・10 略 9・10 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第13号 

一宮市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

(趣旨) 

第1条 この条例は、児童福祉法(昭和22年法律第164号。以下「法」という。)第34条の16

第1項の規定に基づき、乳児等通園支援事業(法第6条の3第23項に規定する乳児等通園支

援事業をいう。以下同じ。)の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 乳児 法第4条第1項第1号に規定する乳児をいう。 

(2) 幼児 法第4条第1項第2号に規定する幼児をいう。 

(3) 一般型乳児等通園支援事業所 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

(令和7年内閣府令第1号。以下「基準府令」という。)第20条第2項に規定する一般型

乳児等通園支援事業を行う事業所をいう。 

(4) 余裕活用型乳児等通園支援事業所 基準府令第20条第3項に規定する余裕活用型乳

児等通園支援事業を行う事業所をいう。 

(設備の基準) 

第3条 一般型乳児等通園支援事業所の乳児室の面積は、乳児又は満2歳に満たない幼児1

人につき3.3平方メートル以上とする。 

2 余裕活用型乳児等通園支援事業所の乳児室の面積は、乳児又は満2歳に満たない幼児1

人につき3.3平方メートル以上とする。 

(その他の基準) 

第4条 前条に定めるものを除くほか、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準は、

基準府令に定めるとおりとする。 

(委任) 

第5条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第14号 

一宮市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市子ども医療費の助成に関する条例(昭和47年一宮市条例第34号)の一部を次のよう

に改正する。 

現行 改正後 

(助成の範囲) (助成の範囲) 

第4条 市長は、保護者等に対し、受給資格

者の疾病又は負傷について国民健康保険

法又は社会保険各法の規定による医療に

関する給付が行われた場合において、当該

医療に関する給付の額と当該疾病又は負

傷について、法令の規定による国若しくは

地方公共団体の負担による医療に関する

給付又は家族療養附加金等他の制度によ

る医療費の給付が行われた場合における

給付の額との合計額が当該医療に要する

費用の額に満たないときは、その満たない

額に相当する額(15歳に達する日後の最初

の4月1日から18歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある子ども(次条第1

項において「入院に係る助成のみの子ど

も」という。)にあっては、入院に係るも

のに限る。)を助成する。ただし、一宮市

心身障害者医療費の助成に関する条例(昭

和47年一宮市条例第35号)、一宮市母子・

父子家庭等医療費の助成に関する条例(昭

和53年一宮市条例第34号)又は一宮市精神

障害者医療費の助成に関する条例(平成19

年一宮市条例第54号)の規定により、この

条例の規定による子ども医療費の助成と

同等な医療に関する給付を受けることが

できる場合は、この限りでない。 

第4条 市長は、保護者等に対し、受給資格

者の疾病又は負傷について国民健康保険

法又は社会保険各法の規定による医療に

関する給付が行われた場合において、当該

医療に関する給付の額と当該疾病又は負

傷について、法令の規定による国若しくは

地方公共団体の負担による医療に関する

給付又は家族療養附加金等他の制度によ

る医療費の給付が行われた場合における

給付の額との合計額が当該医療に要する

費用の額に満たないときは、その満たない

額に相当する額           

      を助成する。ただし、一宮市

心身障害者医療費の助成に関する条例(昭

和47年一宮市条例第35号)、一宮市母子・

父子家庭等医療費の助成に関する条例(昭

和53年一宮市条例第34号)又は一宮市精神

障害者医療費の助成に関する条例(平成19

年一宮市条例第54号)の規定により、この

条例の規定による子ども医療費の助成と

同等な医療に関する給付を受けることが

できる場合は、この限りでない。 

2 略 2 略 

(受給者証) (受給者証) 

第5条 市長は、受給資格者(入院に係る助成

のみの子どもを除く。以下この条及び第8

条第1項第1号において同じ。)の保護者の

申請により、当該受給資格者に対し子ども

第5条 市長は、受給資格者       

              の保護者の

申請により、当該受給資格者に対し子ども



医療費受給者証(以下「受給者証」という。)

を交付する。 

医療費受給者証(以下「受給者証」という。)

を交付する。 

2 略 2 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の一宮市子ども医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に

行われる診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費に対する助成について適用し、同日前

に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費に対する助成については、なお従前

の例による。 



条例第15号 

一宮市火災被災者用緊急避難所の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

一宮市火災被災者用緊急避難所の設置及び管理に関する条例(平成17年一宮市条例第148

号)は、廃止する。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日の前日においてこの条例による廃止前の一宮市火災被災者用緊急

避難所の設置及び管理に関する条例(以下「旧条例」という。)第5条前段の規定により貸

付けに係る許可を受けている者に対する旧条例の規定の適用については、なお従前の例

による。 

(議会の議決に付すべき公の施設に関する条例の一部改正) 

3 議会の議決に付すべき公の施設に関する条例(昭和39年一宮市条例第5号)の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正後 

(公の施設の廃止) (公の施設の廃止) 

第2条 次の各号のいずれかに該当する公の

施設を廃止しようとするときは、議会にお

いて出席議員の3分の2以上の者の同意を

得なければならない。 

第2条 略 

(1)～(43) 略 (1)～(43) 略 

(44) 一宮市火災被災者用緊急避難所の

設置及び管理に関する条例(平成17年一

宮市条例第148号)第2条に定める火災被

災者用緊急避難所 

(45)～(55) 略 (44)～(54) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 



条例第16号 

一宮市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 

一宮市公衆浴場法施行条例(令和2年一宮市条例第40号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(衛生措置等の基準) (衛生措置等の基準) 

第4条 公衆浴場の衛生措置等の基準は、次

に定めるとおりとする。 

第4条 略 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 浴槽の湯は、常に満ちているように

し、次に掲げる水質基準を保つこと。 

(4) 略 

ア 略 ア 略 

イ 大腸菌群は、1ミリリットルにつき1

個を超えないこと。 

イ 大腸菌 は、1ミリリットルにつき1

個を超えないこと。 

ウ 略 ウ 略 

(5)～(27) 略 (5)～(27) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第17号 

一宮市歯と口の健康づくり推進条例の一部を改正する条例 

一宮市歯と口の健康づくり推進条例(平成30年一宮市条例第14号)の一部を次のように改

正する。 

現行 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

第2条 略 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

 (4) オーラルフレイル 適切な対応を怠

ると心身の機能の低下をもたらすおそ

れがある口腔機能が虚弱であることを

いう。 

(4) 八〇二〇運動 あいち歯と口の健康

づくり八〇二〇推進条例(平成25年愛知

県条例第33号)第2条第4号に規定する運

動をいう。 

(5) 8 0 2 0
はちまるにいまる

運動 80歳で自分の歯を2

0本以上保つことを目的とした運動をい

う。 

(基本理念) (基本理念) 

第3条 歯科口腔保健の推進に関する施策

は、次に掲げる事項を基本として行われな

ければならない。 

第3条 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 乳幼児期から高齢期までのそれぞれ

の時期における口腔とその機能の状態

及び歯科疾患の特性に応じて、適切かつ

効果的に歯科口腔保健を推進すること。

(2) 乳幼児期から高齢期までのライフス

テージごとの 口腔とその機能の状態

及び歯科疾患の特性に応じて、適切かつ

効果的に歯科口腔保健を推進すること。

(3) 略 (3) 略 

(基本的施策) (基本的施策) 

第9条 市は、歯科口腔保健を推進するため、

次に掲げる基本的な施策を計画的に実施

するものとする。 

第9条 略 

 (1) 市民に対する歯科検診の受診、口腔

衛生の管理、食育等の重要性その他の歯

と口の健康づくりに必要な知識の普及

啓発に関する施策 

(1) 乳幼児期から高齢期までのそれぞれ

の時期における歯科口腔保健の推進に

(2) 乳幼児期から高齢期までの次に掲げ

るライフステージにおける歯科口腔保



必要な              

   施策 

健の推進に必要な施策及び生涯を通じ

た切れ目のない歯と口の健康づくりに

関する施策 

ア 乳幼児期 口腔の育成及び嚥
えん

下等

に係る口腔機能の獲得を図るための

施策 

 イ 学齢期 学校教育等における歯と

口の健康づくりに必要な健康教育の

実施、フッ化物応用等によるう蝕
しょく

予

防及び歯肉炎予防を図るための施策 

 ウ 成人期 歯周病の予防及び改善並

びに妊産婦の歯科健康診査の受診の

促進を図るための施策 

 エ 高齢期 歯の喪失予防に必要な良

好な口腔衛生の確保及びオーラルフ

レイルの予防を図るための施策 

(2) 八〇二〇運動の推進に必要な施策 
(3) 8 0 2 0

はちまるにいまる

運動の推進に必要な施策 

(3) 障害者             

              、介護を

必要とする者等に対する適切な歯科口

腔保健の推進に必要な施策 

(4) 障害者、医療的ケア児(医療的ケア児

及びその家族に対する支援に関する法

律(令和3年法律第81号)第2条第2項に規

定する医療的ケア児をいう。)、介護を

必要とする者等に対する適切な歯科口

腔保健の推進に必要な施策 

(4) 歯科口腔保健の観点からの食育及び

糖尿病、脳卒中、がんその他の生活習慣

病対策              

に必要な施策 

(5) 歯科口腔保健の観点からの食育、介

護予防並びに糖尿病、脳卒中、がんその

他の生活習慣病の対策及び合併症予防

に必要な施策 

(5) 災害発生時における   口腔衛生

の確保等による二次的な健康被害の予

防に関する施策 

(6) 災害発生時における迅速な口腔衛生

の確保等による二次的な健康被害の予

防に関する施策 

(6) 略 (7) 略 

 (8) 歯科口腔保健における多職種との連

携体制強化のための施策 

 (9) 歯科検診を通じて、保護者による適

切な健康管理がなされていない子ども

を早期に発見するための施策 



(7) 略 (10) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第18号 

一宮市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

一宮市国民健康保険税条例(昭和60年一宮市条例第12号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額) 

第4条 第2条第2項の被保険者均等割額は、

国民健康保険の被保険者1人について30,0

00円とする。 

第4条 第2条第2項の被保険者均等割額は、

国民健康保険の被保険者1人について33,6

00円とする。 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額) 

第5条 第2条第2項の世帯別平等割額は、次

の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

第5条 略 

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民

健康保険法第6条第8号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属するものをいう。以下

同じ。)と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であって同日の属する月

(以下この号において「特定月」という。)

以後5年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場

合に限る。)をいう。次号、第7条の2及

び第23条第1項において同じ。)及び特定

継続世帯(特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する被保険者が属する世帯で

あって特定月以後5年を経過する月の翌

月から特定月以後8年を経過する月まで

の間にあるもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。)をいう。第3

号、第7条の2及び第23条第1項において

同じ。)以外の世帯 19,800円 

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民

健康保険法第6条第8号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属するものをいう。以下

同じ。)と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であって同日の属する月

(以下この号において「特定月」という。)

以後5年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場

合に限る。)をいう。次号、第7条の2及

び第23条第1項において同じ。)及び特定

継続世帯(特定同一世帯所属者と同一の

世帯に属する被保険者が属する世帯で

あって特定月以後5年を経過する月の翌

月から特定月以後8年を経過する月まで

の間にあるもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。)をいう。第3

号、第7条の2及び第23条第1項において

同じ。)以外の世帯 21,600円 

(2) 特定世帯 9,900円  (2) 特定世帯 10,800円 

(3) 特定継続世帯 14,850円 (3) 特定継続世帯 16,200円 

(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額) 



第7条 第2条第3項の被保険者均等割額は、

国民健康保険の被保険者1人について9,60

0円 とする。 

第7条 第2条第3項の被保険者均等割額は、

国民健康保険の被保険者1人について10,8

00円とする。 

(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額) 

第7条の2 第2条第3項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

第7条の2 略 

(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 5,400円 

(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 6,600円 

(2) 特定世帯 2,700円 (2) 特定世帯 3,300円 

(3) 特定継続世帯 4,050円 (3) 特定継続世帯 4,950円 

(介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額) 

(介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額) 

第9条 第2条第4項の被保険者均等割額は、

介護納付金課税被保険者1人について10,8

00円とする。 

第9条 第2条第4項の被保険者均等割額は、

介護納付金課税被保険者1人について12,6

00円とする。 

(介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額) 

(介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額) 

第9条の2 第2条第4項の世帯別平等割額は、

1世帯について6,000円とする。 

第9条の2 第2条第4項の世帯別平等割額は、

1世帯について6,600円とする。 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の

基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が650,

000円を超える場合には、650,000円)、同

条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及びエに掲げる額を減額して得た

額(当該減額して得た額が240,000円を超

える場合には、240,000円)並びに同条第4

項本文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が170,000円を超える場合には、1

70,000円)の合算額とする。 

第23条 略 

(1) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

(1) 略 



属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者(前年中に法第703条の5第1項に

規定する総所得金額に係る所得税法(昭

和40年法律第33号)第28条第1項に規定

する給与所得について同条第3項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者

(同条第1項に規定する給与等の収入金

額が550,000円を超える者に限る。)をい

う。以下この号において同じ。)の数及

び公的年金等に係る所得を有する者(前

年中に法第703条の5第1項に規定する総

所得金額に係る所得税法第35条第3項に

規定する公的年金等に係る所得につい

て同条第4項に規定する公的年金等控除

額の控除を受けた者(年齢65歳未満の者

にあっては当該公的年金等の収入金額

が600,000円を超える者に限り、年齢65

歳以上の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が1,100,000円を超える者に

限る。)をいい、給与所得を有する者を

除く。)の数の合計数(以下この条におい

て「給与所得者等の数」という。)が2

以上の場合にあっては、430,000円に当

該給与所得者等の数から1を減じた数に

100,000円を乗じて得た金額を加算した

金額)を超えない世帯に係る納税義務者

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 国民

健康保険の被保険者(第1条第2項に規

定する世帯主を除く。) 1人について

 21,000円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 国民

健康保険の被保険者(第1条第2項に規

定する世帯主を除く。) 1人について

 23,520円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれに定

める額 

イ 略 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 13,860円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 15,120円 

(イ) 特定世帯 6,930円 (イ) 特定世帯 7,560円 



(ウ) 特定継続世帯 10,395円 (ウ) 特定継続世帯 11,340円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 国民健康保険の被保険者

(第1条第2項に規定する世帯主を除

く。) 1人について 6,720円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 国民健康保険の被保険者

(第1条第2項に規定する世帯主を除

く。) 1人について 7,560円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

エ 略 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 3,780円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 4,620円 

(イ) 特定世帯 1,890円 (イ) 特定世帯 2,310円 

(ウ) 特定継続世帯 2,835円 (ウ) 特定継続世帯 3,465円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額 介護納付金課税被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主

を除く。) 1人について 7,560円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額 介護納付金課税被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主

を除く。) 1人について 8,820円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 1世帯について 4,20

0円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 1世帯について 4,62

0円 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき295,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前号に該当する者を除く。) 

(2) 略 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 国民

健康保険の被保険者(第1条第2項に規

定する世帯主を除く。) 1人について

 15,000円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 国民

健康保険の被保険者(第1条第2項に規

定する世帯主を除く。) 1人について

 16,800円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基 イ 略 



礎課税額の世帯別平等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれに定

める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 9,900円  

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 10,800円 

(イ) 特定世帯 4,950円 (イ) 特定世帯 5,400円 

(ウ) 特定継続世帯 7,425円 (ウ) 特定継続世帯 8,100円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 国民健康保険の被保険者

(第1条第2項に規定する世帯主を除

く。) 1人について 4,800円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 国民健康保険の被保険者

(第1条第2項に規定する世帯主を除

く。) 1人について 5,400円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

エ 略 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 2,700円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 3,300円 

(イ) 特定世帯 1,350円 (イ) 特定世帯 1,650円 

(ウ) 特定継続世帯 2,025円 (ウ) 特定継続世帯 2,475円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額 介護納付金課税被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主

を除く。) 1人について 5,400円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額 介護納付金課税被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主

を除く。) 1人について 6,300円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 1世帯について 3,00

0円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 1世帯について 3,30

0円 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき545,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前2号に該当する者を除く。) 

(3) 略 



ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 国民

健康保険の被保険者(第1条第2項に規

定する世帯主を除く。) 1人について

 6,000円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 国民

健康保険の被保険者(第1条第2項に規

定する世帯主を除く。) 1人について

 6,720円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれに定

める額 

イ 略 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 3,960円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 4,320円 

(イ) 特定世帯 1,980円 (イ) 特定世帯 2,160円 

(ウ) 特定継続世帯 2,970円 (ウ) 特定継続世帯 3,240円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 国民健康保険の被保険者

(第1条第2項に規定する世帯主を除

く。) 1人について 1,920円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 国民健康保険の被保険者

(第1条第2項に規定する世帯主を除

く。) 1人について 2,160円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

エ 略 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 1,080円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 1,320円 

(イ) 特定世帯 540円 (イ) 特定世帯 660円 

(ウ) 特定継続世帯 810円 (ウ) 特定継続世帯 990円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額 介護納付金課税被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主

を除く。) 1人について 2,160円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額 介護納付金課税被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主

を除く。) 1人について 2,520円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 1世帯について 1,20

0円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世

帯別平等割額 1世帯について 1,32

0円 

2 国民健康保険税の納税義務者の属する世

帯内に6歳に達する日以後の最初の3月31

日以前である被保険者(以下「未就学児」

という。)がある場合における当該納税義

務者に対して課する被保険者均等割額(当

該納税義務者の世帯に属する未就学児に

2 略 



つき算定した被保険者均等割額(前項に規

定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割

額)に限る。)は、当該被保険者均等割額か

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額を減額して得た額

とする。 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 次に掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児

1人について次に定める額 

(1) 略 

ア 前項第1号アに規定する金額を減額

した世帯 4,500円 

ア 前項第1号アに規定する金額を減額

した世帯 5,040円 

イ 前項第2号アに規定する金額を減額

した世帯 7,500円 

イ 前項第2号アに規定する金額を減額

した世帯 8,400円 

ウ 前項第3号アに規定する金額を減額

した世帯 12,000円 

ウ 前項第3号アに規定する金額を減額

した世帯 13,440円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 15,000円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 16,800円 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ未就学児1人について次に定める

額 

(2) 略 

ア 前項第1号ウに規定する金額を減額

した世帯 1,440円 

ア 前項第1号ウに規定する金額を減額

した世帯 1,620円 

イ 前項第2号ウに規定する金額を減額

した世帯 2,400円 

イ 前項第2号ウに規定する金額を減額

した世帯 2,700円 

ウ 前項第3号ウに規定する金額を減額

した世帯 3,840円 

ウ 前項第3号ウに規定する金額を減額

した世帯 4,320円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 4,800円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の

世帯 5,400円 

3 略 3 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(経過措置) 



2 改正後の一宮市国民健康保険税条例の規定は、令和7年度以後の年度分の国民健康保険

税について適用し、令和6年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 



条例第19号 

一宮市斎場条例の一部を改正する条例 

一宮市斎場条例(昭和41年一宮市条例第27号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(事業) (事業) 

第3条 斎場においては、死体の火葬及び汚

物等の焼却並びに霊安室の提供を行う。 

第3条 斎場においては、次に掲げる事業 

              を行う。 

 (1) 死体及び死胎の火葬 

 (2) 犬、猫等の死体その他市長が認める

ものの焼却 

 (3) 霊安室の提供 

2 略 2 略 

(使用許可) (使用許可) 

第6条 斎場を使用しようとする者(以下「使

用者」という。)は、市長の許可     

         を受けなければならな

い。 

第6条 斎場を使用しようとする者    

        は、市長の許可(以下「使

用許可」という。)を受けなければならな

い。 

 2 市長は、斎場の管理上必要があるときは、

使用許可に条件を付することができる。 

 (使用の制限) 

 第6条の2 市長は、次の各号のいずれかに該

当するときは、斎場の使用を許可しない。

 (1) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を

害するおそれがあるとき。 

 (2) 斎場の施設、設備その他の物品をき

損し、又は滅失させるおそれがあると

き。 

 (3) 前2号に掲げるもののほか、管理上支

障があるとき。 

 (使用権の譲渡等の禁止) 

 第6条の3 第6条の規定により使用許可を受

けた者(以下「使用者」という。)は、使用

の権利を譲渡し、又は転貸してはならな

い。 

 (使用許可の取消し等) 

 第6条の4 市長は、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、使用許可を取り消

し、又は使用の中止を命ずることができ



る。 

 (1) 第6条の2各号のいずれかに該当する

事由が生じたとき。 

 (2) この条例の規定に違反したとき。 

 (3) 使用許可に付した条件に違反したと

き。 

 (4) 虚偽その他不正の手段により使用許

可を受けたとき。 

 2 使用者が前項の規定による使用許可の取

消し等により損害を受けることがあって

も、市は、その責めを負わない。 

 (原状回復義務) 

 第6条の5 使用者は、その使用が終わったと

き、又は使用許可を取り消され、若しくは

使用の中止を命ぜられたときは、直ちに原

状に回復しなければならない。 

 2 使用者が前項の義務を履行しないとき

は、市長が代わってこれを行うことができ

る。この場合において、必要となる費用は、

使用者の負担とする。 

 (損害賠償義務) 

 第6条の6 使用者は、斎場の施設、設備その

他の物品をき損し、又は滅失させたとき

は、その損害を賠償しなければならない。

ただし、市長が必要でないと認めたとき

は、この限りでない。 

(使用料) (使用料) 

第7条 斎場の使用料は、斎場使用の許可を

受けた者から前納により徴収する。 

第7条 使用者は、別表に定める使用料を前

納しなければならない。 

2 前項の使用料は、別表のとおりとする。

(使用料の免除) (使用料の免除) 

第8条 次の    各号のいずれかに該当

する者については、使用料を免除すること

ができる。 

第8条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者については、使用料を免除すること

ができる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

 (焼骨の引取り) 

 第9条 使用者は、市長が指定する日時に死

体及び死胎に係る焼骨の全部又は一部を

引き取らなければならない。ただし、市長



は、指定する日時に使用者が焼骨を引き取

らないとき、又は管理上支障があると認め

るときは、これを処理することができる。

 (指定管理者) 

 第10条 市長は、斎場の管理運営上必要と認

めるときは、地方自治法第244条の2第3項

に規定する指定管理者(以下「指定管理者」

という。)に斎場の管理を行わせることが

できる。 

 (指定管理者が行う業務の範囲) 

 第11条 前条の規定により、指定管理者に斎

場の管理を行わせる場合に当該指定管理

者が行う業務は、次に掲げる業務とする。

 (1) 火葬の執行に関する業務 

 (2) 斎場の維持管理に関する業務 

 (3) 使用許可に関する業務 

 (4) 第7条に規定する使用料の徴収及び

収納に関する業務 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認める業務 

 2 前項の場合における第6条、第6条の2、第

6条の4、第6条の5、第8条及び第9条の規定

の適用については、これらの規定中「市長」

とあるのは、「指定管理者」とする。 

(委任) (委任) 

第9条 略 第12条 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 



条例第20号 

展望塔の管理及び運営に関する条例の一部を改正する条例 

展望塔の管理及び運営に関する条例(平成6年一宮市条例第22号)の一部を次のように改

正する。 

現行 改正後 

(利用料金) (利用料金) 

第5条 略 第5条 略 

2 略 2 略 

3 指定管理者は、市長が定める基準により、

利用料金を減免することができる。ただ

し、次条第1項第1号の回数利用券に係る利

用料金については、この限りでない。 

3 指定管理者は、市長が定める基準により、

利用料金を減免することができる。   

(回数利用券等) (年間利用券) 

第6条 指定管理者は、利用者の利便に資す

るため、次に掲げる利用券(以下「回数利

用券等」という。)を発行することができ

る。 

第6条 指定管理者は、利用者の利便に資す

るため、年間利用券          

        を発行することができ

る。 

(1) 回数利用券 

(2) 年間利用券 

2 回数利用券等            

        の利用者の区分、種類、

利用料金の上限額及び有効期間は、別表第

1の2に定めるとおりとする。 

2 前項に規定する年間利用券(以下「年間利

用券」という。)の利用者の区分   、

利用料金の上限額及び有効期間は、別表第

1の2に定めるとおりとする。 

3 回数利用券等は、次に掲げる利用料金の

納付には、使用することができない。 

3 年間利用券 は、次に掲げる利用料金の

納付には、使用することができない。 

(1) 回数利用券等の利用者の区分とは異

なる区分の利用者に係る利用料金の納

付 

(1) 年間利用券 の利用者の区分とは異

なる区分の利用者に係る利用料金の納

付 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

4 回数利用券等は、再発行しない。ただし、

汚損等による場合で、回数利用券等の記載

内容が確認でき、かつ、これを回収するこ

とができるときは、この限りでない。 

4 年間利用券の発行を受けた者が、年間利

用券の再発行を受けようとするときは、指

定管理者に申請しなければならない。 

5 年間利用券は、その購入の際あらかじめ

指定管理者に届け出て登録された者(以下

この項において「登録者」という。)1名の

みが利用することができる。この場合にお

いて、登録者を変更しようとするときは、

5 年間利用券は、その購入の際あらかじめ

指定管理者に届け出て登録された者(以下

この項において「登録者」という。)  

 が利用することができる。この場合にお

いて、登録者を変更しようとするときは、



指定管理者に届け出なければならない。 指定管理者に届け出なければならない。 

(利用料金の還付等) (利用料金の還付等) 

第7条 既納の利用料金の還付及び回数利用

券等の払戻しは、行わない。ただし、既納

の利用料金については、市長が定める基準

により、指定管理者が特別の理由があると

認める場合に限り、その全部又は一部を還

付することができる。 

第7条 既納の利用料金の還付及び年間利用

券 の払戻しは、行わない。ただし、既納

の利用料金については、市長が定める基準

により、指定管理者が特別の理由があると

認める場合に限り、その全部又は一部を還

付することができる。 

別表第1(第5条、第6条関係) 別表第1(第5条、第6条関係) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

備考 備考 

1 この表において、「大人」とは15歳以

上の者をいい、「小人」とは6歳以上1

5歳未満の者をいい、「幼児」とは4歳

以上6歳未満の者をいう。 

1 この表において、「大人」とは15歳以

上の者をいい、「小人」とは6歳以上1

5歳未満の者を          

         いう。 

2 展望室の利用料金については、4歳未

満の者は、無料とする。 

2 展望室の利用料金については、6歳未

満の者は、無料とする。 

3・4 略 3・4 略 

別表第1の2(第5条、第6条関係) 別表第1の2(第5条、第6条関係) 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

備考 備考 

1 略 1 略 

 2 この表において、「親子」とはあらか

じめ指定管理者に届け出て、親子とし

て登録された2名をいい、年間利用券

は、大人1名及び小人1名それぞれに発

行する。 

2 利用者の区分は、回数利用券にあっ

てはこれを利用した日を、年間利用券

にあってはこれを発行した日をそれ

ぞれ基準とする。 

3 年間利用券の利用者の区分は、これ

を発行した日を基準とする。 

3・4 略 4・5 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

施設等の区分 利用料金の上限額 

展望室 利用者の区分 個人 

(1人1回) 

20人以上の団体 

(1人1回) 



略 

小人 200円 160円

幼児 100円 80円

略 

改正案 

施設等の区分 利用料金の上限額 

展望室 利用者の区分 個人 

(1人1回) 

20人以上の団体 

(1人1回) 

略 

小人 200円 160円

略 

【別記2】 

現行 

利用料金の上限額 

利用券の種類

利用者の区分 

回数利用券 

(利用券6枚つづりのもの) 

年間利用券 

大人 2,750円 2,000円

小人 1,100円 800円

幼児 550円 400円

改正案 

利用料金の上限額 

利用者の区分 年間利用券 

大人 2,000円

小人 800円

親子 2,000円

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日前に発行した回数利用券については、なお従前の例による。 



条例第21号 

一宮市テニス場の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市テニス場の設置及び管理等に関する条例(昭和57年一宮市条例第43号)の一部を次

のように改正する。 

現行 改正後 

別表第1(第5条、第6条関係) 別表第1(第5条、第6条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 略 備考 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

区分 テニスコート 照明設備 

単位 利用料金の上

限額 

単位 利用料金の上限額 

アマチュアの

利用 

入場料を徴収しな

い場合 

1面2時

間 

6001面1時

間 

400

(1時間を超える30分までご

とに200) 

入場料を徴収する

場合 

1面2時

間 

3,0001面1時

間 

2,000

(1時間を超える30分までご

とに1,000) 

その他の利用入場料を徴収しな

い場合 

1面2時

間 

3,0001面1時

間 

2,000

(1時間を超える30分までご

とに1,000) 

入場料を徴収する

場合 

1面2時

間 

6,0001面1時

間 

4,000

(1時間を超える30分までご

とに2,000) 

改正案 

区分 テニスコート 照明設備 

単位 利用料金の上限額 単位 利用料金の上限額 

平日 土曜日・日曜

日・休日 

入場料を徴収しない

場合 

1面2時

間 

800 1,0001面1時

間 

400

(1時間を超える30分までご

とに200) 



入場料を徴収する場

合 

1面2時

間 

2,400 3,0001面1時

間 

1,200

(1時間を超える30分までご 

とに600) 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和8年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の別表第1の規定は、この条例の施行の日以後にその使用を許可するものについ

て適用し、同日前にその使用を許可したものについては、なお従前の例による。 



条例第22号 

一宮市市民会館条例及び一宮市木曽川文化会館の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例 

(一宮市市民会館条例の一部改正) 

第1条 一宮市市民会館条例(昭和48年一宮市条例第26号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(休館日) (休館日) 

第2条の2 会館の休館日は、次のとおりとす

る。ただし、市が主催する行事のため必要

があるときは、開館することができる。 

第2条の2 会館の休館日は、次のとおりとす

る。ただし、市長が必要と認める    

   ときは、開館することができる。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

2 略 2 略 

(利用料金) (利用料金) 

第9条 略 第9条 略 

2 一宮市民会館については、その使用が別

表第3使用区分の欄に該当する場合には、

前項の利用料金に同表施設の欄に掲げる

割合                

           を乗じて得た額

を割増利用料金として加算する。 

2             その使用が別

表第3使用区分の欄に該当する場合には、

前項の利用料金に同表施設の欄に掲げる

割合(使用区分の欄のうち、2以上に該当す

る場合は、最も高い割合)を乗じて得た額

を割増利用料金として加算する。 

3 前2項に規定する利用料金は、第3条第1

項に規定する許可の際納付しなければな

らない。 

3 前2項に規定する利用料金は、第3条第1

項に規定する許可の際納付しなければな

らない。ただし、指定管理者がやむを得な

いと認めるときは、この限りでない。 

4・5 略 4・5 略 

 6 利用料金の額に10円未満の端数が生じた

ときは、5円以上の端数金額にあってはこ

れを10円に切り上げ、5円未満の端数金額

にあってはこれを切り捨てるものとする。

別表第1(第3条関係) 別表第1(第3条関係) 

1 一宮市民会館 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

2 一宮市尾西市民会館ホール 

表略 

3 一宮市尾西市民会館展示場 

表略 

別表第2(第9条関係) 別表第2(第9条関係) 

1 一宮市民会館 



【別記2 参照】 【別記2 参照】 

備考 備考 

1 「祝日」とは、国民の祝日に関する

法律(昭和23年法律第178号)に規定す

る休日をいう。 

1 「休日」とは、国民の祝日に関する

法律(昭和23年法律第178号)第3条各

項に規定する休日をいう。 

2 30分以上使用時間を延長する場合

は、利用料金(割増利用料金を徴収す

る場合にあっては割増利用料金を含

む。)の額の40パーセントに相当する

額を徴収する。 

2 使用時間を延長する場合は、延長時

間30分ごとに、午前7時30分から午前8

時30分までにあっては午前、午後9時3

0分から午後10時30分までにあっては

夜間に係る利用料金(割増利用料金を

徴収する場合にあっては、割増利用料

金を含む。)の額の15パーセントに相

当する額を徴収する。 

3 特別の設備又は器具を持ち込んで、

電気、ガス等を使用する場合の利用料

金の上限額は、別に市長が定める。 

3 特別の設備又は器具を持ち込んで、

電気、ガス等を使用する場合の利用料

金の上限額は、別に市長が定める。 

4 利用料金の上限額には、消費税法(昭

和63年法律第108号)の規定による消

費税及び地方税法(昭和25年法律第22

6号)の規定による地方消費税(以下

「消費税等」という。)の額が含まれ

るものとする。 

4 利用料金の上限額には、消費税法(昭

和63年法律第108号)の規定による消

費税及び地方税法(昭和25年法律第22

6号)の規定による地方消費税(以下

「消費税等」という。)の額が含まれ

るものとする。 

2 一宮市尾西市民会館ホール 

表略 

3 一宮市尾西市民会館展示場 

表略 

4 一宮市尾西市民会館付属設備 

利用料金の上限額は、種類又は品目ご

とに規則で定める。 

別表第3(第9条関係) 別表第3(第9条関係) 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

区分 使用時間 

午前 午前9時から午後0時30分まで 

午後 午後1時から午後4時30分まで 

夜間 午後5時から午後9時30分まで 



午前午後 午前9時から午後4時30分まで 

午後夜間 午後1時から午後9時30分まで 

全日 午前9時から午後9時30分まで 

改正案 

区分 使用時間 

午前 午前8時30分から午後0時30分まで 

午後 午後1時から午後5時まで 

夜間 午後5時30分から午後9時30分まで 

午前午後 午前8時30分から午後5時まで 

午後夜間 午後1時から午後9時30分まで 

全日 午前8時30分から午後9時30分まで 

【別記2】 

現行 

区分 利用料金の上限額 

午前 午後 夜間 午前午後 午後夜間 全日 

ホール平日 18,500 26,000 31,500 44,500 57,500 70,000

土曜日 23,000 32,000 38,000 55,000 70,000 86,000

日曜日・祝日 26,000 35,000 42,000 61,000 77,000 96,000

会議室

等 

大会議室 4,000 4,000 5,400 8,000 9,400 13,400

第 1会議室 1,300 1,300 1,700 2,600 3,000 4,300

第 2会議室 600 600 1,000 1,200 1,600 2,200

第 3会議室 600 600 1,000 1,200 1,600 2,200

第 4会議室 1,300 1,300 1,700 2,600 3,000 4,300

主催者控室 600 600 1,000 1,200 1,600 2,200

屋外展示場 2,100 2,100 2,100 4,200 4,200 6,300

付属設

備 

楽屋 種類又は品目ごとに規則で定める。 

舞台設備 

音響設備 

照明設備 

映写設備 

その他 

改正案 

区分 利用料金の上限額 

午前 午後 夜間 午前午後 午後夜間 全日 

一宮市

民会館

ホール 平日 23,000 31,000 33,000 54,000 64,000 87,000

土曜日・日曜 31,000 41,000 43,000 72,000 84,000 115,000



日・休日 

会議室等大会議室 4,700 4,700 5,500 9,400 10,200 14,900

第1会議室 1,600 1,600 1,800 3,200 3,400 5,000

第2会議室 800 800 1,100 1,600 1,900 2,700

第3会議室 800 800 1,100 1,600 1,900 2,700

第4会議室 1,600 1,600 1,800 3,200 3,400 5,000

主催者控室 800 800 1,100 1,600 1,900 2,700

屋外展示場 2,200 2,200 2,200 4,400 4,400 6,600

付属設備種類又は品目ごとに規則で定める。 

一宮市

尾西市

民会館

ホール 平日 12,000 20,000 26,000 32,000 46,000 58,000

土曜日・日曜

日・休日 

20,000 32,000 41,000 52,000 73,000 93,000

展示場 平日 8,000 8,000 8,000 16,000 16,000 24,000

土曜日・日曜

日・休日 

13,000 13,000 13,000 26,000 26,000 39,000

付属設備種類又は品目ごとに規則で定める。 

【別記3】 

現行 

使用区分 施設 

使用の目的又は形態 使用者の住所

又は所在地 

ホール 会議室等 

営利営

業行為

物品の展示又は販売を目的

とするもの 

市内 200パーセント 200パーセント

市外 300パーセント 300パーセント

物品の展示又は販売を目的

としないもの 

 100パーセント 100パーセント

入場料

を徴収

する場

合 

徴収する入場料の最高額が

101円以上500円以下のもの 

 50パーセント

徴収する入場料の最高額が

500円を超えるもの 

 100パーセント

改正案 

使用区分 施設 

ホール 会議室等・展示場

営利目的、営業目的又はこれらに類する目的で使用

する場合 

100パーセント 100パーセント

入場料を徴収

する場合 

徴収する入場料の最高額が501円以

上1,000円以下のもの 

50パーセント

徴収する入場料の最高額が1,001円 100パーセント



以上3,000円以下のもの 

徴収する入場料の最高額が3,000円

を超えるもの 

200パーセント

(一宮市木曽川文化会館の設置及び管理に関する条例の一部改正) 

第2条 一宮市木曽川文化会館の設置及び管理に関する条例(平成27年一宮市条例第21号)

の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(利用料金) (利用料金) 

第10条 略 第10条 略 

2 文化会館の使用が別表第3使用区分の欄

に該当する場合には、前項の利用料金に同

表施設の欄に掲げる割合       

  を乗じて得た額を割増利用料金とし

て加算する。 

2 文化会館の使用が別表第3使用区分の欄

に該当する場合には、前項の利用料金に同

表施設の欄に掲げる割合(使用区分の欄の

うち、2以上に該当する場合は、最も高い

割合)を乗じて得た額を割増利用料金とし

て加算する。 

3～5 略 3～5 略 

 6 利用料金の額に10円未満の端数が生じた

ときは、5円以上の端数金額にあってはこ

れを10円に切り上げ、5円未満の端数金額

にあってはこれを切り捨てるものとする。

別表第2(第10条関係) 別表第2(第10条関係) 

表略 表略 

備考 備考 

1 使用時間を延長する場合は、延長時間3

0分ごとに、午前7時から午前8時30分ま

でにあっては午前、午後9時30分から午

後10時までにあっては夜間に係る利用

料金(割増利用料金を徴収する場合にあ

っては、割増利用料金を含む。)の額の8

分の1   に相当する額を徴収する。

この場合において、徴収する額に10円未

満の端数が生じたときは、5円以上の端

数金額にあってはこれを10円に切り上

げ、5円未満の端数金額にあってはこれ

を切り捨てるものとする。 

1 使用時間を延長する場合は、延長時間3

0分ごとに、午前7時から午前8時30分ま

でにあっては午前、午後9時30分から午

後10時までにあっては夜間に係る利用

料金(割増利用料金を徴収する場合にあ

っては、割増利用料金を含む。)の額の1

5パーセントに相当する額を徴収する。

2・3 略 2・3 略 

別表第3(第10条関係) 別表第3(第10条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

使用区分 施設 

使用の目的又は形態 使用者の住所又は

所在地 

ホール 練習室 

営利営業行為 物品の展示又は

販売を目的とす

るもの 

市内 200パーセント 200パーセント

市外 300パーセント 300パーセント

物品の展示又は

販売を目的とし

ないもの 

 100パーセント 100パーセント

入場料を徴収す

る場合 

徴収する入場料

の最高額が501

円以上1,000円

以下のもの 

 50パーセント

徴収する入場料

の最高額が

1,000円を超え

るもの 

 100パーセント

改正案 

使用区分 施設 

ホール 練習室 

営利目的、営業目的又はこれらに類する目的で使用

する場合 

100パーセント 100パーセント

入場料を徴収

する場合 

徴収する入場料の最高額が501円以

上1,000円以下のもの 

50パーセント

徴収する入場料の最高額が1,001円

以上3,000円以下のもの 

100パーセント

徴収する入場料の最高額が3,000円

を超えるもの 

200パーセント

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和8年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 第1条の規定による改正後の一宮市市民会館条例及び第2条の規定による改正後の一宮



市木曽川文化会館の設置及び管理に関する条例の規定は、この条例の施行の日(以下「施

行日」という。)以後にその使用を許可するものについて適用し、施行日前にその使用を

許可したものについては、なお従前の例による。 



条例第23号 

アイプラザ一宮の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

アイプラザ一宮の設置及び管理に関する条例(平成26年一宮市条例第17号)の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正後 

別表第1(第5条関係) 別表第1(第5条関係) 

1 講堂、会議室、日本間及び研修室(これら

の施設の使用に係る付属設備を含む。)に

係る使用時間区分 

1    会議室、日本間及び研修室(これら

の施設の使用に係る付属設備を含む。)に

係る使用時間区分 

表略 表略 

2・3 略 2・3 略 

別表第2(第11条関係) 別表第2(第11条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 備考 

1 規則で定めるところにより講堂の使

用時間を延長するときの利用料金の

上限額は、延長時間30分ごとに、平日

にあっては4,300円、土曜日、日曜日

及び休日にあっては5,400円とする。

2 講堂を使用する者が入場料又はこれ

に類するもの(以下この項において

「入場料等」という。)を徴収する場

合の利用料金は、指定管理者が市長の

承認を得て定めた利用料金の額に、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める率を乗じて得た額と

する。 

(1) 入場料等(消費税法(昭和63年法

律第108号)の規定による消費税及

び地方税法(昭和25年法律第226号)

の規定による地方消費税(第4項に

おいて「消費税等」という。)に相

当する額を除く。次号において同

じ。)の最高額が3,000円を超える場

合 1.5 

(2) 入場料等の最高額が1,000円を

超え、3,000円以下の場合 1.2 

3 略 1 略 



4 利用料金の上限額には、消費税等 2 利用料金の上限額には、消費税法(昭

             の額が

含まれるものとする。 

和63年法律第108号)の規定による消

費税及び地方税法(昭和25年法律第22

6号)の規定による地方消費税の額が

含まれるものとする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

区分 利用料金の上限額 

午前 午後 夜間 全日 

講堂 平日 17,400 20,300 26,100 58,200

土曜日・日曜日・休日 21,700 25,400 32,600 72,000

略 

改正案 

区分 利用料金の上限額 

午前 午後 夜間 全日 

略 

付 則 

この条例は、令和8年9月1日から施行する。 



条例第24号 

一宮市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例(平成19年一宮市条例第35号)の

一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(給与の種類) (給与の種類) 

第2条 前条の給与とは、給料、管理職手当、

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当

、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末

手当、勤勉手当、特定任期付職員業績手当

及び退職手当をいう。 

第2条 前条の給与とは、給料、管理職手当、

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当

、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末

手当、勤勉手当            

及び退職手当をいう。 

(扶養手当) (扶養手当) 

第6条 扶養手当は、扶養親族のある職員に

対して支給する。ただし、次項第1号及び

第3号から第6号までのいずれかに該当する

扶養親族に係る扶養手当は、管理者が規程

で定める職員に対しては、支給しない。 

第6条 扶養手当は、扶養親族のある職員に

対して支給する。ただし、次項第2号から

第5号まで    のいずれかに該当する

扶養親族に係る扶養手当は、管理者が規程

で定める職員に対しては、支給しない。 

2 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他

に生計の途がなく、主としてその職員の扶

養を受けているものをいう。 

2 略 

(1) 配偶者(届出をしていないが、事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。) 

(2)～(6) 略 (1)～(5) 略 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第18条 管理者は、管理職員が臨時又は緊急

の必要その他の公務の運営の必要により、

週休日(勤務時間を割り振らない日をいう。

以下同じ。)に勤務した 場合(週休日の振

替えを行った場合を除く。)又は第13条第2

項に規定する休日(次項において単に「休

日」という。)に勤務した 場合には、規

程で定める基準により、管理職員特別勤務

手当を支給する。ただし、その勤務した 

ことに対し、相応の手当その他の給付が別

に支給される場合は、この限りでない。 

第18条 管理者は、管理職員が臨時又は緊急

の必要その他の公務の運営の必要により、

週休日(勤務時間を割り振らない日をいう。

以下同じ。)に勤務をした場合(週休日の振

替えを行った場合を除く。)又は第13条第2

項に規定する休日(次項において単に「休

日」という。)に勤務をした場合には、規

程で定める基準により、管理職員特別勤務

手当を支給する。ただし、その勤務をした

ことに対し、相応の手当その他の給付が別

に支給される場合は、この限りでない。 



2 前項に規定する場合のほか、管理職員が

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要

により休日以外の日の午前0時から午前5時

までの間              

     であって正規の勤務時間以外の

時間に勤務した 場合は、当該職員には、

管理職員特別勤務手当を支給する。 

2 前項に規定する場合のほか、管理職員が

災害への対処その他の臨時又は緊急の必要

により午後10時から翌日の   午前5時

までの間(週休日及び休日に含まれる時間

を除く。)であって正規の勤務時間以外の

時間に勤務をした場合は、当該職員には、

管理職員特別勤務手当を支給する。 

(特定任期付職員業績手当) 

第21条 特定任期付職員業績手当は、特定任

期付職員のうち特に顕著な業績を挙げたと

認められるものに対し、管理者が定めると

ころにより、その給料月額に相当する額を

支給する。 

第21条 削除 

(特定任期付職員についての適用除外) (特定任期付職員についての適用除外) 

第27条 第4条から第6条まで、第8条及び第2

0条の規定は、特定任期付職員には適用し

ない。 

第27条 第4条から第6条まで及び第8条   

  の規定は、特定任期付職員には適用し

ない。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(令和8年3月31日までの間における扶養手当に関する経過措置) 

2 この条例の施行の日から令和8年3月31日までの間におけるこの条例の規定による改正後

の一宮市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例(以下「改正後の給与条例」と

いう。)第6条の規定の適用については、同条第1項ただし書中「対しては」とあるのは「対

しては、支給せず、次項第6号に該当する扶養親族に係る扶養手当は、行政職給料表(1)

又は医療職給料表(2)の適用を受ける職員でその職務の級が8級であるものに対しては」

と、同条第2項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは、 

「(5) 重度心身障害者 

(6) 配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。)」とす 

る。 



条例第25号 

一宮市議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市議会の個人情報の保護に関する条例(令和5年一宮市条例第19号)の一部を次のよ

うに改正する。 

現行 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 略 第2条 略 

2～9 略 2～9 略 

10 この条例において「特定個人情報」とは、

行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律(平成25

年法律第27号。以下「番号利用法」という。)

第2条第8項に規定する特定個人情報をい

う。 

10 この条例において「特定個人情報」とは、

行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律(平成25

年法律第27号。以下「番号利用法」という。)

第2条第9項に規定する特定個人情報をい

う。 

11～13 略 11～13 略 

(利用及び提供の制限) (利用及び提供の制限) 

第12条 略 第12条 略 

2 前項の規定にかかわらず、議会は、議長

が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、利用目的以外の目的のために保

有個人情報を自ら利用し、又は提供するこ

とができる。ただし、保有個人情報を利用

目的以外の目的のために自ら利用し、又は

提供することによって、本人又は第三者の

権利利益を不当に侵害するおそれがある

と認められるときは、この限りでない。 

2 略 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 市長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、公平委員会、農業委員会、固

定資産評価審査委員会、水道事業等管理

者、病院事業管理者若しくは消防長、他

の地方公共団体の機関、他の地方公共団

体が設立した地方独立行政法人、法第2

条第8項に規定する行政機関又は独立行

政法人等に保有個人情報を提供する場

合において、保有個人情報の提供を受け

る者が、法令の定める事務又は業務の遂

行に必要な限度で提供に係る個人情報

(3) 市長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、公平委員会、農業委員会、固

定資産評価審査委員会、水道事業等管理

者、病院事業管理者若しくは消防長、他

の地方公共団体の機関、他の地方公共団

体が設立した地方独立行政法人、法第2

条第9項に規定する行政機関又は独立行

政法人等に保有個人情報を提供する場

合において、保有個人情報の提供を受け

る者が、法令の定める事務又は業務の遂

行に必要な限度で提供に係る個人情報



を利用し、かつ、当該個人情報を利用す

ることについて相当の理由があるとき。

を利用し、かつ、当該個人情報を利用す

ることについて相当の理由があるとき。

(4) 略 (4) 略 

3・4 略 3・4 略 

5 保有特定個人情報に関しては、第2項第2

号から第4号まで及び第29条の規定は適用

しないものとし、次の表の左欄に掲げる規

定の適用については、これらの規定中同表

の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

5 略 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

略 

第38条第1項第1号 又は第12条第1項及び第2項の規

定に違反して利用されていると

き 

第12条第5項の規定により読み替

えて適用する同条第1項及び第2項

(第1号に係る部分に限る。)の規定

に違反して利用されているとき、

番号利用法第20条の規定に違反し

て収集され、若しくは保管されて

いるとき、又は番号利用法第29条

の規定に違反して作成された特定

個人情報ファイル(番号利用法第2

条第9項 に規定する特定個人情報

ファイルをいう。)に記録されてい

るとき 

略 

改正案 

略 

第38条第1項第1号 又は第12条第1項及び第2項の規

定に違反して利用されていると

き 

第12条第5項の規定により読み替

えて適用する同条第1項及び第2項

(第1号に係る部分に限る。)の規定

に違反して利用されているとき、

番号利用法第20条の規定に違反し

て収集され、若しくは保管されて

いるとき、又は番号利用法第29条



の規定に違反して作成された特定

個人情報ファイル(番号利用法第2

条第10項に規定する特定個人情報

ファイルをいう。)に記録されてい

るとき 

略 

付 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 


